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令和３年度自己点検・評価の実施にあたって 

 
今回の自己点検及び自己評価（自己点検・評価）は，主に 2016 年度から 2019 年度の４年間にお

ける工学部・工学研究科の活動を対象に実施しています。この４年間は国立大学の第３期中期目標

期間（全６年間）の中間評価対象期間（最初の４年間）と一致しています。 

 詳細は次ページに任せるとして，なぜこのようなことを実施しているかといえば，法律またそれ

を受けた学則に自己点検・評価とその結果の公表が記されているからです。しかし，ではなぜ法律

や学則にそう記されているかというと，本学（本工学部・工学研究科）が教育研究機関としての大

学（部局）として相応しい活動をしているか，つまり質保証ができているかを求められているから

です。質保証といえば，PDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルがよく知られています。つまり，自ら

を規定し，自己を見つめ，改善すべきところは改善し，サスティナブルに教育研究機関としての大

学（部局）として活動していける体制を構築出来ていることが質保証につながります。そのために

は，自己点検・評価を行うことは当然必要なことがわかります。また，それを本評価書のような形

で外部に公表し，質保証のシステムが構築され，かつ機能していることをステークホルダーからチ

ェック頂く外部評価がセットで必要であることもわかります。 

 そのため，本評価書は自己点検・評価の項目を「管理運営」「教育」「研究」「社会連携・貢献」「グ

ローバル化」に大別して掲載しています。なお，今回は，2013年度の博士後期課程，2016年度の学

部，そして 2020年度の博士前期課程の改組によって学部５学科，博士前期課程３専攻，博士後期課

程１専攻という教育体制が確立されてから初めての自己点検・評価ということもあり，「教育」がや

や重点となっております。どの組織でも同様かとは思いますが，組織の活動は総合的なものである

ため，項目ごとにきっちり分けられないところがあります。また，教育機関であり，かつ研究機関

でもある大学はステークホルダーも多岐にわたるため，読み手によっては理解しにくい点もあるか

もしれません。これらについては予めお詫び申し上げます。また問題点は忌憚なくご指摘頂き今後

に反映していきたいと思います。 

 工学部・工学研究科の諸活動に様々な形で寄与頂いた学生・教職員やその他すべてのステークホ

ルダーの皆様に感謝しつつ，自己点検・評価と本評価書の作成に多大な尽力を頂いた評価書作成ワ

ーキングとともに，今回の自己点検・評価とこの評価書が本工学部・工学研究科の新たなサイクル

への一歩となることを願っています。 

 

令和３年 12月 

                             福井大学工学部長・工学研究科長 

                                      福井 一俊 
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今回の自己点検・評価の位置づけ 

大学の質保証は第一義的には大学自身が行うものであり，大学には PDCAサイクルを回して質保証

を進めることが求められています。その基盤は自己点検・評価であり，学校教育法第 109条には，

大学は教育研究等の状況について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表しなければならないと

定められています。本学では，学則第１章第５節及び大学院学則第３章において，自己点検・評価

の実施とその結果の公表が規定されているところです。 

自己点検・評価の中でも，教育研究活動等を担う各部局が行う自己点検・評価は質保証の根幹を

なします。今回，工学部及び工学研究科では，その理念や目的に照らして現状を把握・分析して強

みを認識するとともに，課題となる点を抽出し，今後の構想や改善に活かすことを目的に，自己点

検・評価を実施します。さらに，その結果を基に外部評価を行い，自己点検・評価の信頼性の担保

に努めます。外部評価は，学則第１章第５節及び大学院学則第３章において努力義務として位置づ

けられており，自己点検及び評価の結果について外部の検証を受けることが想定されています。 

 工学部では，2016年度に改組を行い，８学科体制から５学科体制に移行しました。また，工学研

究科も 2020 年度に博士前期課程の改組を行い，縦割り型の 10専攻体制から分野横断型の３専攻体制

へと移行しました。これら改組にともない教育課程には大きな変更が生じています。今回の自己点

検・評価は，これまでと同様に工学部・工学研究科の活動全般を対象としますが，改組後に行う初

めての自己点検・評価であることを踏まえ，教育活動にやや重きを置いています。 

 国立大学は，法人化以降，６年間の中期目標期間をサイクルとして活動していることから，今回

の自己点検・評価においても中期目標期間を意識して分析を行っています。第３期（第３期中期目

標期間：2016～2021年度）においては，2019年度に「4年目終了時評価」（中間評価）が実施され，

第３期の最初の４年間（2016～2019年度）の活動状況の整理が進むとともに，文部科学省国立大学

法人評価委員会による評価結果も確定しています。これを踏まえ，今回の自己点検・評価では，第

３期４年間の平均的な状況又は 2019年度の状況を第２期６年間（第２期中期目標期間：2010～2015

年度）の平均的な状況又は 2015年度の状況と比較することを分析の基本としています。一部につい

ては 2020年度や 2021年度の状況も分析しています。 

 今回の自己点検・評価においては，関係者の負担の軽減を図りつつ質の高い点検・評価を行うた

め，(i)これまでとは異なり学科・専攻単位ではなく工学部全体・工学研究科全体として実施するこ

と，及び(ii)大学の方針に従って第３期中期目標期間の４年目終了時評価における現況分析の内容

に基づいて自己点検・評価書を作成することを基本方針としました。このため，前述の通り，自己

点検・評価の主な対象は，2016～2019年度の期間における工学部全体・工学研究科全体としての教

育研究活動等の状況となります。入学定員充足率や就職率など基本的で重要な指標については 2020

年度も（可能なものは 2021年度も）分析しています。また，2020 年度に改組した博士前期課程につ

いては，修了生は未輩出であるものの今回が改組後初めての自己点検・評価の機会であることから，

2020年度以降も可能な範囲で分析しました。 

 

                              自己点検評価書作成ワーキング 
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１．学部・研究科の理念・目標 

１－１ 工学部・工学研究科の理念・目標 

 １）理念 

   2019年度に，大学の理念と各部局の理念の一体的な策定が行われ，工学部・工学研究科の

理念を以下の通り定めた。 

    

   「夢を形にする技術者，IMAGINEER をめざして」 

    すべての人が健やかに安心して暮らし，豊かさを持続的に享受できる社会が求められて

います。このような社会を実現するため，科学・技術の分野で貢献しているのが工学です。

そして，工学に求められるのは IMAGINEER すなわち夢を描き（IMAGINE），それを形にする

人（ENGINEER）なのです。 

福井大学工学部・工学研究科には，工学のほぼ全領域にわたる多彩な人材が集っていま

す。わたくしたちは，広く工学全般にわたって教育研究を行い，その成果を社会に還元し

ていくことで豊かな社会の持続的な発展に貢献します。（原文のまま） 

   ２）目標（人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的） 

    ＜工学部＞ 

工学部では，グローバルな視点で夢を描き，それを形にできる技術者を「グローバルイマ

ジニア」と呼び，人材育成の基本コンセプトとしつつ，安全で安心な社会の創造のための

基礎的な知識・教養，幅広い専門知識に裏打ちされた高度な専門能力に加えて，歴史や文

化，習慣の違いを超えて世界の人々と協働し，倫理観を持ち主体的に行動できる総合的な

能力を持つ技術者・研究者を養成する。また，工学部では，安全で安心な社会の創造に寄

与することを目的に，広く工学全般にわたって教育研究を行い，その成果を社会に還元す

る。（原文のまま） 

 各学科の目的は資料 1-1-1の通りである。 

    ＜工学研究科＞ 

    工学は，科学技術の創造を通して，人類の幸福に寄与する役割を担う。工学研究科では，

確かな専門知識と高い倫理観を有し，自然や環境と調和した人間社会の豊かな発展に貢献

できる高度専門技術者や研究者等を養成する。また，地域の研究拠点となることを目的に，

基礎的研究から最先端技術の開発まで，工学に関わる幅広い学問分野の教育研究を推進す

る。（原文のまま） 

 博士前期課程各専攻の目的は資料 1-1-2（～2019 年度）及び資料 1-1-3（2020 年度～），

博士後期課程総合創成工学専攻の目的は資料 1-1-4 の通りである。 

  



4 
 

１－２ 全学の目的等との整合性 

工学部・工学研究科は，工学分野における教育研究活動を通して以下に示す本学の目的及

び使命の達成に貢献する。具体的には，「グローバルイマジニアの育成」は本学の「地域，国

及び国際社会に貢献し得る人材の育成」を工学分野において行うものであり，「安全で安心な

社会の創造に寄与することを目的に，広く工学全般にわたって教育研究を行い，その成果を

社会に還元する」ことは「独創的でかつ地域の特色に鑑みた教育科学研究，先端科学技術研

究を行う」ことを工学分野において実践するものである。このように，工学部・工学研究科

の目標は全学の目的等と整合している。 

 

  ＜福井大学の目的及び使命＞ 

「福井大学の目指す教育・研究・医療及びこれらを通じた社会貢献」 

福井大学は，学術と文化の拠点として，高い倫理観のもと，人々が健やかに暮らせるための

科学と技術に関する世界的水準での教育・研究を推進し，地域，国及び国際社会に貢献し得

る人材の育成と，独創的でかつ地域の特色に鑑みた教育科学研究，先端科学技術研究及び医

学研究を行い，専門医療を実践することを目的とします。（原文のまま） 

 

１－３ 理念・目標及び活動状況の公表 

  １）理念は以下のホームページで公表している。 

    https://www.u-fukui.ac.jp/wp/wp-content/uploads/Philosophy_20200129.pdf 

２）目標（人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的）は学生便覧で公表している。 

３）教育研究の概要を以下のホームページにおいて公表している。 

   工学部 http://www.eng.u-fukui.ac.jp/engineering/index.html 

   工学研究科 http://www.eng.u-fukui.ac.jp/graduate_school/index.html 

４）主に高校生を対象に，教育研究の概要を大学が毎年発行する「大学案内」の中で紹介し

ている。 

    https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/public/pub/viewbook/ 

５）広く社会に向け，教育研究等における特色ある取組を大学が毎年度発行する「福井大学

の特色ある取組」の中で紹介している。 

    https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/public/pub/distinctive/ 

６）入学者状況，卒業者・修了者の進路状況などの基本的なデータを，大学が毎年度公表す

る「基礎資料」の中に記載している。 

    https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/public/pub/material/ 

  ７）これまでに行った自己点検評価と外部評価について以下で公表している。 

    https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/outline/management06/ 

８）改組に伴う設置計画履行状況報告書を以下で公表している。 

    https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/disclosure/obiligation/ 

https://www.u-fukui.ac.jp/wp/wp-content/uploads/Philosophy_20200129.pdf
https://www.u-fukui.ac.jp/wp/wp-content/uploads/Philosophy_20200129.pdf
http://www.eng.u-fukui.ac.jp/engineering/index.html
http://www.eng.u-fukui.ac.jp/graduate_school/index.html
https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/public/pub/viewbook/
https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/public/pub/viewbook/
https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/public/pub/distinctive/
https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/public/pub/distinctive/
https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/public/pub/material/
https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/public/pub/material/
https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/outline/management06/
https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/outline/management06/
https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/disclosure/obiligation/
https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/disclosure/obiligation/
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９）各中期目標期間における教育活動，研究活動の状況（現況分析結果）を，以下のホーム

ページの「学部・研究科等の現況調査表」において公表している。 

    https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/outline/management02/ 

 

【自己評価】 

（１）総評 

工学部・工学研究科の理念や目標を，全学の目標と整合性を有する内容で定め，ホームページ

等で公表している。また，活動状況も公表している。 

ホームページに一部古い内容が残っているため，今後更新を行うとともに，工学部・工学研究

科のホームページ全体について，目的に沿った適切な情報提供がなされているか，入学者確保に

資する情報が十分に提供されているかなどについて，検証を行うことが望ましい。 

 

（２）優れた点 

  2019年度に，大学と一体的に理念の策定を行っている。 

 

（３）今後の課題及び改善に向けた方策 

工学部・工学研究科のホームページ（※）に掲載されている理念が，更新されていない。また，

同ホームページに掲載されている「目的」と「人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目

的」との関係が不明。 

※http://www.eng.u-fukui.ac.jp/outline/concept/index.html 

＜改善策＞ 

執行部会において対応を検討し，広報委員会に依頼する。 

 

  

https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/outline/management02/
https://www.u-fukui.ac.jp/cont_about/outline/management02/
http://www.eng.u-fukui.ac.jp/outline/concept/index.html
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２．組織及び教員構成 

２－１ 組織構成の状況 

１）工学部は，2016年度に改組を行い，８学科（機械工学科，電気・電子工学科，情報・メデ

ィア工学科，建築建設工学科，材料開発工学科，生物応用化学科，物理工学科，知能システ

ム工学科）から５学科（機械・システム工学科，電気電子情報工学科，建築・都市環境工学

科，物質・生命化学科，応用物理学科）の体制に移行した（資料 2-1-1）。応用物理学科以外

の４学科は 11のコースを擁している。また，工学部は附属教育研究施設として附属超低温物

性実験施設，先端科学技術育成センターを有している。 

 

      工学部の学科・コースと附属施設 

学科（入学定員） コース 

機械・システム工学科 

（155） 

 

機械工学コース 

ロボティクスコース 

原子力安全工学コース 

電気電子情報工学科 

（125） 

電子物性工学コース 

電気通信システム工学コース 

情報工学コース 

建築・都市環境工学科 

（60） 

建築学コース 
都市環境工学コース 

物質・生命化学科 

（135） 

繊維・機能性材料工学コース 

物質化学コース 

バイオ・応用医工学コース 

応用物理学科 
（50） 

 

附属超低温物性実験施設 

先端科学技術育成センター 

 

２）工学研究科は，博士前期課程と博士後期課程を有し，工学のほぼすべての分野を網羅した

全国でも有数規模の工学研究科である。学内には，附属国際原子力工学研究所や遠赤外領域

開発研究センター等，工学研究科に関連性の強い組織があり，工学研究科の教育に協力して

いる。 

ジェネラリストとスペシャリストの資質を兼ね備えた高度専門技術者の育成を進めるため，

2020 年度に博士前期課程を改組し，縦割り型の 10専攻（機械工学専攻，電気・電子工学専

攻，情報・メディア工学専攻，建築建設工学専攻，材料開発工学専攻，生物応用化学専攻，

物理工学専攻，知能システム工学専攻，繊維先端工学専攻，原子力・エネルギー安全工学専

攻）から分野横断型の３専攻（産業創成工学専攻，安全社会基盤工学専攻，知識社会基礎工

学専攻）の体制に移行した（資料 2-1-2）。各専攻は複数のコースを擁している。 
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       工学研究科博士前期課程の専攻・コース 

専攻（入学定員） コース 

産業創成工学専攻 

（85） 

繊維先端工学コース 

材料開発工学コース 

生物応用化学コース 

創造生産工学コース 

経営技術革新工学コース 

安全社会基盤工学専攻 

（84） 

機械設計工学コース 

電気システム工学コース 

建築土木環境工学コース 

原子力安全工学コース 

知識社会基礎工学専攻 

（84） 

知能システム科学コース 
情報工学コース 
数理科学コース 

電子物性コース 

電磁工学コース 

 

     博士後期課程は，2013年度の改組以来，総合創成工学専攻の１専攻体制であり，９分野

を擁している。 

 

       工学研究科博士後期課程の専攻・分野 

専攻（入学定員） 分野 

総合創成工学専攻 

（22） 

物理工学分野 

分子工学分野 

生物応用化学分野 

機械・システム工学分野 

知識情報システム分野 

電子システム分野 

建築都市システム分野 

繊維先端工学分野 

原子力・エネルギー安全工学分野 

 

３）第３期期首の 2016年度から実施している教教分離（教育組織と教員組織の分離）により，

工学系部門の教員は教員組織である以下の 11講座のいずれかに所属している。 

機械工学講座，電気・電子工学講座，情報・メディア工学講座，建築建設工学講座，材料

開発工学講座，生物応用化学講座，物理工学講座，知能システム工学講座，繊維先端工学

講座，原子力安全工学講座，重点研究推進講座 

４） 教員は，教員組織である講座から教育組織である学科や専攻に派遣される（資料 2-1-3）。
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工学部・工学研究科が強みを持つ領域の教育を支援するため，教教分離を活用し，先進部門

（附属国際原子力工学研究所，遠赤外領域開発研究センター，繊維・マテリアル研究センタ

ー）に所属する教員も工学部・工学研究科の教育に協力している（資料 2-1-4）。 

 

２－２ 教員構成の状況 

2021 年 12月１日現在の工学系部門教員数は，教授 58名，准教授 54名，講師 14名，助教

14 名の計 140名であり，講座ごとの内訳は以下の通りである。 
 
   講座ごとの教員数 

 教授 准教授 講師 助教 計 

機械工学講座 6 9 1 0 16 

電気・電子工学講座 7 7 0 3 17 

情報・メディア工学講座 7 5 2 1 15 

建築建設工学講座 6 5 5 2 18 

材料開発工学講座 5 6 0 1 12 

生物応用化学講座 5 6 0 4 15 

物理工学講座 10 6 1 0 17 

知能システム工学講座 7 6 1 1 15 

繊維先端工学講座 2 3 2 1 8 

原子力安全工学講座 2 1 2 1 6 

重点研究推進講座 1 0 0 0 1 

 

   効率的な人的資源配分のために，2016 年度から人事運用を工学系部門人事委員会に一元化

し，工学系部門の中長期的な人事計画及び個別の人事案件について審議している。 
 

２－３ 若手及び女性教員の採用と支援の状況 

2015 年度（第２期最終年度）と 2021 年度を比較すると，40歳未満の若手教員：14名→23

名，女性：３名→７名）となり，若手・女性教員の数が第２期から概ね倍増している。 

  １）若手教員：2016年度以降，若手教員の充実を図るため，教授等の退職に伴う新規採用の

際は准教授以下の若手教員の採用を優先して人員計画を策定している。その結果,2016 年度

以降の新規採用者の約８割は 40歳未満の若手教員となっており，全教員に占める若手教員

の割合も増加傾向にある（資料 2-3-1）。 
  ２）女性教員：女性教員の増加をはかるため，公募書類において応募者が同等の評価の場合

は女性を積極的に登用する旨明記する取組に加え，2020 年度には女性研究者に限定した新

規採用２名の国際公募を実施し，2021 年度に２名が着任した。工学系は元来女性研究者の

割合が非常に少ない分野であるが,これらの取組により，着実に女性教員の増加につなげて
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いる（資料 2-3-1（再掲））。 
３）支援状況：任期付き助教の採用後は，所属講座を通して定期的に業績等の状況確認及び

正規ポストへの再任審査基準を確認する機会を設定し，任期満了までに再任できるようフ

ォローを行っている。 

2021 年度には，赴任してから研究成果が出始めるまでの期間を短縮することを目的とし

て，直近３年以内に着任した若手教員を対象に研究環境整備助成の公募を行い，計５名に

総額 510千円の助成を行った。 

サバティカル制度の実質化で学内教員の国際化を推進した（2016～2019年度に４名の若

手教員の海外研修を実施）。 

  

２－４ 質の保証・向上に向けた体制の状況 

教育に係る基幹的委員会として教務学生連絡委員会を置き，工学部長のマネジメントのも

と，教育課程の改善，評価，FD 等を担う個別的委員会が連携して PDCA サイクルを回してい

る。教務学生連絡委員会は，各委員会の活動を掌握し，調整し，必要な指示を行う。そのも

とで，個別委員会は主に以下の事項を扱う。 

      ※FD（ファカルティー・ディベロップメント）：教員が授業内容・方法を改善し，教育力を向上させる

ための組織的な取組 

 

教育委員会：教育課程の改善等 

FD 委員会：教育方法の改善や教員の資質向上 

自己点検・評価委員会：自己点検・評価及びそれに基づく改善 

教務学生委員会：教務及び学生生活 

留学生委員会：外国人留学生の受入れ，履修指導，生活指導，進路指導，日本人派遣留学

生の派遣の承認，奨学金 

入試委員会：募集要項及び入学者選抜方法に関する事項，入学試験の計画及び実施に関す

る事項，合否判定案の作成 

教員評価実施委員会：教員個人の教育活動，研究活動，社会貢献・国際交流活動，管理運

営活動に関する評価の実施 

 

上記体制のもと教育の質の向上に取組み，その状況及び成果は「５－３ 教育活動の状況」，「５

－４ 教育成果の状況」，「５－５ 学生支援の状況」，「５－６ 教育の質保証への対応」に示す通

りである。 
なお，2021年度に教育の内部質保証体制を見直し（資料 2-4-1），教育担当副研究科長及び教

育・教務関連委員会の長などで構成される教務学生連絡員会の機能を強化するとともに，委員

会相互の関係を整理し，自己点検・評価とそれに基づく改善にこれまで以上に組織的に取組む

ことができる体制とした。 
 



10 
 

【自己評価】 

（１）総評 

工学部は，2016年度に改組を行って８学科から５学科の体制に移行し，応用物理学科以外の４

学科はあわせて 11のコースを擁している。この改組は，前回の外部評価（2012年度）における「コ

ース制のような緩い形の方がこれからの技術者養成には適する」との意見に応えるものである。 

2020 年度に博士前期課程を改組し，縦割り型の 10専攻から分野横断型の３専攻の体制に移行し

た。これは，「ジェネラリストとスペシャリストの資質を兼ね備えた人材の養成」という社会の期

待に応えるものである。 

2016 年度からの教教分離により，人的資源の有効活用が進んでいる。効率的な人的資源配分の

ために，2016年度から人事運用を工学系部門人事委員会に一元化して人事計画を審議しており，

若手教員の採用を優先した人員計画の策定や女性研究者に限定した国際公募の実施等により，着

実に若手及び女性教員の比率を向上させている。 

今後は，工学部・工学研究科における内部質保証体制の整備を進め，これまでの施策の有効性

を多角的に検証するとともに，その結果を教育研究組織の強化に活かすことが求められる。 

 

（２）優れた点 

  第３期中期目標期間の現況分析において，以下が「特色ある点」として評価されている。 

・工学部 

工学分野のミッションの再定義を踏まえ，高度情報化やグローバル化，社会システムの変革が

進行する中で，安全・安心な社会を実現するための学びを深める「モノづくり，コトづくり，

ヒトづくり」をコンセプトに，2016 年度に工学部を従来の８学科から５学科に再編する改組を

行った。再編にあたっては，地域が特に強みを持つ産業への人材供給を一層進めるため，「機械・

システム工学科」の中に「原子力安全工学コース」を，「物質・生命化学科」の中に「繊維・機

能性材料工学コース」を設けた。（原文のまま） 

 ・工学研究科 

  これまで「創業型実践大学院工学教育コース」（副専攻）が技術経営マインドを持った人材の育

成に成果をあげてきたことを踏まえ，改組後には経営感覚とアントレプレナー精神を備えた高

度専門技術者の育成を副専攻としてではなく主専攻として行う「経営技術革新工学コース」を

産業創成工学専攻の中に設けることとし，社会ニーズに応えた。（原文のまま） 

 

（３）今後の課題及び改善に向けた方策 

・各種評価への対応が十分に組織的であったとは言い難い。 
 ＜改善策＞ 

2021 年度に整備した内部質保証体制のもと組織的に取組む。 

・各種ステークホルダーの声を質の保証・向上に活かす仕組が十分とは言えない。 
 ＜改善策＞ 

これと密接に関わる第４期中期計画があるため，その実施の枠組みの中で検討する。 
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３．予算 

３－１ 予算状況 

   全学から配分される工学系部門の予算について，教授会で承認された予算配分方針及び予

算配分書に基づき，各講座等に配分している（資料 3-1-1）。2018年度以降，教員の教育研究

基盤経費が毎年度 15%削減されていることに加え，2016 年度から実施されている学部管理経

費や特定事項経費等，学部の基盤的経費の毎年度約 1.1%削減（機能強化促進係数）及び全学

の総人件費方針に基づく人件費未使用ポイント還元額の減額の影響もあり，2021 年度予算総

額は 2016年度と比較して約 30%減少した。こうした状況の中，教員の主たる活動経費となる

教員及び学生当たり積算校費の削減幅を最小限におさえるため，各事項の必要額を精査のう

え配分予算を毎年度見直す等工夫することにより，2021 年度はこれら積算校費について前年

度と同額での配分を実現した。（資料 3-1-2） 

 

３－２ 外部資金の獲得状況 

   工学系分野における外部資金の獲得状況について，科学研究費助成事業は 2017年度以降増

加傾向にあり，寄附金及び受託研究については，大型事業の採択等により受入金額が増加し

た年度があるが，全般的にはほぼ横ばいで推移している。共同研究については，受入件数は

増加している一方で, 特許使用許諾によるライセンス収入は 2017年度に増加して以降コンス

タントに確保している。（資料 3-2-1）詳細は研究の項目 ７－２－エ に記載する。 

 
 

【自己評価】 

（１）総評 

  全学から配分される工学系部門の予算について，教授会で承認された予算配分方針及び予算配

分書に基づき各講座等に配分している。配分額が毎年度減少していく中で，各事項の必要額を精

査のうえ配分予算を毎年度見直す等工夫することにより，教員の主たる活動経費となる教員及び

学生当たり積算校費の削減幅を最小限におさえる取組を行っている。 
今後もこの努力を継続するととに，外部資金の獲得増加を目的とした研究支援体制をさらに検

討することが求められる。 
 

（２）優れた点 

全学からの予算配分が毎年度減少していくなかで，各事項の必要額を精査のうえ配分予算を毎

年度見直す等工夫することにより，教員の主たる活動経費となる教員及び学生当たり積算校費の

削減幅を最小限におさえる取組を行っていることは良好な点として挙げることができる。 
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（３）今後の課題及び改善に向けた方策 

・全学からの予算配分が毎年度減少してきており，各事項の配分額の減少が避けられない状況に

ある。 
＜改善策＞ 
限られた予算の中で各事項の必要額を精査のうえ重点事項に配分する取組の一環として，

2020 年度は，コロナ禍により大幅に減少した非常勤講師手当や旅費の予算を有効活用し，各

講座にコロナ禍対策経費（総額 6,270千円）の追加配分を行い，オンライン授業対応機材の

設備投資や感染症対策消耗品の充実を図った。今後も各事項の執行状況を常時把握し真に必

要とする事項に重点配分を行えるよう取組む。また，主に情報系の教育で活用されている教

育用計算機システムについて現行の仕様からグレードダウンすることで経費を圧縮すること

を検討している（削減分は他で活用）。 

・外部資金を活用した教育研究の活性化が不可欠であるが，獲得額を増加できていない。 

＜改善策＞ 
2021 年度には，研究業績及び外部資金の獲得増加を図ることを目的として, 研究科長のリー

ダーシップのもと，学内の競争的経費を獲得し（総額 6,000千円），科研費獲得支援や若手研

究者の環境整備支援等を行った。今後も外部資金の獲得増加を目的とした研究支援体制につ

いて検討を進める。 

  



13 
 

４．施設・設備 

４－１ 施設・設備の状況 

  １）本学は，教育研究用途の主要校地として，文京キャンパス（教育学部，工学部，国際地

域学部，事務局等）の他に，松岡キャンパス（医学部，附属病院等），附属学校等の校地を

保有し，校地及び校舎面積は大学設置基準面積を大幅に上回る（資料 4-1-1）。学生１人当

たりの校地面積は 73.6㎡，校舎面積は 45.6 ㎡であり，教育研究活動を展開するにふさわ

しい面積を備えている。 

    工学部・工学研究科は，文京キャンパスを教育・研究活動の拠点とする。現在，同キャ

ンパスには３つの学部及び３つの研究科があり，講義室，実験・実習室，教員研究室，事

務室等が整備され，教育研究活動等で使用されている（資料 4-1-2）。また，附属総合図書

館及び総合情報基盤センター等多数の学内共同教育研究施設や，保健管理センター， 学生

総合相談室，食堂及び書店等の学生が利用できる福利厚生施設が多く整備されており（資

料 4-1-3），学生が充実した教育・研究活動を行うのに適した環境である。その他，体育館，

運動場など，課外活動等の場も提供している（資料 4-1-4）。 

２）工学部を含め，本学の施設・設備整備に関して，教職員や学生からの要望等を積極的に

取り入れたキャンパスマスタープランを策定している。建物施設の老朽化，耐震化対応に

ついては，「福井大学長期保全計画」等に沿って，計画的な改修整備を進めており，耐震化

対応についても，すべての建物の耐震化が完了している。また，教育研究の基盤施設等の

質的向上，老朽化対応等のため，自己収入，施設整備補助金等によって，随時施設等の改

修・増築を進めている（資料 4-1-5）。さらに，学長裁量経費に特別推進事業経費（全学的

施設の改修等に必要な経費）を設け，学生の要望への対応を含め，施設・設備の整備等を

進めている（資料 4-1-6）。 

３）安全対策，老朽・機能改善のための整備として，外壁改修工事（外壁タイルの剥離・落

下防止），防水改修工事，居室の改修工事等を継続的に実施しているほか，学習アメニティ

環境へ配慮した講義室の整備や，衛生環境対策としてトイレの改修も行っている（資料

4-1-7）。 

４）改善・充実の観点：自主学習やアクティブ・ラーニングの推進，耐震改修，バリアフリ

ー化，安全・防犯への配慮など障害学生等が各施設を円滑に利用できるよう，実情調査や

要望等に基づき施設整備・営繕工事計画を策定し，バリアフリー環境の充実を図っている

（資料 4-1-6（再掲））。 

５）安全・防犯面への配慮として，防犯カメラ，外灯等を設置している他（資料 4-1-8），火

災・盗難の予防，不審者・不法侵入者の発見と排除，その他の事故の未然防止等を目的に，

警備員を配置し，定期的な巡回を行っている。 

６）学生生活実態調査（2019年度）において「サークル棟トイレを修理してほしい」，「体育

館，定期的に改修しているが，全体的な改修は行われるのか。穴が空いた部分だけの補修

で床はあちこちで浮いている状態のため全体的な改修をしてほしい」，「運動場の整備をし
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てほしい」などの課外活動施設の充実を望む学生からの意見があった。運動場の人工芝化

やテニスコートのナイター設備設置など，経費の確保や近隣住民の理解の面から容易でな

いものもあるが，2020年度にサークル棟トイレの改修や体育館の全面床張替えを行うなど，

可能なものから順次対応を行っている。運動場の整備については大学全体の問題（緑地保

全，環境整備）としての予算化を大学本部へ要望している。 

７）意識・満足度調査（2019年度）において「アクティブ・ラーニングの授業と他の授業で

あまり差がなかった」，「校舎の見栄えが悪い」などの学生からの意見を踏まえ，2020年度，

新たにアクティブ・ラーニングに特化した講義室を整備した。整備にあたっては，建築・

都市環境工学科の設計を専門とする教員，及びその研究室の学生の意見も踏まえ，デザイ

ン性も重視した仕様策定及び什器選定を行った（118M 講義室）。また，2021 年度に実施し

た，コロナ禍における収容定員増のための講義室改修においても，同研究室の学生の意見

等を取入れた。なお，2018 年度にも，アクティブ・ラーニングに活用できる仕様の新講義

室（133L講義室）を設置している。また，同調査では，収容人数が 200 名を超える 223L講

義室について，机・椅子及び設備の改善を求める声も寄せられた。同講義室については，

工学部創立 100周年記念事業において有効活用が検討されており，その中で改修等に対応

することとしている。 

 

４－２ 教育環境 

１）工学系１号館１号棟１階や工学系３号館１階に学生が自主学習に利用できるスペース（無

線 LAN 利用可）を整備している。また，工学部の各学科内で所属学生に向けた自主学習ス

ペースを設置している（資料 4-2-1）。図書館には e-Learning などの自習設備を有する「言

語開発センター」（LDC）が整備されており，自主学習に活用できる。 

２）アクティブ・ラーニングに活用できるよう可動式の机等を備え 160名の学生を収容可能

な新講義室（133L講義室）を 2018年度に整備した。2019 年度及び 2020年度に，各１室ず

つ，固定式机であった講義室（131L講義室，132L講義室）を改修し，可動式の机を配備し

た。2020年度には，既存の座学型の講義室（118M 講義室）を，アクティブ・ラーニングに

特化した講義室として改修・整備した。 

  ３）学生は，申請によりキャンパス内に整備された無線 LANを利用でき，延べ 2,140名の工

学部学生が利用している。 

  ４）学生は，総合情報基盤センターの端末室に設置された 78台の PC，共用講義棟の情報処理

演習室に設置された 99台の PC及び教育系１号館のコンピュータ演習室に設置された 24台

の PC 等が利用可能であり，オンライン講義の受講や自主学習等に活用されている。これら

の自主的学習環境は 2021年４月から９月末の期間で延べ 5,431名の工学部学生が利用して

いる。 

  ５）学内外から利用できる学生ポータルサイト及び LMS（学習支援システム）が整備されてい

る。LMS としては WebClass及び GoogleWorkspaceが利用できる。学生ポータルサイトでは，

履修登録，シラバスの確認，スケジュール管理，掲示等の確認，休講・補講の確認，授業
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担当教員・助言教員・教務課等からのメッセージの確認と返信，アンケートへの回答など

を行えるほか，WebClassの利用も学生ポータルサイトから行う。WebClassでは，授業動画

の視聴，授業資料の入手，テストの受験，レポートの提出，学習履歴の確認などを行える。 

  ６）工学部及び工学研究科教育用電子計算機システムが整備されており（サーバー及び 133

台の PC），主に情報系の授業及び受講生の自主学習に活用されている。システムの一層の有

効活用を図るため，2021年 12月より情報系以外の学生にも利用を拡げる取組を開始した。  

  ７）FAA事業のもと，県内の４年制大学，短期大学，高等専門学校，福井県が協力して JR福

井駅前に大学連携センター「Ｆスクエア」を設置している。Ｆスクエアの専用施設スクエ

アカフェには AV機器や無線 LAN環境が整備されており，自主学習，セミナー，サークル活

動，他大学の学生との交流などに活用できる。 

   ※FAA（ふくいアカデミックアライアンス）：福井県の支援のもと，県内のすべての高等教育機関が

参加した協議体。様々な地域課題に各高等教育機関が持つ特色ある知を活かした取組を展開する。 

 

４－３ 研究環境 

１）2006年より続けている工学部コアジャーナルの制度により，工学部共通経費を使用して

教育研究の基礎資料となる外国雑誌をそろえ，教育研究の環境の維持向上を図っている（資

料 4-3-1）。 

２）溶液／固体用三重共鳴核磁気共鳴装置や油圧サーボ式疲労・耐久試験機などの高額な研

究設備を導入することができた。100万円以上の設備の取得財源別の導入件数では，運営費

交付金の配分額の減少を反映して，科学研究費補助金や寄附金などの外部資金による導入

が主となってきている（資料 4-3-2）。 

３）寒剤（液体ヘリウム及び液体窒素）を製造・供給し，これらの寒剤を必要とする教育研

究を進展させるため附属超低温物性実験施設を設置している。寒剤の利用者は工学部及び

工学研究科，教育地域科学専攻，各センターなど文京キャンパス全体にわたり，2017～2019

年度は，１年当たり，液体ヘリウムを約 6,000L，液体窒素を約 15,000L供給している。 

 ※詳細は，10-1 附属超低温物性実験施設 を参照。 

４）福井大学総合情報基盤センターでは，全国共同利用施設である京都大学スーパーコンピ

ュータシステムの機関定額利用の契約を行っている。 並列計算による大規模な計算が行え，

Gaussian16をはじめとする各種アプリケーションソフトも利用できる。利用料金は総合情

報基盤センターが負担しており，ユーザーの負担はない。2020年度は 22名，2021年度は

14 名（10月現在）の工学部・工学研究科教員が利用している。 

 

【自己評価】 

（１）総評 

本学の校地面積及び校舎面積は，大学設置基準をいずれも大きく上回っている。教育研究活動

を展開する上で必要な施設・設備を整備しており，さらに，学生の声も踏まえた教育研究環境の
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改善・充実を図っている。 

今後は，学生の要望をより効果的に把握する仕組を整備するとともに，学生ニーズに応え教育

研究活動の質の向上に資する施設・設備の整備をさらに進めることが求められる。また，整備内

容について学生をはじめとするステークホルダーに積極的にアピールすることも求められる。 

 

（２）優れた点 

・キャンパスマスタープランや長期保全計画に基づき，学生ニーズへの対応を含め，施設・設備

の整備を学長裁量経費等も活用しながら戦略的に進めており，耐震化対応についても，すべて

の建物の耐震化が完了している。また，施設・設備のバリアフリー化が進められ，安全・防犯

への配慮もなされている。老朽化対応の一環として，自己収入，施設整備補助金等による施設

等の改修が順次進められている。 

 ４－１－２），４－１－３），４－１－４），４－１－５） 

・サークル棟トイレの改修や体育館の全面床張替えなど，学生の声を踏まえた施設・設備の改善

が進んだ。 

 ４－１－６） 

・学生の声も踏まえ，アクティブ・ラーニングを一層進めるための教室整備が進んだ。整備の過

程には学生が専門性を活かして参加している。 

４－１－７） 

 

（３）今後の課題及び改善に向けた方策 

・課外活動施設を充実してほしいとの学生からの要望が多く，「トレーニングルームの設置」，「運

動場の人工芝化」，「テニスコートにナイター設備を設置」等の意見が多くある。 

 ４－１－６） 

＜改善策＞ 

- 学長裁量経費等によりプレハブのトレーニングルーム設置を要望する。 

- 運動場の整備については引き続き大学全体の問題（緑地保全，環境整備）として予算化を

大学本部へ要望する。 

・意識・満足度調査（2019 年度）において 223L講義室の講義机・椅子及び設備について，「机が

狭くて使いづらい」や「木製の椅子で長時間座るのは苦痛」，「視聴覚設備が古く見づらい」と

いった学生からの意見及び要望があった。 

 ４－１－７） 

＜改善策＞ 

- 223L 講義室改修（2022年度概算要求事項）については次年度以降の改修について準備を

進めている。工学部創立 100周年記念事業に関連して建築・環境都市工学科の３年次生を

対象に行われたコンペを通してホール機能とプレゼンテーション機能を強化したプレゼ

ンテーションホールに改修するなど，学生のアイデアを活かした施設整備を進める。 

- 2021 年度から全学教育改革推進機構に設置した学生・教職員協働教育改善小委員会におい

て，委員として参加する学生から意見や要望等を聴取し，改善に活かすこととしている。 
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５．教育（工学部） 

５－１ 教育理念・人材育成の目的と特徴 

工学部では，グローバルな視点で夢を描きそれを形にできる技術者「グローバル・イマジ

ニア」の育成を教育理念としている。この理念のもと，基礎的な知識・教養，幅広い専門知

識に裏打ちされた高度な専門能力，さらに歴史や文化，習慣の違いを超えて世界の人々と協

働し，倫理観を持ち主体的に行動できる総合的な能力を備え，安全で安心な社会の創造に寄

与できる高度専門技術者を養成することを教育目的としている。これは，第３期中期目標の

中で設定した「グローバル化社会における人材の中核的育成拠点となり，高い国際通用性を

有する教育課程のもと，優れた高度専門職業人を育成する」に沿うものである。 
 

教育の特徴 

１）2016年度改組に伴い，低学年時に複数の専門分野の基礎を横断的に学び，学年が進むに

つれてより専門性の高い知識を身につける“Late Specialization”の考えを取り入れた新

しい教育課程へと移行した。 

２）JABEEの認定を受けた３つの教育プログラムをはじめ，全ての教育プログラムにおいて

体系的な教育課程を構築・実施し，厳格な成績評価を行っている。 

 ※JABEE（一般社団法人日本技術者教育認定機構）：技術者を育成する教育プログラムを「技術者に

必要な知識と能力」「社会の要求水準」などの観点から審査し，認定する組織 

３）これまでに採択された各種事業（教育 GP，学士力 GP，GGJ事業，COC事業，COC+事業な

ど）において高い評価を受けた教育内容や手法を取り入れ，リメディアル教育，学科横断

型創成教育，グローバル人材育成教育，知的財産や MOT（Management of Technology(技術

経営)）等の産業実践力に係る教育など，学生の個性に応じ能力を最大限に伸ばす教育を行

っている。 

※教育 GP（質の高い大学教育推進プログラム）：各大学・短期大学・高等専門学校から申請された教

育の質の向上につながる取組の中から特に優れたものを選定し，重点的な財政支援を行うことに

より，高等教育の質保証，国際競争力の強化に資することを目的とした文部科学省の事業 

※学士力 GP（大学教育・学生支援推進事業 (テーマ A)大学教育推進プログラム）：各大学等におけ

る学士力の確保や教育力向上のための取組の中から，達成目標を明確にした効果が見込まれる取

組を選定し，重点的な財政支援を行うことにより，高等教育の質保証の強化に資することを目的

とした文部科学省の事業 

※GGJ 事業（グローバル人材育成推進事業）：大学教育のグローバル化を目的とした体制整備を推進

する取組に対して重点的に財政支援することを目的とした文部科学省の事業 

※COC 事業（地（知）の拠点整備事業）：課題解決に資する様々な人材や情報・技術が集まる，地域

コミュニティの中核的存在としての大学の機能強化を図ることを目的とした文部科学省の事業 

※COC+事業（地（知）の拠点大学による地方創生推進事業）：地方公共団体や企業等と協働して学生

にとって魅力ある就職先の創出をするとともに，その地域が求める人材を養成するために必要な教
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育カリキュラムの改革を断行する大学の取組を支援する文部科学省の事業 

４）多くの原子力発電所が立地する県の国立大学として，原子力安全工学の分野で活躍でき

る人材の育成を重視しており，附属国際原子力工学研究所との協力のもと，学部並びに大

学院において原子力安全工学に係る教育を実施している。 

５）ディプロマ・ポリシーでは，「基礎的な知識・教養，及び専門的知識・能力」と「創造力，

自己学習力，問題解決能力，及びコミュニケーション能力」を有し，「高度専門技術者とし

て守るべき倫理や負うべき社会的責任を理解し，幅広い視野をもって社会の発展に貢献で

きる」ことを目標としており，良好な就職状況や各種アンケートの結果等は，これらの能

力等を備えた人材の育成が進んでいることを示している。 

 

５－２ 教育実施体制の状況 

１）工学部改組：「幅広い知識を持った専門技術者」を育成するため，2016年度に８学科から

５学科（機械・システム工学科，電気電子情報工学科，建築・都市環境工学科，物質・生

命化学科，応用物理学科）の体制へと改組した（資料 2-1-1（再掲））。応用物理学科以外の

4学科は 11のコースを擁し，工学部全体として工学のほぼ全ての領域をカバーしている。

１年次入学定員は 525名，３年次編入学定員は 40名であり，全国的にも大規模な工学部で

ある。学内には附属国際原子力工学研究所や遠赤外領域開発研究センター等，工学部に関

連の強い組織があり，これらに所属する教員も工学部の教育を担当している。 

  改組にあたっては，「機械・システム工学科」の中に「原子力安全工学コース」を，「物

質・生命化学科」の中に「繊維・機能性材料工学コース」を設け，地域が特に強みを持つ

産業への人材供給を一層進める体制とした。また，重点分野である原子力安全工学につい

ては，学部教育と大学院教育のスムーズな接続を図るため，改組にあわせ工学部に「原子

力安全工学基礎コース」（副専攻）を設置した。 

２）教教分離：工学部が強みを持つ領域の教育を支援するため，2016年度から実施している

教教分離（教育組織と教員組織の分離）を活用し，先進部門（附属国際原子力工学研究所，

遠赤外領域開発研究センター，繊維・マテリアル研究センター）に所属する教員のうち 19

名が工学部の 63科目の授業を担当するなど，工学部の教育活動（授業，卒業研究の指導等）

に参画している（資料 2-1-3, 2-1-4（再掲））。 

３）工学基礎教育支援センター：リメディアル教育も含め低学年次の数学や情報などに係る

教育の充実を図るため，工学部の教員資源を有効活用し，工学基礎教育支援センターを設

置した（資料 5-2-1）。センターの専従教員は設置当初の 2016年度 11名から 2019 年度には

14 名に増加し，センターが担当する工学部の数学や情報の正規の授業の割合も 2016年度の

71％から 2019年度の 82％に増加するなど，教員資源の有効活用による教育の実施体制・状

況が，第３期期首から充実・向上した。 

４）地域志向人材の育成：COC+事業のもと，県内の４年制大学，福井県，産業界・医療界等

が参加する「ふくい COC+事業推進協議会」が設置され，JR福井駅前の大学連携センター「Ｆ

スクエア」において 2016年度から県内５大学連携開放科目が開講されて，地域志向人材の
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育成が行われている（資料 5-2-2）。このシステムを利用して他大学の科目の単位を単位互

換により修得した工学部の学生は 96名／年（延べ人数）にのぼり，県内他大学と連携した

教育が大きく進んだ（COC+事業以前は県内８大学をあわせても単位互換制度の利用者は年

10 名程度）。 

 

５－３ 教育活動の状況 

ア．学位授与方針及び教育課程方針 
2019 年度に，工学部及び各学科の学位授与方針と教育課程方針を第３巡目の認証評価基準

にあわせて改訂し，2020年度から適用している（資料 5-3-1～5-3-4）。 

※認証評価：文部科学大臣の認証を受けた評価機関（認証評価機関）が，大学，短期大学，高等専門

学校及び専門職大学院の教育研究活動等の状況について，各認証評価機関が定める評価基準に基づ

き行う評価 

イ．教育課程の編成，授業科目の内容 
１）教育課程の編成：教育課程は教育課程方針に基づいて編成され，学位授与方針に規定

された知識・能力等を修得するために必要な科目が，相互の関連や年次配分のバランス

等を考慮して配置されている。学位授与方針に規定された知識・能力等対する科目の貢

献度や，履修の前提となる科目などはシラバスに掲載されている。 

科目は共通教育科目と専門教育科目に大別される。前者は初年次教育を行う「入門科目」，

語学や情報などを学ぶ「基礎教育科目」，幅広い分野を学んで視野を広げる「共通教養科

目」から成り，後者は数学や物理などの「専門基礎科目」と専門分野の「専門科目」から

成る。専門基礎科目の中には，実践力育成やグローバル人材育成に係る科目群（学際実験・

実習，海外短期インターンシップなど）も配置されている。 

２）改組による新教育課程：高度情報化やグローバル化，社会システムの変革が進行する中，

安全・安心な社会を実現するための学びを深める「モノづくり，コトづくり，ヒトづくり」

をコンセプトに，2016年度に工学部を従来の８学科から５学科に再編する改組を行った。

それにあわせ低学年時に複数の専門分野の基礎を横断的に学び，学年が進むにつれてより

専門性の高い知識を身に付ける“Late Specialization”の考えを取り入れた新しい教育

課程を導入した。「科学技術と倫理」を工学部全体で必修とし，技術者に求められる倫理

に係る教育を強化した。また，各学科において初年次に概論科目（必修）を設け，入学直

後に学科がカバーする広い学問分野を概観することにより専門教育に円滑に移行できる

ようにした。こうした教育課程の体系性は，カリキュラム・マップとカリキュラム・ツリ

ー（資料 5-3-5, 5-3-6），及び科目ナンバリング（シラバス中の「ナンバリングコード」

（2017 年度以降設置の科目に付与））によって示している。 

３）JABEE認定コースに倣った教育課程：全ての学科・コースの教育課程は JABEE認定コー

スに倣っており，JABEEがエンジニアリング教育として重視している技術者倫理に係る教

育を，JABEE認定コースを含む全ての学科・コースにおいて 2016年度から必修科目「科

学技術と倫理」として実施している。 
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４）県内５大学連携開放科目：COC+事業では，県内の４年制大学，福井県，産業界・医療界

等が参加する「ふくい COC+事業推進協議会」のもと，JR 福井駅前の大学連携センター「Ｆ

スクエア」において 2016 年度から県内５大学連携開放科目を開講しており，工学部の学

生も受講している。 

５）創成教育：工学部の掲げる「グローバル・イマジニアの育成」に貢献する創成教育科目

として，学科・学年を横断した「学際実験・実習 I，Ⅱ」を設けている。これは，多様な

メンバーにより構成される学生グループが，それぞれの専門知識を総合して問題解決に取

組むものである。同科目においてアプリ開発など社会ニーズの高い課題の採用を進めた結

果，単位修得者は 2015年度の 72名から 2019年度には 86名へと 19％増加した。学際実

験・実習のほか，長期に渡って学生主体で行う単位外の創成活動を，北陸信越工学教育協

会からの補助や学内の競争的資金を活用してサポートした。 

６）科目群（国際教養力）：2016年度の改組にあわせ，共通教育科目の中に教養教育科目群

を設け，専門教育科目の中に設けた海外短期インターンシップとあわせて「国際教養力」

の科目群と位置づけ，異文化理解力やグローバルマインドの醸成を学際的に進めている。

教養教育科目群では 12単位の修得を全員に課している。「海外短期インターンシップ I,

Ⅱ」は選択科目であるが，奨学金等による支援のもと履修を促し，単位修得者は 2016年

度 115名，2017 年度 92名，2018年度 108 名と，2015 年度の 91 名を一貫して上回った。

COVID-19の影響は大きく，2019年度は 86名が単位修得に至ったものの，全学の方針のも

と，2020年度は実施できず 0名であり，2021年度も（少なくとも 2022 年１月までは）実

施されないことが決まっている。 

７）科目群（産業実践力）：知的財産や MOT（技術経営）等の知識・能力を備えた工学人材

に対する産業界や社会からの高いニーズに応えるため，2016年度の改組にあわせ，(i)１

年次から４年次まで共通教育科目と専門教育科目の枠を超えて基本的な「産業実践力」を

育成する科目群を設定して３科目を必修とし，(ii)本学産学官連携本部と協力して学際的

な副専攻「経営・技術革新工学コース」を設置して経営及び技術革新に係る体系的な知識

を修得できる教育を実施した（資料 5-3-7）。副専攻には企業経営者を講師とする「ベン

チャービジネス概論」を設け，その単位修得者は 2016 年度の 14名から 2019年度の 34名

へと 2.4倍に増えた。副専攻で高い要件（副専攻科目の中から科学技術と倫理について学

ぶ科目など 20単位以上修得）を満たす者に「経営・技術革新工学コース（副専攻）」修了

証を学長名で発行する制度を設け，初回の 2019年度には 14名の学生に修了証が授与され

た。修了証授与者に対するアンケートでは「ビジネス社会に関する倫理や多面的かつ柔軟

な思考を養うことができたか」の結果が平均で 4.5（５点満点）となるなど，ビジネスマ

インドを身につけた人材の育成が進んだ。 

８）原子力人材の育成：東日本大震災以降の原子力を取り巻く社会的状況を踏まえ，工学部

では原子力安全工学の分野で活躍できる人材の育成を重要な使命の一つとしている。機

械・システム工学科に設けた「原子力安全工学コース」（以下，「学部原子力コース」とい

う）では，県内原子力施設を利用した実習など，福井の地ならではの実践的教育プログラ

ムにより，博士前期課程の原子力・エネルギー安全工学専攻（2020年度以降は安全社会
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基盤工学専攻原子力安全工学コース）とあわせた６年一貫の原子力専門人材の育成を進め

ている。学部原子力コースの設置にあわせ，原子力に係る手厚い入門科目，地域の防災に

係る科目，廃止措置に係る科目などを盛り込んだ新たな工学部副専攻「原子力安全工学基

礎コース」を本学附属国際原子力工学研究所と協力して設置した（2016年度～）（資料

5-3-8）。これは，学部原子力コースの教育に貢献することに加え，同コース以外の学生に

も原子力安全工学の基礎教育を行い，工学部における原子力人材のすそ野を広げることを

目的としている。副専攻では，高い要件（副専攻科目 30単位中，20単位以上修得）を満

たした者に「原子力安全工学基礎コース（副専攻）」修了証を学長名で授与する制度を設

けており，初回の 2019年度には 13名の学生に授与された。修了証授与者に対するアンケ

ートでは，「原子力を取り巻く広範な一般的知識を身に付けることができたか」に対する

回答が５点満点で 4.6，また「安全社会基盤工学専攻原子力安全工学コースでの専門的学

習に備えた基盤を作ることができたか」への回答が 4.4 となるなど，副専攻の趣旨に沿っ

た人材育成が進んだ。 

９）早期履修制度：早期に高度な専門知識を学ぶ機会を提供するとともに博士前期課程へ

の進学を促すため，大学院授業科目の早期履修制度を設けている。制度を利用して 2018

年度に博士前期課程の授業を受講した４年生は 156名であり（2015年度の 132 名から増

加），その 88％にあたる 137名が 2019年度に同課程に進学し，厳格な成績評価により 134

名に単位が認定された。このように，学部と大学院の教育をつなぐ早期履修制度の活用

が第２期よりも進んだ。 

 
ウ．授業形態，学習指導法 
１）授業形態：学則第 44条基づき，講義，実験・実習，演習を組み合わせた科目を配置して

いる。必修科目である「卒業論文」では，長期間計画的に課題に取組んで成果を出すプロ

セスを体得させている。地元企業中心のインターンシップ，原子力や技術経営に関する副

専攻，地域企業の技術者等が参加する授業など，多様な形態の授業が地域ニーズを踏まえ

て実施されている。 

２）アクティブ・ラーニング：2016年度からの新教育課程に設けた「産業実践力」の科目群

ではアクティブ・ラーニング（以下，A・L）を特に重視しており，その普及に FD活動など

を通して取組んだ。その結果，A・Lを取入れた専門教育科目の割合は，2018 年度には第３

期の目標である６割を超え，2019年度には 69.4％となった。A・Lとルーブリック評価を併

用して教育効果を高める取組など，A・Lの形態も広がりを見せた。 

カリキュラム評価アンケート（2019 年度）では，64％がディプロマ・ポリシーに掲げる

能力の向上に A・Lは有用と回答するなど，A・Lに対する学生の評価は良好であった。A・L

の普及などに伴い，１週間の授業外学修時間も2013年度5.8時間→2016年度6.9時間→2019

年度 11.6時間→2020年度 10.9時間と第３期に増加傾向で推移し，第３期の目標 9.75 時間

を超えた（資料 5-3-9）。 

３）補習授業：初年次の数学でつまずく学生のために補習授業を設けており，正規の授業「微

分積分 I」が不合格になった学生の 87％は補習授業「微分積分ステップアップ演習１～３」
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の受講後に単位を修得できた。この成果を踏まえ，2017 年度から新たな補習授業「微分積

分ステップアップ演習４～６」を設けて「微分積分Ⅱ」の不合格者へのケアを行い，不合

格者の 77％が同演習の受講後に単位を修得した。  

２年生に対し微分積分・線形代数の学力調査を毎年実施している（同一の問題で実施し，

問題は回収）。平均正答率は，第１期 63.6％→第２期 65.1％→第３期 4年間 66.1％と上昇

傾向にあり，2018年度と 2019年度は 67.9％と過去最高となった（資料 5-3-10）。工学部の

学生にとって不可欠な基礎数学の学力の改善が続いていることは，上記の補習授業や５－

５－１）で述べる学習支援室などの取組が適切で効果を上げていることの証左である。な

お，2020，2021年度はコロナ禍のため本調査を完全な形で実施することができず，2019年

度までとの比較に適したデータを得ることができなかった。 

４）単位互換：COC+事業の支援のもと，駅前サテライトキャンパスにおいて県内他大学の教

員が担当する幅広い分野の共通教育を受講できる環境が整備され，単位互換制度を利用す

る学生が飛躍的に増加した。 

５）学修支援システム：2015年度後期に導入された LMS（学修支援システム）の利用が広ま

り，学生の利用率は 2016年度 79％→2019年度 90％と向上した。さらに，学生間のコミュ

ニケーションも取り入れた授業が可能な「リアルタイムコメントスクロールシステム」を

工学部の教員が開発し（2018年度），学生から好評である（資料 5-3-11）。双方向授業を超

えた授業を可能にするこのシステムは，工学部 FD委員会のメールマガジン「アクティブ・

ラーニング通信」で工学部の全教員に紹介されるとともに，「国立大学 56工学系学部」の

ウェブ・サイトにも掲載された。 

６）インターンシップ：キャリア教育の一環として，「インターンシップ」（専門基礎科目，

１単位）を福井県経営者協会と連携して実施した。これは，工学部３年生を対象としてお

り，キャリア支援課を通じてインターンシップに参加し，学内事後報告会等，所定のプロ

グラムを修めた上で単位が付与される科目である。単位修得者は 2015 年度 55名，第３期

４年間平均 54名／年であった。適応力，実行力など７項目の観点から受入れ企業側が学生

を５段階で評価した結果，最上位のＡ評価を受けた学生の割合は 2015年度の 40％から 2019

年度の 57％に増加（Ｂ評価までを合わせると 82％から 94％に増加）するなど，学生に対す

る受入れ側の評価は第２期から大きく向上した。2020 年度は，コロナ禍により「インター

ンシップ」の開講は見送られた。 

近年，就職情報サイト経由でのインターンシップへの参加が増加する一方で，「インター

ンシップ」の履修者は減少傾向にあることから，科目のあり方を見直す時期であると判断

し，より時代に即した形のキャリア教育とするため，2021年度より「インターンシップ」

は専門基礎科目としては開講せず，新たに２年生を受講推奨学年とする共通教育科目「イ

ンターンシップ(就業体験から自分の将来について考えてみる)」(2単位)を開講することと

した。 

７）外部資金を活用した原子力教育：文部科学省「国際原子力人材育成イニシアティブ事業」

に採択された取組（2014～2016年度，2018～2020年度）をはじめ，外部資金を活用して県

内原子力施設等と連携して行う教育により，実践的能力を備えグローバルに活躍できる原
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子力人材の育成を進めた（資料 5-3-12）。 

  

エ．履修指導，支援 
１）単位修得状況確認表：教職協働によって開発した「単位修得状況確認表」を用いた履修

指導を 2018年度から始めた。単位修得状況の可視化に加え，卒業研究着手や卒業に向けた

状況が自動判定されるため，教務窓口への問合せが従来の５％にまで激減し，窓口（対人）

での問合せが苦手な学生からも好評の声が寄せられるなど，履修指導の質が大きく向上し

た。 

   ２）助言指導：各学科・コースでは，学期の初めなどに助言教員が助言学生に対し前学期の

成績を確認した上で当該学期の履修計画の確認を行うなどきめ細かな履修指導を行った

（資料 5-3-13）。 

３）成績表の送付：半年ごとに保護者に成績表を送付し，保護者とも協力して学生サポート

に取組んでいる。また，教務学生委員会を中心に長期欠席者の調査等を行うとともに，学

生総合相談室と連携して対応にあたっている。 

４）GPA 分布の公開：留年の大きな原因は学修に対するモチベーションの低下であり，それは

学生にとって学修成果が見えにくいことが一因となっている。工学部では 2016 年度に GPA 

を導入し，2018 年度から学生がオンラインで自分の GPA を確認できる仕組を整えた。さら

に，一部の学科で先行実施していた学科内 GPA 分布の公開を 2019 年度から全学科で実施

した。アンケートでは，GPA分布の公開が「自身の学修成果・状況を客観的に把握するうえ

で有用だったか」「それ以降の学修への取組み方や学習の計画を考える上で有効だったか」

「公開は学修に対するモチベーションの維持・向上につながったか」に対する肯定的な回

答がそれぞれ 86％，76％，77%であり，分布の公開が学修成果の把握に役立つとともに学習

意欲向上策として機能した（資料 5-3-14）。 

 ※GPA（Grade Point Average）：各科目の成績を例えば５段階で評価してその結果を４，３，２，１，

０のように数値(グレード・ポイント：GP)で表したときの，単位あたりの平均 

 

オ．成績評価 
１）成績評価の基準・方法：成績評価基準は資料 5-3-15, 5-3-16の通り定められ，各科目に

おける成績評価方法はシラバスに記載されている。ただし，第３期現況分析の過程でシラ

バスを点検したところ，成績評価方法の記載に改善の余地がある例が見つかっている（15

回に分けた記載，事前学習と事後学習の記載についても同様）。 

  ２）成績評価の適切性：2019年度の意識・満足度調査では，授業科目の成績評価基準の適切

さを問う設問に対し卒業を控えた学生からの回答のうち 95％が肯定的（５択中上位３択）

であり，成績の基準について多くの学生が妥当であると捉えていることが確認できた。卒

業研究着手要件や卒業要件についても 97％が肯定的であった。 

  ３）成績評価状況の共有：2017年度末に策定された「多面的かつ厳格な成績評価のガイドラ

イン」に沿った成績評価を進めるため，工学部及び大学院工学研究科 FD委員会は 2018年

度より各専門科目の成績（秀，優，良，可，不可の割合）を学科にフィードバックしてい
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る。物質・生命化学科では，秀が１割程度となるよう授業の水準や評価方法の見直しを行

い，2019年度の成績分布にその効果が表れた。この先導的な取組は FD委員会を通して全学

科で共有され，上記５－３－エ－４）のきっかけともなった。 
４）卒業研究着手率（進級率）：2016年度の改組によるコース制の導入に伴い，コースごとに

進級・卒業要件を細かく厳格に設定するとともに（資料 5-3-17），きめ細かい履修指導，GPA

制度の導入，A・L（アクティブ・ラーニング）の拡大などをあわせて行うことにより，学

位の質の一層の担保を進めた。その結果，改組後の新課程で学んだ学生が初めて卒業研究

に着手した 2019年度の現役生の卒業研究着手率は 87.9％となった。これは，2015 年度の

85.0％を上回るだけでなく過去 10年以上の中でも最も高い着手率であった。2020年度も

87.3％と高い水準を維持した。さらに，コロナ禍の 2020 年度に３年生であった学生が卒業

研究に着手する 2021年度には 89.7％となり着手率の最高を更新した。これは，組織的な支

援と教員の工夫による質の高いオンライン授業の提供，及び学生が危機感を持って真剣に

学修に取組んだ結果だと考えられる。（資料 5-3-18） 

５）異議申し立ての制度：成績評価に対する学生からの申し立てについて，受付け方法や対

応手順が『工学部・工学研究科の「成績に関する申し立て」に関する申合せ』に定められ

ている（申し立ては，担当教員に対して行い，解消されない場合は教務学生員会に対して

行う）（資料 5-3-19）。また，新入生に配付する「学生便覧」に上記申合せを掲載するとと

もに，同便覧の「キャンパスルール」の「履修上の制度」に，成績に関する申し立ての概

要を掲載している。 

６）GPA 分布の検証：上記５－３－エ－４）で述べた学科別 GPA分布は，工学部及び大学院工

学研究科教育委員会において確認の上公開している。教育委員会では，成績評価の質を確

保する観点から，分布に極端な偏りがないか検証している。これまで，極端な偏りはない

ことが確認できている。 

カ．卒業判定 
 １）卒業の要件及び卒業判定の手順：卒業の要件がコースごとに整備されており（資料 5-3-17

（再掲）），また卒業判定に関する教授会等の審議等を含め卒業判定を組織的に行う手順が

定められている（資料 5-3-20）。 
２）改組後の進級・卒業要件：2016年度のコース制の導入に伴い，コースに係る専門性の獲

得とコースを超えた広い視野との獲得が両立できるよう細かい科目区分を導入した。これ

に伴い，各コースでは，卒業研究着手と卒業に必要な単位数を各科目区分レベルで示す等，

進級と卒業の要件を詳細化・厳格化した（資料 5-3-17（再掲））。 

３）卒業研究に係る工学部統一ルール：2019年度に卒業研究の実施方法・評価方法・判定体

制について工学部の統一基準を設定・運用し，卒業研究の質の担保を進めた。具体的には，

「中間口頭発表又は中間報告，最終口頭発表，発表の予稿，卒業論文」を学生に課すこと，

JABEE 認定コースに倣ってディプロマ・ポリシー等に基づく具体的な評価の観点を定めるこ

と，複数教員（主指導教員１名，副指導教員１名以上）による評価を行うこと，を教育委

員会において決定し，実行した。 
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キ．学生の受入と高大連携 
 １）アドミッション・ポリシーの見直し：2019年度には，多様な志願者の知識・能力・意欲・

適性等をどのような資料等を用いて多面的・総合的に評価するのか，またそのために複数

の資料をどのような重みで扱うのかを検討し，第３巡目の認証評価の基準を踏まえた新し

いアドミッション・ポリシー（資料 5-3-21）をカリキュラム・ポリシーおよびディプロマ・

ポリシーと一体的に策定・公表するとともに，新ポリシーに基づいた選抜方法の概要を決

定・公表した。新しいアドミッション・ポリシーは，他学部において同ポリシーを見直す

際の参考にもなっている。 

２）志願倍率：2016～2021年度入試における平均志願倍率は，５学科で平均すると前期日程

で 2.78，後期日程で 7.38である。平均志願倍率は第１期～第３期に，前期日程：2.7→2.95

→2.78，後期日程：8.1→7.52→7.38 と推移した。第３期の学科ごと，年度ごとの志願倍率

等については資料に示す（資料 5-3-22, 5-3-23）。 

３）入学定員充足率：2016～2021年度の１年次入学定員充足率は工学部全体では 102%から

105％の間で推移している。学科ごと，年度ごとの入学定員充足率は以下の通りである。 

 

 学科ごとの入学定員充足率 

学科 

（入学定員） 

入学定員充足率 

2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

機械・シス

テム工学科

（155） 

103％ 102％ 101％ 100％ 103％ 108％ 

電気電子情

報工学科

（125） 

106％ 101％ 100％ 104％ 101％ 107％ 

建築・都市

環境工学科

（60） 

103％ 103％ 110％ 105％ 100％ 105％ 

物質・生命

化学科

（135） 

102％ 104％ 108％ 101％ 101％ 100％ 

応用物理学

科（50） 
106％ 108％ 102％ 106％ 108％ 104％ 

     また，2016～2021年度の３年次編入学定員の充足率は工学部全体では 90％から 135％の

間にある（資料 5-3-24）。 

４）ミニ・オープンキャンパス：高校１年生など進路選択の初期段階にある生徒を主な対象

とした工学部ミニ・オープンキャンパスの開催時期を，それまでの５月から高校１年生の

学びが進展した段階の 10 月に変更し（2018 年度～），PR強化や内容の充実を図った結果，

参加者が 2017年度 112名，2018年度 189名，2019年度 201名と増加した。 

５）コロナ禍のオープンキャンパス：2020 年度と 2021 年度に，オンラインを活用してオープ

ンキャンパスを実施した。2020 年度は全学的にオンライン形式による実施となったことを

受け，工学部では学部長の挨拶動画と学部概要紹介動画を７月よりホームページで公開し，

８月 23 日にオンライン交流会（リアルタイム形式）を午前の部と午後の部（それぞれ１時
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間）の２回実施した。内容は，教員・学生による工学部・学科紹介及び質疑応答であり，

計 97 名（県内 70名）の参加者を得た。事前に寄せられた質問と当日出された質問への回

答はホームページに掲載した。2021 年度は，ハイブリッド開催（８月７日に対面式，８月

22 日にオンライン形式）を予定していたが，感染拡大状況を踏まえて対面式が中止となり，

８月 22 日と 10月 23日にオンライン交流会（リアルタイム形式）を実施した。形式・内容

や時間は前年度とほぼ同じであり，１回目は 229名（県内 134 名），２回目は 63名（県内

30 名）の参加者を得た。参加者から「コロナで対面式が中止になって 残念だったが，オン

ライン交流会は分かりやすく学生さんの話も聞けてとても参考になった」「事前に送った質

問全てに丁寧に答えてもらいありがとうございました。さらに魅力を感じました」などの

感想が寄せられた。 

６）高大連携活動：本学では，2017年度から，高大接続改革及び入学者確保（特に県内出身

者）の一環として，福井県教育委員会及び県立高校と連携し，高校で育む資質と大学が求

める資質の橋渡しを行う「福井プレカレッジ」を高校２年生対象に実施している（資料

5-3-25）。2017年度まで実施した「探求プロジェクト」, JST（科学技術振興機構）の事業

に採択された「生命医科学フューチャーグローバルサイエンティスト育成プログラム」

（2015～2018年度）とあわせ，これらの高大連携プロジェクトに工学部は複数の講座を提

供しており，それらへの参加者から，第３期４年間のうちにすでに 16名が工学部に入学し

ている（大部分が県内出身者）。これらの中には AO入試（アドミッションズ・オフィス入

試）による入学者もおり，多様な入試形態のもと高大連携活動を行った効果があがった。 

  2020年度以降はコロナ禍によりオンラインも活用した高大連携活動を行った。工学部に

係る活動実績は以下の通りである。まず，高校における探究活動の支援として，中間発表

会や最終成果発表会における助言や講評を，2020年度に 17回，2021年度に 12回，高校に

出向いて行った。また，大学に生徒を受け入れる「探究プロジェクト」を，2020年度に５

回（参加者数 61名）, 2021年度に 10回（参加者数 95名）実施した。「福井プレカレッジ」

は 2020 年度に１回開催して５講座を提供し，県内高校より 59名の参加があり，2021年度

は２回の開催で９講座を提供し 90名の参加があった。参加者からは，本学工学部の研究内

容を理解できたことで進学先を決める上で大変参考になったとの声があった。県内志願者

割合は 2020 年度の 18％から 2021年度の 24％まで向上し，入学者確保（特に県内出身者）

に大きく寄与したと言える。（資料 5-3-26） 

７）高大接続型入試：建築・都市環境工学科は 2019年度入試から，プレゼンテーション等に

より主体性等を多面的・総合的に評価する高大接続型の推薦入試Ⅰを導入し，５名の志願

者から３名を選抜した。 

８）新入生の GPA：１年生の後期成績確定時の GPAの平均値（全学生に関して平均した値）が，

以下のように推移した。 

  １年次終了時の GPA 

入学年度 2015年度 

（第２期最終年度） 
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

GPA の 平 均 2.41 2.50 2.43 2.47 2.49 2.61 
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毎年度の値が 2.4（最大値４の６割）を超えたことは，アドミッション・ポリシーに沿った

学生が確保され，初年次教育が適切に実施されたことの証左である。また，2016 年度以降

の値が 2015年度の値 2.41を一貫して上回ったことは，これらのことが第２期よりも進ん

だことを示している。2020年度にはこれまでで最高の値となり，コロナ禍においても初年

次教育において高い学修成果があがったことが伺える。 

 

５－４ 教育成果の状況 

ア．卒業率，資格取得等 
 １）卒業率：第３期現況分析で用いた方法により算出した標準修業年限内卒業率及び「標準

修業年限×1.5」年内卒業率は以下の通りである。  

標準修業年限内卒業率  
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

78.0％ 79.8％ 80.5％ 82.0％ 80.4% 

            ※2019 年度以降は改組後の工学部に係る標準修業年限内卒業率 

「標準修業年限×1.5」年内卒業率 
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

86.8％ 89.0％ 90.2％ 91.6％ 90.9% 

第２期の標準修業年限内卒業率と「標準修業年限×1.5」年内卒業率はそれぞれ 74.5％，

84.8%であり（2015年度の認証評価で使用した５年間の平均値），第３期にはどちらも改

善している。ただし，第３期の現況分析においては，学士課程において「標準修業年限×

1.5」年内卒業率が 90%未満である場合に「（同卒業率が）相当程度低い」とする判断基準

が用いられた。上の表より求めた５年間（2016～2020 年度）の同卒業率の平均は 89.7%

であり，現況分析の判断基準には抵触している。 

第３期における卒業率の改善は，以下の取組等の総合的な成果であると考えられる。 

・問題を抱えた学生の早期発見と早期対応のフローチャートの運用（資料 5-4-1），GPAの

導入や成績分布の公開による学習意欲の向上 

・補習授業や学習支援室による学修支援の実施，LMS や A・Lなど教育効果の高いシステム・

手法の普及（これらにより授業の理解度が2013年度86％→2016年度88％→2019年度92％

と向上。） 

・卒業研究の実施方法・評価方法・判定体制に係る工学部統一基準の設定・運用による，

卒業研究の質の組織的担保，及びそれを踏まえた研究室における指導の充実（これによ

り卒業研究に対する満足度が 2015年度 59％→2019年度 76％（５択中上位２択。上位３

択まででは 92％→94％）と大きく向上。） 

２）資格の取得：応用情報技術者，二級建築士，繊維製品品質管理士，化粧品成分検定１級，

三級知的財産管理技能士(管理業務)など，第３期４年間に 25 件の資格取得が確認できた。

これは，所属する学科・コースにおける専門分野の学修や副専攻での学びの成果が高い水
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準で結実したものである。資格取得について系統的な調査を行っていなかった第２期との

比較は難しいが，キャリア教育の進展や授業を通した学習意欲の向上が資格取得を促進し

たと考えられる（意識・満足度調査において５択のうちの上位２択をもって「授業を通し

て科学技術や工学に対する興味や学習意欲が増した」と回答した学生が 2015年度 49.8％→

2019 年度 57.7％と増加。専門分野の知識が深まる３年生では 2019年度 67.0%）。 

ほかに，高等学校の教員免許（高一種）が 49件あり，さらに COC+事業のもと 41名が「ふ

くい地域創生士」に認定され，うち４名が「ふくい地域創生アワード」を授与された。（資

料 5-4-2） 

３）学術成果の発表及び主体的な活動に係る受賞・表彰：2019年度には，学生による 108件

の国内学会発表，14件の国際会議発表，４年生を筆頭著者とする査読付き論文３編など，

卒業研究を中心に学術的な活動の成果が上がった。また，78 名が共同研究に従事した。第

３期４年間で，The 7th International Conference on Information Technology: IoT and 

Smart City (ICIT 2019)“Best Presentation Award”，日本機械学会「若手優秀講演フェ

ロー賞」，情報処理学会全国大会「学生奨励賞」など，学術的な受賞・表彰が 32件確認で

きた。（資料 5-4-3） 

さらに，学生が主体的に行う活動の成果も上がり，東京国際プロジェクションマッピン

グアワード「優秀賞」，福井発！ビジネスプランコンテスト「学生の部グランプリ」など，

学外のコンテスト等における受賞・表彰・入賞等が第３期４年間に 33件確認できた（資料

5-4-4）。 

これらについて系統的な調査を行っていなかった第２期との比較は難しいが，卒業研究

満足度の向上（前述）が示す研究室活動の活性化や，創成活動への支援がこれらの高い教

育成果につながったものと考えられる。 

 

イ．就職，進学 
１）就職率：2017年３月卒業～2021 年３月卒業に係る実就職率（※）は以下のように推移し

（平均は 97.1％），高い水準を保っている。 

    実就職率 

卒業年月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 

実就職率 97.6％ 98.5％ 97.6％ 95.6％ 96.1％ 

※ 実就職率＝就職者数÷（卒業生数－大学院進学者数）×100 

週刊東洋経済「本当に強い大学」のランキングによると，2017年３月卒業～2020年３月卒

業に係る実就職率は，卒業生 1,000人以上の国公立大学理工系学部の中で３位→３位→３

位→９位である。 

  ２）人材輩出の状況：(i)卒業生の就職先の業種・職種が出身学科等の人材養成目的とよく合

致していること（資料 5-4-5），(ii)卒業を控えた学生の進学・就職先に対する満足度が，

2015 年度 56.8％→2019 年度 75.9％と大幅に増加したこと（意識・満足度調査における５

択中上位２択の回答。上位３択まででは 95.6％→97.1％），(iii)就職先に対する「福井大
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学の教育と卒業生についてのアンケート調査」では，工学部卒業生の採用に満足している

との回答が 2019年度には 98％に達し，2013年度と 2016年度の 95％をさらに上回る高い水

準にあること，(iv)同アンケート調査の結果本学卒業生の３年位内の離職率が 9.9％と全国

平均の 32％に比べて非常に低いこと（工学部卒業生も同様と考えられる）などを総合する

と，「学生は十分希望に沿った就職に至り，職場に定着し専門性を活かして活躍しており，

企業側等就職先も優秀な人材を確保できたと考えている」と判断できる。これは大きな教

育成果である。 

３）早期履修制度：５－３－イ－９）に述べたように，大学院授業科目の早期履修制度を設

けており，同制度は博士前期課程への進学を促す仕組として機能している。 

４）県内定着：県内への就職者数は低下する傾向にある。2015 年度（第２期最終年度）から

2020 年度にかけて県内への就職者数は 90名→78名→87名→77名→59名→64名と推移し

た。2020年度は 2015年度の 71％であるが，入学生に占める県内出身者の割合が 2017 年度

は 2012 年度の 62％に低下していることと比べると（2012年度 195 名，2017 年度 120 名），

低下の割合は押さえられている。 

 

ウ．その他 
１）学修成果の間接評価：2019 年度の意識・満足度調査で卒業を控えた学生の教育成果を検

証した。その結果，「基礎学力が修得できた」とする肯定的回答（５択中上位３択）の割合

が 2015 年度の 93.0％から 2019 年度には 95.0％に増えた。同様に，「専門知識や技能」は

90.3％→94.2％，「課題探求・問題解決能力，自己学習力」は 88.0％→92.1％，「グローバ

ル社会での活躍を志向する態度」は 75.0％→78.2％と，2015年度から増大した。2015年度

にはなかった質問項目「創造力」「幅広い視野」「技術者としての倫理観，社会的責任感」（が

身についたか）に対する肯定的回答もそれぞれ 89.0％，92,1％，92.7％と高い割合であっ

た。 

このように，卒業を控えた学生のほとんどは，学士力を構成する幅広い能力・資質等に

ついてそれらが身についたと判断した。また，そのように判断する学生の割合は第２期よ

り増加した。 

２）新教育課程アンケート：2016 年度の工学部改組では，Late Specialization の考えを取

入れた体系的な教育課程を導入した。この課程で４年間学んだ学生（卒業研究生）に対し

2019 年度に「教育課程改善のためのアンケート」を行った結果，回答者 261 名の約 77％が

「低学年時に複数分野を横断的に学修したことにより幅広い知識を身に付けることができ

た」と回答した。 

３）就職先からの評価：卒業生の就職先に対して「福井大学の教育と卒業生についてのアン

ケート調査」を実施し，卒業生の学修成果（20 項目）を４段階評価（スコア１～４）で尋

ねた。その結果，(i)「理論的思考力がある」「専門分野の基礎知識・技術がある」「積極的

で実行力がある」について本学部卒業生は新卒採用者全体のスコアを 0.4以上上回るなど，

20 項目すべてについて本学部卒業生が新卒採用者全体のスコアを上回った。(ii)第２期の

調査では本学部卒業生は新卒採用者全体のスコアを 20項目の平均で 0.28上回っていたが，

2019 年度には上回り幅が拡大して 0.30 となった。(iii)本学部卒業生を第２期と第３期で
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比べると，20項目中 19項目において第３期の卒業生のスコアの方が高かった。 (資料 5-4-6） 

４）社会人へのアンケート：工学部・工学研究科では「卒業生へのアンケート」を定期的に

実施している。2019 年度には質問項目を見直し，カリキュラムや学修成果を中心に問うた

（学部卒業後４～６年，大学院修了後２～４年が経過した者を対象に実施し，97 名（うち

54 名は大学院も修了）から回答を得た）。その結果，回答者の約６割が「業務を行う上で有

意義だったと思う学部教育科目」として「専門科目の講義・演習」を挙げた。また，約半

数は「専門科目の講義・演習」に関して学部で学んだ内容が「現在の仕事に役立っている」

と回答した。これらの結果は，卒業後ある程度年月を経ても，専門教育で修得した知識・

能力等が技術者の基礎として有用であり続けていることを示している。個々の科目以外に

は，「考える力」や「一つのことに取組む力」を身に付けたこと，「研究室における研究や

プロジェクト」を経験したことなどを高く評価する意見が目立った。一方で，以下につい

ては業務を行う上で役立っているとした回答が低かった（括弧内は肯定的回答の割合）：専

門科目以外の幅広い分野の科目（26％），「自然科学と工学の基礎知識およびそれを応用す

る能力」に関して学部で学んだ内容や経験したこと（28％），「課題の提案・解決・報告な

どを能動的に行いわかりやすく説明する能力」に関して学部で学んだ内容や経験したこと

（43％）。 

 

５－５ 学生支援の状況 

１）学習支援室：多様な形態により入学した学生の数学の力のばらつきに対応するため，2009

年度より（数学・物理）学習支援室を開設し，教員や TA（ティーチング・アシスタント：

学部の授業をサポートする大学院生）を配置して継続的に数学や物理の学力向上をサポー

トしている。週３～４回の頻度で開設し，第３期には延べ 26名の TAが支援にあたり，2018

年度の利用者は延べ 289名と，2016年度の 228名の約 1.3倍に達し，2019年度も 257名と

高い水準を維持した。 

２）敦賀キャンパスにおける支援体制：2018年度に原子力に係る教育資源を敦賀キャンパ 

スに集約して原子力安全工学を学ぶ学生の履修環境を向上させたことにあわせ，敦賀キャ

ンパスにカウンセリング室を設置し，同キャンパスで学ぶ学生への支援体制を整備した。 

３）給付型奨学金の支給：2016年度より「福井大学基金」を活用した本学独自の給付型奨学

金が新たに運用されており，これまでに工学部・工学研究科の学生延べ 1,239 名に対し約

4,266 万円の支援を行い，学生から好評を得た。特に，コロナ禍においては，1,134名に対

し「アルバイト収入減奨学金」により 2,835万円を支給するなど支援に努め，学生から「新

型コロナウイルスが流行し，アルバイトが困難になったこの状況下でこのようなご支援を

いただき，生活費や学費などお金の面で困ることなく，勉学に励むことが出来ました。こ

の１年間この支援金なしでは生活が困難になるところでした。」などの声が寄せられている

（資料 5-5-1）。 

４）就職支援：学科の就職担当教員とキャリアセンターが連携して就職支援を行った。就職

担当教員は専門性を活かした進路選択の観点から個々の学生の相談に応じるとともに合同

企業説明会に出席して企業側が求める人材について詳しい情報を収集した。キャリアセン



31 
 

ターは，合同企業説明会（2018年度約 480社），年間 1,000回以上の個別企業説明会，年間

50 回以上の就職支援講座，面接指導などにより就職活動を多方面で支援し，大多数の学生

がそれらの支援を利用した。 

これらの教職協働による支援は高い評価を得ており，2018年度合同企業説明会（2019年

度卒業生対象）に参加した企業へのアンケートでは，支援体制への満足度（10 点満点）が

2016 年度 8.0→2018年度 8.4と上昇した。また，本学は，民間の調査では「就職支援に熱

心に取組んでいる」大学として複数学部を有する国立大学の中で１位となった（資料 5-5-2）。 

   ５）合理的配慮：2016年 3月に合理的配慮に関するガイドラインを策定し，2018年度 6名，

2019 年度 12名，2020年度 10名，2021 年度前期 9名の学生に対し，心身の機能障害や精神

障害などへの合理的配慮がなされた。また，合理的配慮の必要性を広く共有するために「障

がい学生支援講演会」を行い，支援方法や連携体制についてディスカッションを行った。

さらに，年に２回教授会前に教職員に向けて合理的配慮や学生への対応，ハラスメント関

係，コロナ禍における学生相談等，広く学生支援に関する FD研修を行なっている。 

   ６）障がいのある学生への支援：本学では，障がいのある学生に対する就職支援を進めるた

め，2017年度に「障がい学生支援担当教員」を配置し，2019年度に「障がい学生就労支援

連絡会」を設置する等，専門的，組織的支援を強化した。その結果，支援を受けた工学部

学生が就職に至った事例が第３期中に複数ある。 

 

５－６ 教育の質保証への対応 

１）学修成果・教育成果の検証：教育の成果があがっていることを間接評価と直接評価を組

み合わせて検証した。 
間接評価としては，在学生に対する「福井大学の教育・研究に対する意識・満足度調査」

（全学）や「カリキュラムアンケート」（工学部），卒業生について就職先等の関係者に聞

く「福井大学の教育と卒業生についてのアンケート」などを定期的に実施している。５－

４－ウ－１）に述べたように，2019 年度の意識・満足度調査の結果，卒業を控えた学生の

ほとんどは，学士力を構成する幅広い能力・資質等についてそれらが身についたと判断し

ていることがわかった。また，そのように判断する学生の割合は第２期より増加した。さ

らに，５－４－ウ－３）で述べた通り，就職先等の関係者に対する調査の結果，卒業生が

身につけた学修成果は平均的な水準を上回るとともにその上回り方は第２期より拡大し，

第３期には第２期よりも高い学修成果を身に付けて卒業したことが確認できた。 
直接評価としては，2013年度から PROG テストによるジェネリックスキルの客観的検証を

行っている（民間のアセスメントテストであり，費用は工学部負担）。2014 年度，2016年

度，2019年度，2021 年度に３年生を対象に実施した結果から，「リテラシー総合」「コンピ

テンシー総合」ともに，第２期からも第３期期首からもスコアが向上したことを確認でき

た。特に，2019年度には「コンピテンシー総合」が初めて国公立工学系３年生の平均を上

回り，2021年度も引き続き上回るとともに上回り方が拡大した（0.1→0.16）。同テストに

おけるコンピテンシーは「周囲の環境と良い関係を築く力」（対人基礎力，対自己基礎力，
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対課題基礎力）とされ，理系では文系よりも低い傾向にあることが全国的に知られている。

上記の結果は，学科集約化（大括り化）によって実現した低学年次での分野横断的学修環

境の中，多様な学生が主体的に学ぶ力を伸長させたことによって，理系では弱いとされる

コンピテンシーが向上したものと考えられる。なお，「問題解決力」（情報収集力，情報分

析力，課題発見力，構想力）に係る「リテラシー総合」のスコアは一貫して国公立工学系

３年生の平均を 0.3～0.4程度上回っている。このように，ジェネリックスキルの涵養状況

が良好であることを，直接評価により確認できた（資料 5-6-1）。 
以上のように，能力等の修得状況が第２期を上回っていることが間接評価と直接評価に

より多角的に確認できた。 
２）FD活動とアクティブ・ラーニングの普及：質保証にとって日々の FD 活動は重要である。

2016 年度策定の「福井大学のファカルティ・ディベロップメントの基本方針（第３期）」の

もと，全学の FD活動に参加・貢献した。さらに，工学部及び大学院工学研究科 FD委員会

がメールマガジン「アクティブ・ラーニング通信」を年 18～20回配信し，また「ランチタ

イムしゃべり場」（学部長，副学部長，教務関係の委員長，招待された教員２名による意見

交換会）を毎月開催するなど，全学，学部，学科のレベルでの多層的な FD活動を展開した

（資料 5-3-9（再掲））。工学部の活発な FD活動は，４）で述べる国際アドバイザーによる

2019 年度教育評価において高く評価された。 

FD 活動の結果，A・L（アクティブ・ラーニング）を取入れた専門教育科目の割合が 2018 

年度に第３期目標値の６割を超え，2019 年度に 69.4％，2020 年度には 77.8％に達した。

さらに，学生同士の教えあいなど A・Lの形態も拡大した（資料 5-6-2）。これらの結果，学

生生活実態調査において専門教育科目の授業満足度を尋ねた設問への肯定的回答（４択の

うち上位２択）が 2013年度 90％→2016年度 90％→2019年度 93％と向上し，授業理解度に

ついても肯定的回答が 2013年度 86％→2016年度 88％→2019 年度 92％と向上した。 

A・Lを取り入れた授業の増加は，主体的な学修をより促すと期待される。実際，学生の

１週間当たりの授業外学修時間は 2013 年度 5.8 時間→2016 年度 6.9 時間→2019 年度

11.6 時間→2020年度 10.9時間と増加傾向で推移し，第３期の目標 9.75 時間を超えた。 

３）教育改善への学生の参画：米国 Rutgers大学で実施した国際ベンチマーキング（2017年

度）の結果を踏まえ，教育改善への学生の参画を進めた。特に，2016年度の改組によって

導入された新教育課程で学んだ初の卒業研究生（４年生）に対する意見聴取を進め，学生

代表を招いて「未来の工学教育をともに創る学生と教員の座談会」を実施するとともに，

全卒業研究生を対象に「教育課程改善のためのアンケート」を行った。これらにより得ら

れた意見を教育委員会で検討し，10 科目について学生の意見を踏まえて開講時期の変更や

内容の見直しなどの改善を決定し，2020年度カリキュラムから適用した。 

  座談会は工学部執行部で計画・実施されたが，2021 年度以降は「工学教育をともに考え

る学生と教員の意見交換会」として FD委員会の所掌事項に位置付け定期的に開催すること

となった（2021年度は 12月に開催）。 

４）国際アドバイザーによる検証：本学では，教育全般が国際的な水準にあることを国際ベ

ンチマーキングによって検証することを第３期の計画に掲げており，2019年度に本学の国
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際アドバイザーであるキャシー Ｍ.タカヤマ博士を招いて検証を行った（2013 年度，2017

年度に続き３回目）。同博士から，「初回の 2013年度の訪問以来，学生中心の教育改革に対

する大学全体のアプローチへの私の意見や提案に応えて，大きな進展が見られた」との総

括のもと「教育課程の国際通用性に関し早急に改善すべき点は，特に見当たらない」との

見解が示され，根拠として「授業とカリキュラムの設計について基準を設け実施するとと

ともに，国際基準に匹敵する学習成果を明確に定めている」「国際基準に匹敵する成績評価

システムとなっている」「教育システムの構築への学生の参加が進んでいる」「アクティブ・

ラーニングが全学で採用され，学生はこの学習方法に主体的に取組んでいる」などの点が

挙げられた。これらは全学に対する評価であり，工学部にも当てはまるものである。工学

部に特化したことでは，以前の訪問時の指摘を踏まえて授業評価アンケートの改善（※）

が進んだことや FD活動が活発に行われていることなどが評価された（資料 5-6-3）。 

 ※工学部では2019年度に米国IDEA（Individual Development and Educational Assessment）

を参考に授業評価アンケートの内容を全面的に見直した。 

５）JABEE認定：2019年度に，２学科の３つの教育プログラム（建築学コース，都市環境工

学コース，電子物性工学コース・電気通信システム工学コース）が JABEEの継続審査に合

格し，2022年度までの認定継続が確定した（資料 5-6-4）。また，2021年度には，機械・シ

ステム工学科機械工学コースが新たに受審した（11月に実地審査が行われた）。他の学科・

コースも JABEE委員会の指導のもと，JABEE認定コースに倣ったアウトカムズベースの教育

を行い，工学部全体として国際通用性のある教育課程を整備・運用した。これらの点は国

際アドバイザーから評価された。 

 

【自己評価】 

（１）総評 

以下の分析に基づき，「高大連携活動が実施されて入学者の確保が進み，社会ニーズを踏まえた

改組による新しい教育課程のもと，FD 活動，授業方法の改善，履修指導・学修指導・学生支援な

どの取組が進んだ。学生の授業外学修時間は増加し，適切な成績評価のもと学修成果・教育成果

があがり，人材輩出状況は良好である」と判断できる。 

今後は，2016 年度改組による新教育課程で学んだ卒業生の輩出が本格化することから，“Late 

Specialization”による教育成果を多角的に検証し，その結果を学士課程教育の質の一層の向上

に活かすことが求められる。また，教育の質の向上の状況を積極的に公表し，在学生の意識向上

や入学生の確保に繋げることも求められる。 

 

＜実施状況の分析＞ 
①“グローバルな視点で夢を描きそれを形にできる技術者「グローバル・イマジニア」の育成”

を教育理念とする教育を行っている。2016 年度には，社会的要請である「幅広い知識を持った

専門技術者の育成」を一層進めるため，“学科大括り化”（８学科→５学科）の改組を行い，低

学年時に複数の専門分野の基礎を横断的に学び，学年が進むにつれてより専門性の高い知識を
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身に付ける“Late Specialization”の考えを取り入れた新しい教育課程を導入している。 
 １－１，２－１－１），５－１，５－２－１），５－３－イ－２），５－３－イ－６），５－３－

カ－２） 
②全ての学科・コースにおいて，３ポリシー（アドミッション・ポリシー，カリキュラム・ポリ

シー，ディプロマ・ポリシー）が第３巡目の認証評価の基準に則して整備されており，教育課

程の体系性はカリキュラム・マップ，カリキュラム・ツリーにより示されている。卒業後の進

路を踏まえて策定されたディプロマ・ポリシーのもと，JABEE認定コースのみならず全てのコー

スにおいて「修得すべき学修成果を明確化し，その達成を担保する教育」が実施されている。 
 ５－３－ア，５－３－イ－１）～５－３－イ－３），５－３－カ－３），５－６－５） 
③これまで採択された各種事業において高い評価を受けた教育内容や手法を教育課程の質の向上

に活かしており，リメディアル教育，学科横断型創成教育，グローバル人材育成教育，知的財

産や MOT（技術経営）等の産業実践力に係る教育など，学生の個性に応じ能力を伸ばす教育を行

っている。 
 ５－２－３，５－３－イ－５）～５－３－イ－７），５－３－ウ－７） 
④COC+事業（地（知）の拠点大学による地方創生推進事業）のもと，JR福井駅前の大学連携セン

ター「Ｆスクエア」を活用して県内他大学と連携した教育を進め，地域志向人材を育成してい

る。 
 ５－２－４），５－３－イ－４），５－３－ウ－４）  ※８．「社会連携・貢献」も参照 
⑤2016 年度の改組にあたり，「機械・システム工学科」の中に「原子力安全工学コース」，「物質・

生命化学科」の中に「繊維・機能性材料工学コース」を設け，地域が強みを持つ産業分野への

人材輩出を強化している。原子力に係る人材育成については，附属国際原子力工学研究所との

協力のもと，学部並びに大学院において原子力安全工学に係る教育を実施し，多くの原子力発

電所が立地する県の国立大学の工学部として社会の要請に応えている。 
 ５－２－１），５－３－イ－２），５－３－イ－８），５－３－ウ－７） 
⑥FD活動を通してアクティブ・ラーニング（A・L）など高い教育効果を持つ授業方法の導入・普

及を進めている。 

 ５－３－ウ－２），５－３－ウ－５），５－６－２） 

⑦「単位修得状況確認表」を用いた履修指導や，長期欠席者への教職協働による組織的対応，学

科別 GPA分布の公開による学習意欲の喚起など，履修指導の取組を行っている。 
 ５－３－エ 
⑧2016 年度に５段階成績評価による GPA制度を導入し，「多面的かつ厳格な成績評価のガイドライ

ン」に従った厳格な成績評価を進めている。成績分布に極端な偏りがないか，教育委員会にお

いて GPA分布を検証している。各科目の成績評価方法はシラバスに記載されているが，記載内

容に改善の余地があるケースが少なからず見受けられる。また，学生からの成績評価に関する

申し立ての制度には不備な点が認められる。 

 ５－３－オ－１），５－３－オ－５），５－３－オ－６） 
⑨2016 年度の改組にあわせ，卒業研究着手と卒業に必要な単位数を各科目区分レベルで示す等，

進級と卒業の要件を詳細化・厳格化している。また，2019年度から卒業研究の実施方法・評価
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方法・判定体制について工学部の統一基準を設定・運用し，卒業研究の質の担保を進めている。 

 ５－３－カ 
⑩一般選抜，推薦選抜，総合型選抜，私費外国人留学生選抜，第３年次編入学試験（一般，推薦）

を実施し，多面的・総合的な評価・判定による多様な学生の受入れを進めている。質の高い入

学者を確保するため，オープンキャンパス，ミニ・オープンキャンパスを実施するとともに，「探

求プロジェクト」や「福井プレカレッジ」等の高大連携活動を活発に行っている。長期的には

前期日程と後期日程の平均志願倍率は若干低下する傾向にある。 

 ５－３－キ 

⑪学習支援室による数学や物理の学力向上サポート，独自の給付型奨学金による経済的支援，キ

ャリアセンターと連携した手厚い就職支援，合理的配慮の実施など，多方面の学生支援が行わ

れている。 

 ５－３－ウ－３），５－５ 

⑫間接評価（アンケート）と直接評価（外部アセスメントテスト）による学修成果・教育成果の

把握，活発な FD活動，国際ベンチマーキングや国際アドバイザーによる教育評価など，教育の

質保証に係る取組を進めている。2019 年度に３つのコースが JABEE の継続審査に合格し，2021

年度には新たに１つのコースが受審する。 

 ５－６ 

⑬全国的にも非常に評価の高い手厚い就職支援が行われている。 

 ５－５－４） 

⑭教育課程の状況や学修・教育成果を検証するための様々な調査が行われている。ただし，結果

を収集・分析する組織的な体制は不十分である。 

 ５－４，５－６ 

 

＜成果の分析＞ 

①高大連携活動が活発に実施され，入学定員充足率は良好である。１年次終了時の GPA 分布の状

況とあわせ「アドミッション・ポリシーに適合した学生が確保され，入学生の多くは大学教育

にスムーズに移行している」と判断できる。ただし，前期日程と後期日程の平均志願倍率は一

定の水準にあるものの長期的には若干低下する傾向が見られ，注意が必要である。 

 ５－３－キ 

②「アクティブ・ラーニング通信」，「ランチタイムしゃべり場」，教授会の機会を捉えた FD 講演

会など，FD 活動が活発に行われ，効果的な教育手法の普及・拡大に貢献するとともに，学生支

援等の認識の共有に資している。FD 活動の結果，アクティブ・ラーニング（A・L）を取入れた

専門教育科目の割合が第３期に目標値を超える大きな伸びを示し，A・Lの形態も拡大した。 

 ５－３－ウ－２），５－３－ウ－５），５－６－２） 

③以下のことから，授業方法の改善が進んだと判断できる。 

 ・A・Lを取入れた科目の割合が増加した。 

  ５－３－ウ－２），５－６－２） 

  ・専門教育科目の授業満足度と授業理解度について肯定的回答が第２期から向上して高い水準
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にある。 

   ５－６－２） 

・学生の１週間当たりの授業外学修時間が第３期に目標を超える伸びを示した。 

 ５－６－２） 

④以下のことから，成績評価が適切に行われていると判断できる。 

 ・「多面的かつ厳格な成績評価のガイドライン」が定められている。また，各科目の成績評価方

法はシラバスに記載されている（ただし，記載が不十分な例が見受けられる）。 

  ５－３－オ－１） 

  ・アンケート調査において，科目の成績評価基準の適切さを問う設問に対し，卒業を控えた学

生の回答のうち 95％が肯定的であった。卒業研究着手要件や卒業要件についても 97％が肯定

的であった。 

   ５－３－オ－２） 

  ・学科別 GPA分布に極端な分布の偏りは見られない。 

   ５－３－オ－６） 

⑤以下のことから，学生の声を教育改善に活かす取組が進んだと判断できる。 

 ・各種アンケート調査が実施されている。 

  ・米国の大学視察で得た知見を活かし「未来の工学教育をともに創る学生と教員の座談会」を

実施し，その結果を受けて科目の開講時期の変更や内容の見直しが行われた。 

   ５－６－３） 

・米国 IDEA（Individual Development and Educational Assessment）を参考に授業評価アンケ

ートを全面的に見直した。留学生の声を活かすため，英語版のアンケートも作成した。 

 ５－６－４） 

⑥以下のことから，教育課程の国際通用性の担保が進んでいると判断できる。 

・本学が国際アドバイザーを招いて行った教育評価により，「教育課程の国際通用性に関し早急

に改善すべき点は，特に見当たらない」との見解が大学全体に対して示されている。 

 ５－６－４） 

・2019 年度に工学部の３つの教育プログラムが JABEEの継続審査に合格するとともに，2021年

度にはさらに１つの教育プログラムが JABEEの審査を受審している。 

  ５－６－５） 

⑦以下のことから，CCO+事業による人材育成が進んだと判断できる。 

・県内他大学との単位互換による単位修得者が COC+事業以前と比べ大幅に増えている。 

 ５－２－４） 

・COC+事業を通して地域に貢献できる人材の育成を進め，2020年度までに 42名の学生が「ふく

い地域創生士」に認定され，６名の学生が「ふくい地域創生アワード」の表彰を受けている。 

   ８－２－ア－１） 

⑧以下のことから，知的財産や MOT（技術経営）等の知識・能力を備えた工学人材の育成が進んだ

と判断できる。 

・2016 年度の改組にあわせ，学際的な副専攻「経営・技術革新工学コース」を産学官連携本部
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と協力して設置し，経営及び技術革新に係る知識を体系的に修得できる教育を実施している。

2019 年度には「経営・技術革新工学コース（副専攻）」修了証が 14名に発行されている。 

 ５－３－イ－７） 

 ⑨以下のことから，原子力安全工学に係る人材育成が進んだと判断できる。 

  ・2016 年度の改組にあわせ，機械・システム工学科に「原子力安全工学コース」を設置すると

ともに，副専攻「原子力安全工学基礎コース」を附属国際原子力工学研究所と協力して設け，

学部段階における原子力人材の育成を大幅に強化している。2019 年度には「原子力安全工学

基礎コース（副専攻）」修了証が 13名の学生に発行されている。 

   ５－２－１），５－３－イ－８），５－３－ウ－７） 

・原子力安全工学に係る教育資源を敦賀キャンパスに集約し，履修環境が向上している。 

 ５－５－２） 

⑩以下のことから，第３期はそれ以前に比べ学修成果があがっていると判断できる。 

・卒業を控えた学生に対する調査において，「基礎学力」，「専門知識や技能」，「課題探求・問題

解決能力，自己学習力」，「グローバル社会での活躍を志向する態度」の修得に関する肯定的

な回答の割合が第２期より向上した。 

 ５－４－ウ－１） 

・卒業を控えた学生に対する調査において，改組により導入された新しい教育課程について「低

学年時に複数分野を横断的に学修したことにより幅広い知識を身に付けることができた」と

する回答が８割弱を占めた。 

 ５－４－ウ－２） 

・外部アセスメントテスト（PROGテスト）において第２期を上回る結果が得られた。 

 ５－６－１） 

・授業外学修時間が第３期に高い伸びを示した。 

 ５－６－２） 

・２年生に対して毎年実施している数学基礎力テストの結果が第１期→第２期→第３期と上昇

傾向にあり，2018年度と 2019年度はこれまでで最高となった。 

 ５－３－ウ－３） 

・卒業研究着手率が第１期→第２期→第３期と上昇傾向にあり，2021 年度にこれまでで最高と

なった。 

 ５－３－オ－４） 

・標準修業年限内卒業率及び「標準修業年限×1.5」年内卒業率が第２期より向上した。 

 ５－４－ア－１） 

・実就職率が第３期５年間の平均で 97.1％と高い水準にあり卒業生 1,000 人以上の国公立大学

理工系学部の中で上位に位置している。卒業生の就職先の業種・職種は，それぞれの専門性

を反映している。なお，県内への就職者数は低下する傾向にあるが，入学生に占める県内出

身者の割合の低下に比べれば低下の割合は押さえられている。 

 ５－４－イ－１），５－４－イ－２），５－４－イ－４） 

・卒業を控えた学生の進学・就職先に対する満足度が第２期より向上している。 
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 ５－４－イ－２） 

・就職先に対する調査では，工学部卒業生の能力等に対する評価が概して第２期を上回るとと

もに，採用に満足しているとの回答が第２期を上回っている。 

 ５－４－イ－２） 

⑪コロナ禍で困窮した学生に対する経済支援が有効に働いている。 

 ５－５－３） 

  

（２）優れた点 

  第３期中期目標期間の現況分析において，以下が「優れた点」として高く評価されている。 

・教育実施体制 
  COC+事業では，県内の４年制大学，福井県，産業界・医療界等が参加する「ふくい COC+事業

推進協議会」のもと，JR 福井駅前の大学連携センター「Ｆスクエア」において 2016 年度から

県内５大学連携開放科目を開講し，地域志向人材を育成している。このシステムを利用して他

大学の科目の単位を単位互換により修得した工学部の学生は 96 名／年（延べ人数）にのぼり，

県内他大学と連携した教育が大きく進んだ（COC+事業以前は県内８大学をあわせても単位互換

制度の利用者は年 10 名程度）。また，同事業の「ふくい地域創生士」に認定された工学部の学

生は 41 名と，県内５大学で認定された創生士の約２割を占め，地域と連携した地域志向人材の

育成が大きく進んだ。（原文のまま） 
 

  第３期中期目標期間の現況分析において，以下が「特色ある点」として評価されている。 

 ・教育実施体制 

   工学分野のミッションの再定義を踏まえ，高度情報化やグローバル化，社会システムの変革

が進行する中で，安全・安心な社会を実現するための学びを深める「モノづくり，コトづくり，

ヒトづくり」をコンセプトに，平成 28 年度に工学部を従来の８学科から５学科に再編する改組

を行った。再編にあたっては，地域が特に強みを持つ産業への人材供給を一層進めるため，「機

械・システム工学科」の中に「原子力安全工学コース」を，「物質・生命化学科」の中に「繊維・

機能性材料工学コース」を設けた。（原文のまま） 

・学生の受入れ 

福井大学では，平成 29年度から，高大接続改革及び入学者確保（特に県内出身者）の一環と

して，福井県教育委員会及び県立高校と連携し，高校で育む資質と大学が求める資質の橋渡し

を行う「福井プレカレッジ」を高校２年生対象に実施している。平成 29年度まで実施した「探

求プロジェクト」，JSTの事業に採択された「生命医科学フューチャーグローバルサイエンティ

スト育成プログラム FMHS」（平成 27～30年度）とあわせ，これらの高大連携プロジェクトに工

学部は複数の講座を提供しており，第３期中期目標期間に工学部の講座に参加した者から，す

でに 16 名が第３期中期目標期間のうちに工学部に入学した（大部分が県内出身者）。これらの

中には AO入試により入学した者もおり，多様な入試形態のもと高大連携活動を行った効果が表

れた。なお，提供した講座の数と参加した高校生の人数の両面において，高大連携教育に対す

る工学部の貢献は，第２期中期目標期間よりも進んだ。（原文のまま） 
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・教育成果 

令和元年度の意識・満足度調査で卒業を控えた学生の教育成果を検証した。その結果，「基礎

学力が修得できた」とする肯定的回答（５択中上位３択）の割合が 2015年度の 93.0％から 2019

年度には 95.0％に増えた。同様に，「専門知識や技能」は 90.3％→94.2％，「課題探求・問題解

決能力，自己学習力」は 88.0％→92.1％，「グローバル社会での活躍を志向する態度」は 75.0％

→78.2％と，平成 27年度から増大した。平成 27年度にはなかった質問項目「創造力」「幅広い

視野」「技術者としての倫理観，社会的責任感」（が身についたか）に対する肯定的回答もそれ

ぞれ 89.0％，92.1％，92.7％と高い割合であった。 

このように，卒業を控えた学生のほとんどは，学士力を構成する幅広い能力・資質等につい

てそれらが身についたと判断した。また，そのように判断する学生の割合は第２期中期目標期

間より増加した。（原文のまま） 

 

（３）今後の課題及び改善に向けた方策 

・学生からの成績評価に関する申立てを受け付ける窓口が教員のみになっている。 

 ５－３－オ－５） 

 ＜改善策＞ 

教務課等に窓口を設けることを検討する（全学対応）。 

・教育活動に係る様々なデータの収集・分析を組織的に行う仕組がない。 

 ＜改善策＞ 

工学部・工学研究科の内部質保証体制の中で対応する。 

・卒業後一定期間が経過した者に対するアンケート調査の結果が必ずしも良好ではない。特に，

幅広い視野や説明能力について不足と感じていることが伺える。 

 ５－４－ウ－４） 

 ＜改善策＞ 

2016 年度の学科大括り化の改組により，低学年時に複数の専門分野の基礎を横断的に学び，

学年が進むにつれてより専門性の高い知識を身につける新しい教育課程へと移行しており，

幅広い視野の獲得については今後改善が期待される。説明能力については，現在検討中の「学

修成果の可視化」などを活用して修得状況の把握を行い，その結果を踏まえて対応すること

が考えられる。また，新しい教育課程の人材育成目的に照らしてアンケート項目を整備する

ことも必要であろう。 
・シラバスについて，15 回に分けた記載，事前学習と事後学習の記載，成績評価方法の記載，が

必ずしも十分でない。 

 ５－３－オ－１） 

 ＜改善策＞ 

全学的に対応が検討されており，その中で改善に取組む。 

・「標準修業年限×1.5」年内卒業率の５年間（2016～2020年度）の平均が 89.7％であり，第３期

現況分析で求められた 90.0％に達していない。 

 ５－４－ア－１） 
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＜改善策＞ 

これまでこの指標について意識が希薄であった。「標準修業年限×1.5」年内卒業率が健全な

状態となるよう，今後実施される「教育課程のモニタリング」の中でその値を毎年度確認し

全構成員で情報を共有する。 

 ・長期的には志願倍率が若干低下する傾向にある。 

  ５－３－キ－２） 

  ＜改善策＞ 

志願者確保に向け，2021年９月に外部コンサルテーションを受けており，その結果も踏まえ

て対応する。なお，工学部教員による高等学校教育への支援が志願者確保に結び付くよう，

支援のあり方を検討することも必要であろう。 

 ・県内への就職者数が低下する傾向にある。 

  ５－４－イ－４） 

  ＜改善策＞ 

国立大学として学生の募集も就職も全国区であることを大前提としつつも，県内志願者の増

加や卒業後の県内定着のための複合的な対策が必要である。県内志願者の増加について上記

コンサルテーションの結果を踏まえた対策を行うことは当然としても，県内志願者の増加，

卒業後の県内定着のどちらについても工学部だけでは解決が難しい問題であり，大学全体と

して自治体とも連携した取組も必要と思われる。 
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６．教育（工学研究科） 

６－１ 教育理念・人材育成の目的と特徴 

工学研究科では，確かな専門性と高い倫理観を有し，自然や環境と調和した人間社会の豊

かな発展に貢献できる高度専門技術者の養成を教育目的としている。博士前期課程，博士後

期課程では，以下の知識・能力を身に着けた人材を養成する。これは，第３期中期目標に含

まれる「グローバル化社会における人材の中核的育成拠点となり，ミッションの再定義で掲

げた各分野の人材を含め，優れた高度専門職業人を育成する」に貢献するものである。 

博士前期課程： 

・高度な専門的知識・能力及び専門に関連した幅広い基礎知識 

・創造力，自己学修力，問題発見・解決能力及びコミュニケーション能力 

・高度専門技術者として守るべき倫理や負うべき社会的責任を自覚し，幅広い視野をもって 

社会の発展に貢献できる能力 

博士後期課程： 

・専攻する分野において中核的人材として活躍するために必要となる高度な専門的知識・能

力，専門に関連した幅広い基礎知識ならびに研究推進に必要な技法 

・広い視野に立って課題を設定し，研究開発活動を独力で推進できる能力 

・高度専門技術者・研究者として守るべき倫理や負うべき社会的責任を自覚し，幅広い視野

をもって社会の発展をリードできる能力 

 

教育の特徴  

１）博士前期課程では，2020年度に改組を行って 10専攻から３専攻の体制に移行し，新しい

教育課程のもと，ジェネラリストとスペシャリストの資質を兼ね備えた人材の育成をすす

めている。改組にあわせ，経営感覚とアントレプレナー精神を備えた高度専門技術者の育

成を主専攻として行う「経営技術革新工学コース」を産業創成工学専攻の中に設け，社会

ニーズに応えている。 

２）博士後期課程では，2013年度の改組により導入した教育課程のもと，学際性や実践力を

備えた博士人材の育成をすすめている。 

３）博士前期課程では POS-C（Program of Study Committee）により個々の学生に対してオー

ダーメードのカリキュラムを構築し，博士後期課程では学際性や実践力に係る科目を必修

化するなど，コースワークを重視している。 

４）産業界から求められている実践的教育を学際的に推進するため，博士前期課程に「創業

型実践大学院工学教育コース」，博士後期課程に「産業現場に即応する実践道場」を副専攻

として設けている。 

５）多くの原子力発電所が立地する県の国立大学として原子力人材の育成を重視しており，

附属国際原子力工学研究所との協力のもと，高度で実践的な原子力教育を行っている。 
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６－２ 教育実施体制の状況 

１）博士前期課程の改組：博士前期課程では，将来の産業構造の変革に柔軟に対応できる人

材の育成を一層進めるため，2020年度に改組を行い，研究分野に根差していた縦割型 10専

攻体制から分野横断型の３専攻体制に移行した。３専攻は，社会や産業からのニーズが高

い「ものづくり」「社会インフラ」「情報化社会基盤」に対応した構成とし，幅広い知識・

俯瞰的視野を重視する分野横断型教育を行うため，「スペシャリストとしての専門知識と同

時に，分野の多様性を理解し，異分野との融合を見据えることができるジェネラリストと

しての幅広い知識・視野を持つ人材を育成する教育課程」を整備した。新しい教育課程に

は，幅広い基礎力の育成を行う「共通科目群」と専門分野の深い知識を修得させる「重点

科目群」を設け，履修ルールや科目配置を工夫することにより，ジェネラリストとスペシ

ャリストの両方の資質の獲得を全員に担保しつつ，キャリア展望に応じた科目選択により

各自が重視する領域の能力をさらに伸ばすことができるようにした（資料 6-2-1, 6-2-2）。

こうした分野横断型の教育課程の実施にあたっては，2016年度から運用してきた教教分離

体制を活用している（資料 2-1-3（再掲））。 

２）博士後期課程：博士後期課程は 2013年度の改組以来１専攻の体制であり，学際性や実践

力を備え専門分野において中核となって活躍できる人材の育成をすすめている（資料 6-2-3，

6-2-4）。 

３）副専攻：産業界から求められている実践的教育を学際的に推進するため，副専攻として，

博士前期課程に「創業型実践大学院工学教育コース」，博士後期課程に「産業現場に即応す

る実践道場」を設けている。 

４）経営技術革新工学コース：博士前期課程において，これまで「創業型実践大学院工学教

育コース」（副専攻）が技術経営マインドを持った人材の育成に成果をあげてきたことを踏

まえ（資料 6-2-5），2020年度の改組において経営感覚とアントレプレナー精神を備えた高

度専門技術者の育成を副専攻としてではなく主専攻として行う「経営技術革新工学コース」

を産業創成工学専攻の中に設置した。 

５）敦賀キャンパスの整備：2018年度に，附属国際原子力工学研究所を擁する敦賀キャンパ

スに原子力に係る教育資源を集約し，同一キャンパス内で学部-大学院一貫の原子力人材の

育成ができる体制を整備した。 

６）英語のみで修了できるコース：主に外国人留学生が英語のみで修了できるコースとして，

博士前期課程に「国際総合工学特別コース(GEPIS)」（2001年度～），博士後期課程に「国際

技術研究者育成コース(GEP for R&D)」（2012年度～）を設けている（資料 6-2-6, 6-2-7）。

いずれも，入学時期は４月と 10月である。GEPISについては，2020 年度の博士前期課程の

改組にあわせ，各講座が提供するカリキュラムについて担当教員の負担の偏りを軽減しな

がら講座の専門分野を網羅するように再構築した。 

 ※GEPIS：The Global Engineering Program for International Students 

※GEP for R&D：The Global Engineering Program for Research and Development 
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６－３ 教育活動の状況 

ア．学位授与方針及び教育課程方針 
2020 年３月に，第３巡目の認証評価の基準を踏まえ，2019年度までの入学生に対する学

位授与方針及び教育課程方針を再整備するとともに，改組後の博士前期課程の学位授与方

針及び教育課程方針を策定した（資料 6-2-2（再掲））。 

 
イ．教育課程の編成，授業科目の内容 
  １) 教育課程の編成：工学研究科のカリキュラムは教育課程方針に基づいて編成され，学位

授与方針に規定された知識・能力等を修得するために必要な授業科目を，相互の関連や年

次配分のバランス等を考慮して配置している。こうしたカリキュラムの体系性は，カリキ

ュラム・ツリーやカリキュラム・マップに示され，公開されている（資料 6-3-1～6-3-4）。 

   博士前期課程の授業科目は，研究科共通科目，専攻共通科目及び分野開講科目の３つに

分類される。研究科共通科目では，数学や物理等に関する基礎的知識だけでなく，環境や

エネルギーについての科目，技術経営やベンチャービジネスに関する科目等も開設し，自

然環境との調和や技術者倫理，起業家精神や知的財産権など，高度専門技術者・研究者と

して必要な基礎的素養を身に付けさせる授業を行っている。専攻共通科目では，講義・実

験・実習を組み合わせ，専攻に共通する基礎的科目の授業を行っている。分野開講科目で

は，高度の専門的知識及び能力を習得させることを目的に，専門性の高い授業を行ってい

る。さらに，学生に最適な教育を提供するため，以下のような特色ある教育課程となって

いる。※改組後の博士前期課程のカリキュラムに固有な特徴については６）で述べる。 

・英語コミュニケーション能力の向上を目的に，ネイティブスピーカーを中心とする英語

教育の専門家による授業科目を全ての専攻で開設している。 

・学問と実践を組み合わせた教育を行うことを目的に，３ヶ月程度の長期に渡るインター

ンシップを実施する授業科目「長期インターンシップ」（４単位）を全ての専攻で開設し

ている。 

・大学が保有するシーズをもとに，製品開発とビジネスプランの実践を通じた人材育成を，

産・官・学・民が連携して行う「創業型実践大学院工学教育コース」（10単位）を設置し

ている。 

・アジアを中心とする海外からの留学生も多いため，留学生を対象に英語で授業及び研究

指導を行う「国際総合工学特別コース」を設置している。 

・教育地域科学部，医学部と共同して生命科学複合研究教育センターを設立し，生命科学・

医学・人間科学と工学との複合領域を学ぶコースを設置している。 

・学生の目的に向けて自ら学習すべき事項を見出し，教員の指導の下で学習を進めていく

学習形態である PBL（Project-Based Learning）を開講している。PBLには特別な予算措

置も講じている。 

 

   博士後期課程のカリキュラムは，専門能力の育成を目的とする主専門系と，学際性・実
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践力の育成を目的とする副専門系の二本柱の構成となっている。主専門系は，所属する講

座の専門科目及び主専門研究ゼミナールであり，副専門系は，実践科目，討論形式科目，

所属する講座以外の専門科目，副専門研究ゼミナールである。主専門系，副専門系を構成

する科目の概要は以下の通りである。 

［専門科目］最先端の専門知識を修得させることを目的とする。各講座が，それぞれの専門

分野にかかわる多彩な科目を開講する。 

［主専門研究ゼミナール］専門分野における研究能力を向上させることを目的とし，専門分

野に関する論文輪読，文献紹介，研究の進捗報告や進め方に関する検討などを行う。 

［討論形式科目］学際性とともに，幅広い視野，倫理，社会的責任感を身に付けさせること

を目的とする。学生同士の討論を主とする。 

［実践科目］高度専門技術者にとって必要な実践力を身につけさせることを目的とする。イ

ンターンシップや産業界で活躍するために必要な知識や能力を涵養する科目など，多彩な

科目が用意されている。 

［副専門研究ゼミナール］学際性育成を主な目的とする。他の研究室のゼミや成果報告会な

どに参加して専門分野以外の動向を知るとともに，自分の研究内容を他分野の人に説明す

ることを通して，プレゼンテーション力を向上させ，自分の専門性を深化させる。 

２）副専攻による人材育成：産業界から求められている実践的教育を学際的に推進するため，

副専攻として，博士前期課程に「創業型実践大学院工学教育コース」（以下，「創業型」と

いう），博士後期課程に「産業現場に即応する実践道場」（以下，「実践道場」という）を

設けている。 

技術経営を学修の柱とする「創業型」では，起業した卒業生を講師に招いた科目を 2017

年度に開講するなどコース内容の充実・体系化を進め，2019年度の単位修得者（博士前

期課程学生）が 203名と 2015年度の 1.8倍にまで増加した（2020年度は実施できない授

業が出るなどコロナ禍の影響により 177名）。特定の高い要件を満たした者が対象となる

『技術経営カリキュラム修了証』を授与される学生も毎年増え，2018 年度に 20名（2015

年度の２倍）となり，2019年度も 19名と高い水準を維持した（資料 6-2-5（再掲））。2020

年度は，インターンシップ（企業派遣実習）の実施が見送られるなど，コロナ禍の影響に

より同カリキュラムを通常通りには実施できず修了要件を満たすことが難しくなったも

のの，９名の学生に修了証が授与された。修了証を授与された学生に対するアンケート調

査（2019年度）では，「副専攻の科目を履修したことで，今後社会人として専門性を持っ

て活躍する上で，より活躍の幅が広がると思う」との回答が 94％を占めた。 

産業現場に即応できる能力を涵養する「実践道場」についても，海外展開する日系企業

を現地で調査する「グローバル市場探索演習」を 2016 年度に開講するなど内容の充実を

進め，単位修得者（博士後期課程学生）が毎年 15名～19名と 2015年度の 11名を一貫し

て上回った（2020年度は 19名）。このように，２つの副専攻による人材の育成が第２期

から大きく進展した。 

「創業型」と「実践道場」はそれぞれ文部科学省特別教育研究経費（概算要求）（2006

～2008 年度）と文部科学省特別教育研究経費（概算要求）（2010～2012年度）の支援を受
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けて開始したものであり，支援期間終了後は，改善を図りながら自主財源で継続している。

これら２つの副専攻による実践教育は改組後の博士前期課程（2020年度～）においても

同様である。 

３）原子力人材の育成：東日本大震災以降に高まってきた「実践的な原子力専門教育，原子

力規制教育，廃止措置教育」などの社会的要請に応え，原子力・エネルギー安全工学専攻

と附属国際原子力工学研究所が協力し，日本原子力発電敦賀総合研修センターが所有する

原子力発電教育用シミュレータなど地元の原子力施設を活用した実習を実施するなど，実

践的教育による原子力人材の育成を行っている（資料 6-3-5）。これらの取組は，文部科

学省や原子力規制庁の４件の競争的外部資金（うち「国際原子力人材育成イニシアティブ

事業」「原子力規制人材育成事業」の２件は第３期に採択）の支援を受けている。上記の

実習等は授業科目（原子力 PBL１及び２）に組み込まれている。第３期に原子力に係る教

育資源の敦賀キャンパスへの集約を進めて履修環境を向上させ，これらの科目の単位修得

者数（博士前期課程学生）は 2015年度３名→2019年度 15名と大きく伸びた。また，「官

学連携による原子力人材育成（福井モデル）」で整備した原子力安全評価・規制に関する

Eラーニング教材を，2020年度の博士前期課程改組に合わせた新規開講科目「原子力規制」

の中で活用することを決定するなど，これまでの支援で整備したリソースを教育プログラ

ムの質の向上に活かす取組を進めた。 

  このような福井の地ならではの原子力教育は改組後の博士前期課程（2020 年度～）に

おいても同様である。 

４）卓越大学院プログラム：2018年度に「PEP（パワー・エネルギー・プロフェッショナル）

卓越大学院プログラム」（責任大学：早稲田大学）が文部科学省の「卓越大学院プログラ

ム」に採択され，2019年度から学生を受入れている。これは，本学を含む国内 13大学の

連携のもと，電力・エネルギーインフラにかかわる産業分野をリード・変革できる博士人

材を育成する５年一貫の体系的教育研究プログラムである（資料 6-3-6）。工学研究科は

博士前期課程電気・電子工学専攻及び博士後期課程総合創成工学専攻電子システム分野を

中心に同プログラムに参画しており，2019 年度に博士前期課程電気・電子工学専攻に進

学した１名が選抜試験を経て全国から集まった約 20名と学修を開始した。2020 年度の博

士前期課程改組後も同プログラムへの参画を継続し，2020年度には 2名，2021 年度には

1名が合格した。現在 4名の大学院生が PEP 卓越大学院プログラムで学んでおり，電力・

エネルギー分野における高度博士人材の育成が進んでいる。 

５）医工連携の学際教育：ライフサイエンスイノベーションセンターと協力し，医工連携の

学際的教育として「生命複合科学特論 I，Ⅱ」を博士前期課程の学生向けに開講し（2006

年度～），オリエンテーションでの周知や時間割上の工夫により履修を促している。第２

期には生命複合科学特論 Iの単位修得者が第１期の約２倍に増えたが，第３期にも増加傾

向が続き，第３期４年間の同科目の単位修得者は 166 名／年と第２期の約 1.5 倍となった

（2019 年度には博士前期課程１年生の半数以上が単位を修得）。同特論Ⅱの単位修得者も

同様に増加傾向である。このように，第１期に開始し第２期に広がった「医」と「工」を

つなぐ学際教育が，第３期にさらに拡大した。 
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  「生命複合科学特論 I，Ⅱ」の実施は改組後の博士前期課程（2020年度～）においても

同様である。 

６）新教育課程（博士前期課程）：博士前期課程では，将来の産業構造の変革に柔軟に対応

できる人材の育成を一層進めるため，研究分野に根差していた縦割型 10専攻体制から分

野横断型の３専攻体制へと 2020年度に移行した。３専攻は，社会や産業からのニーズが

高い「ものづくり」「社会インフラ」「情報化社会基盤」に対応した構成とし，幅広い知識・

俯瞰的視野を重視する分野横断型教育を行うため，「スペシャリストとしての専門知識と

同時に，分野の多様性を理解し，異分野との融合を見据えることができるジェネラリスト

としての幅広い知識・視野を持つ人材を育成する教育課程」を整備した。 

新カリキュラムの特徴は，ジェネラリストとスペシャリストの資質を兼ね備えた人材が

育成できるよう設計されている点にある。専門分野を超えた幅広い視野の獲得は主に工学

研究科共通科目が担う。専攻に設けた４つの「専攻科目群」の各々から履修することによ

り，専攻の中で分野の垣根を超えた知識・能力等を修得する。さらに，コースが定める２

つの「重点科目群」から一定の単位を修得することにより，特定の分野のスペシャリスト

としての資質・能力を修得する。その上で，研究科共通科目，自専攻科目，他専攻科目（必

修以外）の中から必要に応じて履修することにより，ジェネラリスト志向，スペシャリス

ト志向，あるいはコミュニケーション力・実践力の重視など，各自のキャリア展望に応じ

て重視する資質をさらに伸ばすことができる（資料 6-2-1（再掲）, 6-2-2（再掲））。 

 

ウ．授業形態，学習指導法 
１）授業形態（博士前期課程（改組前））：各分野の専門科目において修士レベルの専門的な

内容を教授している。専攻共通科目では，修士論文研究を進める上で必要となる専門知識

を獲得できる「特別演習及び実験」,学生が主体的に課題に取組む中で技術的視野と課題解

決能力の幅を広げることができる PBL 科目，実践的な科学技術英語の運用能力を涵養でき

る英語科目，外部講師が産業界の最新の技術動向などを紹介する特別講義，企業現場での

実践を通して研究・開発の方法論を修得する長期インターンシップなどを実施している。

また，所属専攻に依らず履修できる工学研究科共通科目には，数学系科目，生命科学系科

目，実践力創生系科目，エネルギー・環境系科目，グローバル系科目，留学生向科目を配

置し，専門にとらわれない幅広い知識の修得と視野の拡大を図ることができる授業を実施

している。 

  学生が座学の科目（多くは専門分野の科目）と非座学の科目（PBLなどの実践系科目）を

バランスよく受講するよう，「最低 10単位は実践系の科目以外から履修する」というルー

ルを設け学生便覧で周知している。そうした配慮のうえで実践系科目の履修を入学時オリ

エンテーションなどで促しており，PBL 科目の単位修得者は 2015年度 62名→第３期４年間

72 名／年と増加した。PBL科目については，公募による競争的資金配分を行うことにより

高い水準の内容を担保した。 

PBL 科目を含め専攻開講科目の３～４割程度は“黒板とチョークによる古典的スタイル”

ではない授業スタイルであり（PBL科目のほかに，科学英語コミュニケーション，長期イン
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ターンシップなど），アクティブ・ラーニングや peer teaching & learning などを通して

問題発見・解決能力やコミュニケーション能力の育成を図っている。 

改組後の博士前期課程（2020年度～）については，５）で述べる。 

２）授業形態（博士後期課程）：各分野の専門科目において博士レベルの専門的な内容を教授

している。主専門研究ゼミナールでは，専門分野に関する論文輪読，文献紹介，研究の進

捗報告や進め方に関する検討などを行う。討論形式科目では，学生同士の討論を主体とし

た授業を展開する。副専門研究ゼミナールでは，他の研究室のゼミや成果報告会などに参

加して専門分野以外の動向を知るとともに，研究内容を他分野の人に説明することを通し

て，プレゼンテーション力を向上させ，専門性を深化させる。実践科目は，インターンシ

ップや産業界で活躍するために必要な知識や能力を涵養する授業など科目の目的に応じた

適切な形態で実施される。 

３）多様なインターンシップ：工学研究科では実践力の育成を重視しており，その一環とし

て，産業現場で必要な総合的判断能力や高度な知識の育成を図る「長期インターンシップ」

を博士前期課程及び博士後期課程に設けている。パンフレットを作成し新入生に配布する

とともに（資料 6-3-7），個別質問に対応するための説明会を開催するなど，参加を促す取

組を進めた結果，博士前期課程での同インターンシップの単位修得者は 2015年度２名→

2019 年度９名と大幅に増加した。９名のうち５名は「同年代の海外の学生と交流を持ちた

い」等の理由により海外でインターンシップを行った。キャンパスのグローバル化に伴い，

インターンシップ先に海外を選択することへのハードルが低くなったものと考えられる。 

長期インターンシップに参加した学生からは，「学問的な知識だけでなく様々な考え方や

グローバル社会における多様性も身に付けることができて非常に良い経験になった」「普段

と違うアメリカの大学院という環境で自分を客観的に見直すことができた」「建築設計のプ

ロセスや醍醐味を身に付け，建築設計実務の楽しさ・仕事のやりがいを実感することがで

きた。長期インターンシップ終了後も積極的にプロジェクトに関わっていきたい」などの

声が寄せられ，高い教育効果があがったことを確認できた。 

なお，長期インターンシップは，文部科学省「派遣型高度人材育成共同プラン」（2008年

度以降「産学連携による実践型高度人材育成事業」）の支援を受けて開始したものであり，

支援期間（2006～2010年度）の後も改善を図りながら自主財源で継続している。 

博士前期課程には，長期インターンシップのほか，大学院で学んだ専門知識を企業現場

で課題解決に活かす「企業派遣実習」（創業型実践大学院工学教育コースのインターンシッ

プ），建築士事務所等での実務を通して建築設計・構造設計・設備設計の知識を深めるとと

もに職業倫理を身に付ける「建築インターンシップ」（建築建設工学専攻）を設けており，

オリエンテーション等を通して履修を促している。これらのインターンシップの単位を修

得した博士前期課程の学生は，2015年度の７名から 2019年度には 15名と約２倍に増えた。 

COVID-19の影響は大きく，2020年度に博士後期課程の学生 1名が長期インターンシップ

の単位を修得したほかは，2020 年度及び 2021年度（10月現在）にインターンシップ科目

（長期インターンシップ，企業派遣実習，建築インターンシップ）の単位修得者はいない。

企業派遣実習の場合，2020年度は実施を自粛し，2021 年度は再開したものの企業側からの
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希望がなく実施に至らなかった。 

４）シラバスの整備：各科目について，到達目標，毎回の授業内容，事前学習・事後学習の

内容，前提となる科目，成績評価方法などをシラバスに記載し，学習の指針としている。

しかし，第３期現況分析の過程で実施したシラバスの検証により，15回に分けた記載，事

前学習と事後学習の記載，成績評価方法の記載が十分ではない例が見つかっている。 

５）授業形態（博士前期課程（改組後））：各分野の専門科目において修士レベルの専門的な

内容を教授している。専攻共通科目と工学研究科共通科目の役割を見直し，専攻共通科目

では，修士論文研究を進める上で必要となる専門知識を獲得できる「特別演習及び実験」,

外部講師が産業界の最新の技術動向などを紹介する特別講義などを実施し，工学研究科共

通科目（外国語科目，インターンシップ科目，PBL科目，生命科学科目，留学生向科目）で

は幅広い知識の修得と視野の拡大を図ることができる授業を実施している。 

 

エ．履修指導，支援 
１）POS-Cによる指導：博士前期課程では，複数教員からなる POS-C（Program of Study 

Committee）がコースワークの効果を高める集団指導を行っている（過大な単位修得の抑制，

必修に準じて履修すべき科目の設定，PBL科目の受講，２年次開始時の履修状況の確認と必

要に応じた履修計画の見直し指導など）（資料 6-3-8）。これは，大学院 GP「学生の個性に

応じた総合力を育む大学院教育」（2007～2009年度）の取組で高く評価され，その後も細か

な改良を加えながら 10年以上運用しているものである。修了時の学生に対するアンケート

調査では，POS-Cの制度のもとで受けた教育及び研究指導に対する評価（５点満点）が，2015

年度 3.94→2016年度 4.09→2017年度 4.05→2018年度 4.21→2019年度 4.22と上昇傾向を

示した。また，2019年度の学生生活実態調査では，博士前期課程の専門の授業に対する満

足度を尋ねた設問に対し，回答者の 69％が４択中最上位の「どの授業も満足している」と

回答した（上位２択までの回答は 96％）。さらに，2019年度の意識・満足度調査では，専

門的知識・能力，課題探求・問題解決能力及び自己学習力，創造力，幅広い視野の修得状

況について，博士前期課程修了を控えた回答者の 93％～99％が肯定的に回答した（５択中

上位３択を選択）。これらを総合すると，POS-Cの指導が充実したことによってコースワー

クの効果が高まり，それも一助となり高い授業満足度や能力の修得状況に対する高い肯定

感が得られたと考えられる。 

  POS-C による２年間を見通したオーダーメード・カリキュラムの作成とそれに基づく履修

指導は，改組後の博士前期課程（2020年度～）においても同様である。 

 ※大学院 GP（大学院教育改革支援プログラム）: 大学院教育の実質化を推進することを目的とし，

大学院博士課程, 修士課程を対象として，優れた組織的・体系的な教育取組に対して重点的な支

援を行う文部科学省のプログラム 

   ２）修士論文研究の指導に係る取決め：従来，修士論文研究の進捗状況を組織的に確認する

方法については，その実施の有無も含め専攻に任されてきた。2019年度に工学研究科とし

て「修士論文研究の進捗状況の確認とそれに基づく指導を，中間発表会の実施，学会・研

究会等での発表，中間報告書の提出のいずれかにより行う」とする取決めを行い，全ての
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専攻において組織的な研究指導を一定の水準で実施するようにした。これは改組後の博士

前期課程（2020年度～）においても継続している。 

   ３）計画的な指導：博士前期課程，博士後期課程のいずれにおいても，履修方法の概要や注

意点などを入学時のオリエンテーションにより周知している。また，新学期の前に，学生

ポータルから必要事項を周知している。 

     博士前期課程では，各専攻で「研究指導計画」を定め，入学時に修士論文研究への取組

み方を提示している。博士後期課程では，主指導教員１名及び副指導教員２名を定め，「研

究指導計画書」を入学時に作成している。 

   ４）オフィスアワー：オフィスアワーを全教員が設定し，シラバスで周知している。 

   ５）英語による発表を行う学生へのサポート：「科学英語オープン」において英語での論文投

稿や学会発表を行う学生に対し，英語を専門とする教員が英語原稿の準備などについて相

談に応じている。2019 年度には 50 件の利用があった。 

 

オ．成績評価 
  １）成績評価の基準：成績評価方法の国際通用性を高める全学の方針に沿って 2016 年度に５

段階成績評価による GPA制度を導入した。さらに，「多面的かつ厳格な成績評価のガイドラ

イン」（全学で 2017年度に策定）に従った厳格な成績評価を進めた（資料 5-3-16（再掲））。

2019 年度の意識・満足度調査では，各科目の成績評価基準の妥当性について肯定的な回答

が多くを占めた（５択中上位２択と３択の回答の割合が，博士前期課程修了予定者ではそ

れぞれ 67％と 98％，博士後期課程修了予定者ではそれぞれ 60％と 100％）。 

２）異議申し立て：成績評価に対する学生からの申し立てについて，受付け方法や対応手順

が『工学部・工学研究科の「成績に関する申し立て」に関する申合せ』に定められている

（申し立ては，担当教員に対して行い，解消されない場合は教務学生員会に対して行う）。

また，新入生に配付する「大学院学生便覧」の「キャンパスルール」の「履修上の制度」

に，成績に関する申し立ての概要を掲載している。なお，2021 年度現在，申合せ自体は大

学院学生便覧には掲載されていない。 

３）GPA 分布の検証：成績評価の質の確保を進めるため，博士前期課程及び博士後期課程につ

いて，専攻別 GPA分布を工学部及び大学院工学研究科教育委員会において検証する取組を

2021年度に開始した。2021年度には，分布に極端な偏りは見られないことを確認している。 

 
カ．修了判定 
 １）修了判定等に係る規定等：以下の通り整備している。 

・修了の要件を定めた規定（資料 6-3-9） 

・修了判定の手順が確認できる資料（資料 6-3-10） 

・学位論文の審査に係る手続き及び評価の基準（資料 6-3-11） 

・修了判定に関する教授会等の審議及び学長など組織的な関わり方が確認できる資料（資

料 6-3-12） 

・学位論文の審査体制，審査員の選考方法が確認できる資料（資料 6-3-13） 
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２）カリキュラム・マップ，カリキュラム・ツリーの整備：修士論文と博士論文はディプロ

マ・ポリシーに基づいて審査を行い，コースワークの成果も総合的に評価される。この点

を踏まえ，2019年度に博士前期課程と博士後期課程においてカリキュラム・マップとカリ

キュラム・ツリー（フロー）を作成・公開し，ディプロマ・ポリシーに掲げる能力等とコ

ースワークとの関係を明確に示した。 

３）審査項目の見直し：上記のカリキュラム・マップとカリキュラム・フローの整備とあわ

せ，2019年度に修士論文と博士論文の審査項目を見直した。特に，修士論文では審査項目

を２項目（目的，考察）から６項目（新規性・有用性，目的，方法，結果，考察，結論）

に増やし，より多角的な視点で審査を行うこととし，2020年度から正式に運用している。 

 

キ．学生の受入 
 １）アドミッション・ポリシーの見直し：2020 年度入試から適用する学生受入方針を，第３

巡目の認証評価の基準を踏まえて策定・公開した（資料 6-3-14, 6-3-15）。 

２）志願倍率：博士前期課程全体（募集人員 253名，GEPISを含む）の志願倍率は，改組前の

2016～2019年度には 1.31から 1.43であり，改組後の 2020年度と 2021年度はいずれも 1.15

である。年度ごと，専攻ごとの志願倍率は資料に示す（資料 6-3-16）。 

  博士後期課程（募集人員 22名，GEP for R&Dを含む）の 2016～2021年度における志願倍

率は 0.82から 1.32である。年度ごとの志願倍率は資料に示す（資料 6-3-16（再掲））。 

３）入学定員充足率：以下の表に示す通りである（資料 6-3-17）。 

博士前期課程（改組前）の入学定員充足率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    博士前期課程（改組後）の入学定員充足率 

 

 

 

改組前の専攻（入学定員） 入学定員充足率（2016～2019 年度の平均） 

機械工学専攻（32） 134％ 

電気・電子工学専攻（30） 116％ 

情報・メディア工学専攻（31） 103％ 

建築建設工学専攻（28） 101％ 

材料開発工学専攻（24） 116％ 

生物応用化学専攻（21） 120％ 

物理工学専攻（18） 114％ 

知能システム工学専攻（27） 115％ 

繊維先端工学専攻（15） 175％ 

原子力・エネルギー安全工学専攻（27） 99％ 

改組後の専攻（入学定員） 
入学定員充足率 

2020 年度 2021 年度 

産業創成工学専攻（85） 106％ 108％ 

安全社会基盤工学専攻（84） 108％ 101％ 

知識社会基礎工学専攻（84） 113％ 114％ 
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博士後期課程の入学定員充足率 

専攻 

（入学定員） 

入学定員充足率 

2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

総合創成

工学専攻

（22） 

109％ 132％ 95％ 91％ 82％ 127％ 

 

４）大学院原子力コースへの進学者確保：重点分野である原子力安全工学に係る人材育成を

進めるため，工学部と工学研究科の協力のもと，2016 年度に工学部に「原子力安全工学基

礎コース」（副専攻）を設置し，安全社会基盤工学専攻原子力安全工学コース（以下，「大

学院原子力コース」という）への入学者の確保を図った（資料 6-3-18）。副専攻設置後４年

を経た 2020年度には，副専攻の修了者 13名（高い要件を満たして副専攻修了証を授与さ

れた者）のうち６名が大学院原子力コースに入学した。これは，同コースへの入学者 25名

の約 1／4を占める。また，この６名は学部において機械・システム工学科原子力安全工学

コース（学部の原子力コース）以外のコースに所属していた学生であり，同副専攻は大学

院原子力コースへの進学者を工学部から広く確保する役割を果たしている。 

５）英語のみで修了できるコースへの正規留学生受入れ：主に外国人留学生が英語のみで修

了できるコースとして，博士前期課程に「国際総合工学特別コース(GEPIS)」（2001年度～），

博士後期課程に「国際技術研究者育成コース(GEP for R&D)」（2012年度～）を設けている

（資料 6-2-6（再掲）, 6-2-7（再掲））。第３期４年間には原子力・エネルギー安全工学専

攻（～2019年度）を中心に「アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ（ABE

イニシアティブ）」による GEPISコースへの留学生の受入を進めるとともに，2019年度入試

からホームページに出願書類の電子データを掲載し，海外居住者の出願が容易になるよう

利便性の向上を図った。これらの結果，受入れた外国人留学生（正規生）は，GEPISでは第

２期６年間 1.7名／年 → 第３期６年間 4.7 名／年，2012年度開始の GEP for R&Dでは第

２期４年間１名／年 → 第３期６年間 3.5名／年といずれも増加し，両コースは大学院課

程への正規の外国人留学生の受入に貢献した。年度ごとの受入れ人数は以下の通りである。 

 英語による授業だけで修了できるコースへの正規留学生の受入れ人数 

コース 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

GEPIS 2 名 7 名 0 名 6 名 7 名 6 名 

GEP for 

R&D 
1 名 4 名 4 名 4 名 3 名 5 名 

  なお，2020，2021年度には，GEPISコースや GEP for R&Dコースに入学したものの，渡

日できず母国でオンライン授業を履修しながら渡日できる機会を待つ学生や，やむを得ず

休学する学生がでた（入学と同時に休学することは通常できないが，コロナ禍の特例とし

て認められた）。 

６）志願者確保：新しい入学層の開拓を目的に海外での入試広報を強化し，2019 年８月にタ

イの「留学フェア」（日本学生支援機構（JASSO）主催）に参加して志願者確保に努めた。
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その結果，2019年度実施の入試において志願者１名を得た（2020年４月に博士前期課程に

入学）。また，科学技術振興機構（JST）による「さくらサイエンスプラン」で学術交流協

定校から優秀な修士の学生を研修に受入れ，博士後期課程の魅力をアピールした。その結

果，2018年 10月と 2019年４月に１名ずつ博士後期課程への入学者を確保できた。 

 

６－４ 教育成果の状況 

ア．修了率，資格取得等 
 １）修了率（博士前期課程）：第３期現況分析で用いた方法により算出した修了率は以下の通

りである。 

    標準修業年限内修了率 

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

90.5％ 92.4％ 94.8％ 95.4％ 93.0% 

「標準修業年限×1.5」年内修了率 

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

91.7％ 92.3％ 93.0％ 95.1％ 95.4% 

2015 年度に受審した認証評価では，標準修業年限内修了率（５年間平均値）及び「標準

修業年限×1.5」年内修了率（５年間平均値）はそれぞれ 87.3％と 89.5％であり，第３期は

これらの値を上回っている。また，第３期の現況分析では，「標準修業年限×1.5」年内修了

率が 85％未満の場合を「（同修了率が）相当程度低い」とする判断基準が用いられたが，上

記の修了率はこの基準に抵触しない。 

 意識・満足度調査では，博士前期課程修了予定者に研究指導に対する満足度を問う設問

について，５択中上位２択の回答が 2015 年度 70％→2019 年度 77％と着実に増加した（上

位３択までの回答は 2019 年度 94％）。こうした研究指導の充実が修了率の向上につながっ

たものと考えられる。６－３－エ－１）で述べたように，POS-Cによる集団指導の質が第３

期に向上したことも良好な修了率に貢献したと考えられる。 

２）修了率（博士後期課程）：第３期現況分析で用いた方法により算出した修了率は以下の通

りである。 

    標準修業年限内修了率 

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

39.3％ 37.0％ 54.2％ 59.3％ 50.0％ 

「標準修業年限×1.5」年内修了率 

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 

85.0％ 53.3％ 50.0％ 51.9％ 66.7％ 

博士後期課程では，地域産業界の技術者に対するキャリアアップ支援の観点から社会人
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学生を積極的に受入れている。2019 年度までの好況下において，社会人学生が本務に割く

時間が増えて在籍期間の長期化傾向が強まったが，その一方で長期履修制度の利用が進ま

なかったことが標準修業年限内修了率及び「標準修業年限×1.5」年内修了率が低い一因と

考えられる。2015 年度認証評価における標準修業年限内修了率（５年間平均値）及び「標

準修業年限×1.5」年内修了率（５年間平均値）はそれぞれ 46.2％と 53.8％であり，一方

第３期ではそれぞれの５年間平均値は 48.0％と 61.4％となっており，第３期の状況は以前

より改善している。しかし，第３期の現況分析では，「標準修業年限×1.5」年内修了率が

70％未満の場合を「（同修了率が）相当程度低い」とする判断基準が用いられ，上記の修了

率（５年間平均値 61.4％）はこの基準を満たしていない。 

３）資格の取得：第一級陸上無線技術士，甲種危険物取扱者，第三種電気主任技術者各 1名，

繊維製品品質管理士４名，２級建築士７名など，第３期４年間に 25件（うち 24件が博士

前期課程の学生による）の資格取得が確認できた。また，第一種放射線取扱主任者の筆記

試験合格者が１名いる（博士後期課程）。これらは大学院課程の学びを通して活性化された

主体的な学修活動の成果である。ほかに，高等学校の教員免許（高一種，高専修）が 19件

ある（博士前期課程学生）。 

 

イ．就職，進学 
１）就職率：実就職率は，博士前期課程では 2016年度 98.4％→2017年度 98.9％→2018年度

99.3％→2019年度 100％→2020年度 99.6％と高い水準で推移している。博士後期課程では

2019 年度に 92％であるほかは 100％である。修了生の就職先の業種・職種は，それぞれの

専門性を反映している（資料 6-4-1）。 

  ２）内部進学：2016年度から 2021年度の間，博士前期課程から博士後期課程に進学した学生

（内部進学者）の数は，９名→８名→２名→５名→４名→15名と推移した。 

３）進路への満足度：2019年度の意識・満足度調査において修了を控えた大学院生に「進学・

就職先」への満足度を尋ねた結果，肯定的な回答が大多数を占めた（５択中上位２択と３

択までの回答が，博士前期課程ではそれぞれ 77％と 96％，博士後期課程ではそれぞれ 71％

と 100％）。 

４）就職先からの評価（総合的な満足度）：就職先に対する「福井大学の教育と卒業生につい

てのアンケート調査」では，工学研究科修了生の採用に満足しているとの回答が 2013年度

92％→2019年度 95％へと増えた。また，2019年度の同アンケート調査の結果，本学卒業生・

修了生の３年以内の離職率が 9.9％と全国平均の 32％に比べて非常に低いことが明らかに

なった（工学研究科修了生も同様と考えられる）。 

５）就職先からの評価（知識・能力等）：修了生の就職先に対して「福井大学の教育と卒業生

についてのアンケート調査」を実施し，修了生の学修成果（20項目）を４段階評価（スコ

ア１～４）で尋ねた。その結果，(i)「専門分野の基礎知識・技術がある」「仕事に対する

熱意・意欲がある」などにおいて本研究科修了生が新卒採用者全体のスコアを 0.3以上上

回るなど，20項目すべてについて本研究科修了生は新卒採用者全体のスコアを上回った。 

(ii) 第２期の調査では本研究科修了生は新卒採用者全体のスコアを 20項目の平均で 0.13
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上回っていたが，2019年度には上回り幅が拡大して 0.18となった（資料 6-4-2）。 

６）県内定着：博士前期課程修了者と博士後期課程修了者をあわせた県内への就職者は, 2015

年度（第２期最終年度）から 2020年度にかけて 47名→44名→43名→46名→49名→34名

と推移した。2020年度に減少が目立つが，一時的なことか注視する必要がある。 

 

ウ．その他（成果発表，特許等） 
１）学術的な成果（博士前期課程）：博士前期課程では，各専攻で定める「研究指導計画」に

おいて学会等での成果発表に努めるよう求めており（資料 6-4-3），入学時の POS-C による

指導を通して同計画の説明を徹底している。こうした組織的な指導もあり，毎年多くの大

学院生が学会などで成果発表を行った。2019年度には，389 件の国内学会発表，111 件の国

際会議発表，筆頭著者としての査読付き論文 37編の出版などがあった。１年生については，

国内学会発表と国際会議発表の件数をあわせると 273 件となり，ほぼ１人１件の割合であ

る。このほか，130名が他大学や研究機関との共同研究に従事した。 

第３期４年間において，大学院生が筆頭著者として出版した論文のうち，インパクトフ

ァクター（IF）が 2.0以上の論文誌に掲載されたものが 32編，1.0以上では 44編あり，IF12.1

の論文誌に掲載された論文も１編あった（Angew. Chem. Int. Ed.,56, 1055-1058 (2017)）。

学術的な受賞・表彰についても，The 6th IIAE International Conference on Intelligent 

Systems and Image Processing 2018 “Best presentation award”，「2019日本原子力学会

フェロー賞」など，４年間で 154件が確認できた。（資料 6-4-4） 

２）自主的な活動の成果（博士前期課程）：第 11 回情報危機管理コンテスト「経済産業大臣

賞」（2016年度），第５回サンテン・ショップデザインコンペティション「グランプリ」（2018

年度），2018 Optics Outreach Games“ Third Place and People's Choice Award” （2018

年度），JIA ゴールデンキューブ賞 2019/2020「特別賞 学校部門」（2019 年度），第 20 回理

工系学生科学技術論文コンクール「最優秀賞・文部科学大臣賞」（2019 年度）など，学外の

コンテスト等における受賞・表彰等が４年間で 13件確認できた。 

３）学術的な成果（博士後期課程）：2019 年度には 30 件の国際会議発表，筆頭著者としての

査読付き論文 34編の出版など，博士論文研究を中心に学術的な活動の成果があがった。 

第３期４年間において，大学院生が筆頭著者として出版した論文のうち，インパクトフ

ァクター（IF）が 3.0 以上の論文誌に掲載されたものが 16 編，2.0 以上が 29 編，１.0 以

上が 42 編あった。学術的な受賞・表彰等についても，第 89回日本遺伝学会「Best Papers

賞」（2017 年度），情報処理学会 Journal of Information Processing 「特選論文」（2017

年度），International Workshop on Advanced Image Technology 2020“Best Paper Award”

（2019 年度）など，４年間で 25件が確認できた。（資料 6-4-5） 

４）特許出願：第３期４年間に大学院生を発明者に含む特許の出願が 27件あり，うち１件は

博士後期課程の学生を筆頭発明者とする出願である（資料 6-4-6） 

 ５）特別研究員：日本学術振興会特別研究員に採用された博士後期課程の大学院生が，第２

期６年間の 0.5名／年から第３期４年間の１名／年へと増加した。 

６）社会人へのアンケート：工学部・工学研究科では「卒業生へのアンケート」を定期的に

実施している。2019年度には質問項目を見直し，カリキュラムや学修成果を中心に問うた
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（大学院修了後２～４年が経過した者 54名から回答を得た）。その結果，回答者の約５割

が「大学院の専門科目の講義・演習」で学んだ内容が業務を行う上で役立っている，約６

割が「広い視野に立って課題を設定し，研究開発活動を独力で推進できる能力」に関して

大学院で学んだ内容や経験したことが業務を行う上で役立っていると答えている。これら

と比べると，以下については業務を行う上で役立っているとした回答が低かった（括弧内

は肯定的回答の割合）：実践的科目（33％），科学英語にかかわる科目（24％）。 

 

６－５ 学生支援の状況 

１）学習支援：履修上特別な支援を要する学生等に対する学習支援を資料 6-5-1の通り行っ

ている。 

２）就職支援：就職担当教員とキャリアセンターが連携して就職支援を行った。就職担当教

員は，専門性を活かした進路相談，推薦状の発行，合同企業説明会への出席による情報収

集などを行った。キャリアセンターは，合同企業説明会（2018年度約 480社），年間 1,000

回以上の個別企業説明会，年間 50回以上の就職支援講座，面接指導などにより就職活動を

多方面で支援し，大多数の学生がそれらの支援を利用した。 

これらの教職協働による支援は高い評価を得ており，2019年度卒業生・修了生向け合同

企業説明会に参加した企業へのアンケートでは，支援体制への満足度（10点満点）が 2016

年度 8.0→2018年度 8.4と上昇し，また民間の調査では「就職支援に熱心に取組んでいる

大学」として複数学部を有する国立大学の中で１位となった（資料 5-5-2（再掲））。こうし

た支援の結果，就職状況は極めて良好である。 

３）給付型奨学金の支給：2016年度より「福井大学基金」を活用した本学独自の給付型奨学

金が新たに運用されており，これまでに工学部・工学研究科の学生延べ 1,239 名に対し約

4,266 万円の支援を行い，学生から好評を得た。特に，コロナ禍においては，1,134名に対

し「アルバイト収入減奨学金」により 2,835万円を支給するなど支援に努め，学生から「新

型コロナウイルスによる影響で十分にアルバイトができない状況の中，本奨学金を給付し

ていただけたことで，学業や研究室での研究に支障を及ぼすことなく，無事に修士課程を

修了することができました。」などの声が寄せられている（資料 6-5-2）。 

2018 年度に博士後期課程の私費外国人留学生を対象に工学研究科独自の返還を要しない

奨学金制度（工学研究科博士後期課程私費外国人留学生修学支援奨学金）を設けた。2018

年度から 2020年度までに 16名に対して約 638万円の支援を行っている。 

４）敦賀キャンパスにおける支援体制：2018年度に，敦賀キャンパスにカウンセリング室を

設置し，同キャンパスで学ぶ学生への支援体制を整備した。 

   ５）留学生宿舎の拡充：本学では，キャンパスのグローバル化を支える基盤整備の一環とし

て，日本人学生との混住宿舎である「福井大学国際交流学生宿舎」の留学生枠を 2016年度

から段階的に広げている。その施策のもと，工学研究科の留学生が利用できる居室数が増

加し，2016年度７名，2017年度９名，2018年度 10名，そして 2019年度には 12名の工学

研究科留学生が同宿舎を利用した。 
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６－６ 教育の質保証への対応 

１）FD 活動：2016年度策定の「福井大学のファカルティ・ディベロップメントの基本方針（第

３期）」（資料 6-6-1）のもと，全学の FD活動に参加・貢献するとともに，メールマガジン

「アクティブ・ラーニング通信」を年 18～20回配信し（資料 5-3-9（再掲）），「ランチタイ

ムしゃべり場」（研究科長，副研究科長，教務関係の委員長，招待された教員２名による意

見交換会）を毎月開催するなど，全学，研究科，専攻のレベルでの多層的な FD活動を行っ

た。 
２）教員評価：2017年度に教員に対する教育活動評価を実施した。教員の教育活動を，授業

の実施状況，授業の工夫・改善，授業外教育活動，の観点から評価し，自己点検・評価を

促して，工学研究科の教育の質保証を進めた。教育活動評価に加え，研究活動，社会貢献・

国際交流活動，管理運営活動の領域でも同時に評価を実施した（それらの総合評価の結果

が教員に通知され，下位の者は指導や改善勧告の対象）。2019年度には，評価結果の分布の

平準化を進める観点などから評価基準の見直しを行い，新しい基準のもとでの評価を 2021

年度に実施した。 

３）授業改善・評価アンケート：大学院生の声を授業改善に活かせるよう，2019 年度に博士

前期課程で授業改善・評価アンケートを試行的に義務化した。アンケートは新たに作成し，

質問項目は米国 IDEA（Individual Development and Educational Assessment）を参考にし

て定めるなど，国際的に通用する水準のアンケートとした（工学部と工学研究科で 2019年

度から共通に使用）。また，留学生の声を活かすため，英語版のアンケートも作成した（資

料 6-6-2）。 

2019 年度に博士前期課程で授業改善・評価アンケートを実施した結果，「全体的にこの授

業に満足しているか」との問いに対して約９割が肯定的に回答した（資料 6-6-3）。一部で

見られた改善意見も含め，アンケートの結果は，工学部及び工学研究科自己点検・評価委員

会を通して各教員にフィードバックされた。これが授業改善に結びつくよう，教員には改善

策を同委員会に報告することが義務付けられている。なお，本学では，2019 年度に国際ア

ドバイザーを招いて教育全般について国際通用性の観点から評価を受けたが，上記アンケー

トは国際アドバイザーから「学生の授業評価アンケートについて，以前のコメントを踏まえ

てアンケートの形式と内容の改善を図っている」と評価された。 

４）教育・研究指導に対する学生の評価：博士前期課程においては，教育及び研究指導に対

する学生の評価を毎年調べており，また授業への満足度を学生生活実態調査により定期的

に検証している。これらの結果は，６－３－エ－１）に述べた通り良好である。 

５）学修成果の間接評価：定期的な意識・満足度調査により，カリキュラム全体としての能

力育成状況を検証している。2019年度の意識・満足度調査において，修了を控えた大学院

生に対して能力の涵養状況を尋ね，非常に良好な結果を得た。博士前期課程学生からの回

答のうち，５択中上位３択までの肯定的な回答の割合は，「職業人として備えるべき社会的

責任感」について 90％，「グローバル化社会での活躍を志向する態度」について 82％，「課

題探求・問題解決能力，自己学習力」について 96％，「専門的知識・能力」について 99％，



57 
 

「創造力」について 93％，「技術者としての倫理観，社会的責任感」について 94％，「幅広

い視野」について 97％であった。同様に，博士後期課程の学生については，「職業人として

備えるべき社会的責任感」について 92％，「グローバル化社会での活躍を志向する態度」に

ついて 92％であり，残りの５項目については 100％であった。 

６）教育改善への学生の参画：2020年度に，博士前期課程１年生の学生９名と工学研究科の

教員６名による「未来の工学教育をともに創る学生と教員の意見交換会」を開催した（コ

ロナ禍によりオンラインで実施）。これは，2017年度に米国 Rutgers大学で実施した国際ベ

ンチマーキングの結果を踏まえ，工学部・工学研究科で教育改善への学生の参画を進める

ことを目的に 2019年度から実施しているものである（2019 年度は工学部学生が参加）。意

見交換会では，敦賀キャンパスの学生から，文京キャンパスの対面授業に参加しにくいと

の声があり，執行部会で検討の結果，対面授業をリアルタイムで配信するなどの配慮を行

うこととなった。 

  座談会は工学部執行部で計画・実施されたが，2021 年度以降は「工学教育をともに考え

る学生と教員の意見交換会」として工学部及び工学研究科 FD委員会の所掌事項に位置付け

定期的に開催することとなった（2021 年度は 12月に開催）。 

 

【自己評価】 

（１）総評 

以下の分析に基づき，「社会ニーズを踏まえた教育課程のもと，コースワーク，研究指導，成績

評価，修了判定が適切に実施され，学修成果があがり，人材輩出状況は良好である」と判断でき

る。 

2022 年３月には改組後の博士前期課程で学んだ大学院生が初めて修了を迎えるが，今後は，改

組の趣旨に沿った人材育成が進んでいるか継続的にモニターし，その結果を教育の質の一層の向

上に活かすことが求められる。博士前期課程，博士後期課程とも，大学院課程にふさわしい学修

成果・教育成果の可視化を進めるため，大学院生の学外発表，論文出版，受賞・表彰等について

情報を収集・分析する組織的な仕組を構築することが望ましい。 

 

＜実施状況の分析＞ 
①博士前期課程と博士後期課程を設置し，確かな専門性と高い倫理観を有し，自然や環境と調和

した人間社会の豊かな発展に貢献できる高度専門技術者の養成を行っている。博士後期課程で

は，研究者を含むより高度な専門人材の育成を行っている。博士前期課程では，2020 年度に改

組を行い，縦割型 10専攻体制から分野横断型の３専攻体制に移行し，ジェネラリストとスペシ

ャリストの両方の資質の獲得ができる新たな教育課程のもと，将来の産業構造の変革に柔軟に

対応できる人材の育成を進めている。 

 １－１，２－１－２），６－１，６－２－１），６－３－イ，６－３－ウ 

②全ての専攻において３ポリシー（アドミッション・ポリシー，カリキュラム・ポリシー，ディ

プロマ・ポリシー）が第３巡目の認証評価の基準に則して整備されており，教育課程の体系性
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はカリキュラム・マップ，カリキュラム・ツリーにより示されている。 

 資料 6-3-14, 資料 6-2-2, 資料 6-3-15, 資料 6-2-3, 資料 6-2-4, 資料 6-3-1～6-3-4 

③これまで採択された各種事業において高い評価を受けた教育内容や手法を教育課程の質の向上

に活かしており，POS-C（Program of Study Committee）によるオーダーメード・カリキュラム

の構築（博士前期課程），実践教育を学際的に推進するための副専攻「創業型実践大学院工学教

育コース」（博士前期課程），「産業現場に即応する実践道場」（博士後期課程）の設置などによ

り，個々の学生に適したコースワークを提供するとともに，産業界から求められている実践的

能力の育成を重視した教育を行っている。 

 ６－３－エ－１），６－３－イ－２），６－３－ウ－３） 

④2020 年度の博士前期課程改組にあたり，上記副専攻による実践的人材育成の成果を踏まえ，「経

営技術革新工学コース」を産業創成工学専攻の中に設け，経営感覚とアントレプレナー精神を

備えた高度専門技術者の育成を主専攻として行っている。 

 ６－２－４） 

⑤附属国際原子力工学研究所との協力のもと，県内原子力施設なども活用して福井の地ならでは

の高度で実践的な原子力教育を行っている。 

６－２－５），６－３－イ－３），６－３－キ－４） 

⑥英語のみで修了できるコースとして，博士前期課程に「国際総合工学特別コース(GEPIS)」（2001

年度～），博士後期課程に「国際技術研究者育成コース(GEP for R&D)」（2012 年度～）を設け，

正規の外国人留学生の受入れを進めている。 

 ６－２－６），６－３－キ－５） 

⑦博士前期課程では，英語コミュニケーションに係る科目を必修にするとともに，大学院海外短

期インターンシップ，長期インターンシップ，PBL，学際的な生命科学科目など，視野を広げグ

ローバル化社会で活躍するために必要な能力・資質の涵養に資する科目を設けている。博士後

期課程においても，学際性や実践力に係る必修科目を設けるなどコースワークを重視している。 

 ６－３－イ－１），６－３－ウ－１），６－３－ウ－２） 

⑧2018 年度に文部科学省の「卓越大学院プログラム」（産業分野をリード・変革できる博士人材を

育成する５年一貫のプログラム）に採択された「PEP（パワー・エネルギー・プロフェッショナ

ル）卓越大学院プログラム」（責任大学：早稲田大学）に参画し，電力・エネルギー分野におけ

る高度博士人材の育成を行っている。 

 ６－３－イ－４） 

⑨博士前期課程，博士後期課程のいずれにおいても，入学時にオリエンテーションを実施してい

る。博士前期課程では，各専攻で「研究指導計画」を定めている。2019 年度には全ての専攻に

おいて修士論文研究に係る指導が組織的かつ一定の水準でなされるよう取決めを行っている。

博士後期課程では，「研究指導計画書」を入学時に作成している。 

 ６－３－エ－３），６－３－エ－２） 

⑩2016 年度に５段階成績評価による GPA制度を導入し，「多面的かつ厳格な成績評価のガイドライ

ン」に従った厳格な成績評価を進めている。2021年度からは，成績分布に極端な偏りがないか，

教育委員会において GPA 分布を検証している。各科目の成績評価方法はシラバスに記載されて
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いるが，記載内容に改善の余地があるケースが見受けられる。また，学生からの成績評価に関

する申立てへの対応ルールには不備な点が認められることに加え，対応ルールが大学院学生便

覧に記載されておらず，周知が不足している。 

 ６－３－オ，６－３－ウ－４） 

⑪ディプロマ・ポリシーを踏まえて修士論文や博士論文の審査項目を見直している。 

 ６－３－カ－３） 

⑫博士前期課程においては推薦選抜，一般選抜，外国人留学生特別選抜，社会人特別選抜を実施

し，また博士後期課程においては一般選抜，外国人留学生特別選抜，社会人特別選抜を実施し，

多面的・総合的な評価・判定による多様な学生の受入れを進めている。博士前期課程の志願倍

率は，改組前の 2016～2019 年度には 1.31 から 1.43 の間で推移し，改組後の 2020 年度と 2021

年度はいずれも 1.15である。博士後期課程の定員充足率は 2020年度を除き概ね良好である。 

 ６－３－キ－１）～６－３－キ－３） 

⑬全国的にも非常に評価の高い手厚い就職支援が行われている。 

 ６－５－２） 

⑭教育課程の状況や学修・教育成果を検証するための様々な調査が行われている。ただし，結果

を収集・分析する組織的な体制は不十分である。 

 ６－３－エ－１），６－４，６－６ 

⑮給付型奨学金による学生支援を行っている。 
 ６－５－３） 

 

＜成果の分析＞ 

①博士前期課程における志願倍率が改組前から低下しているが，これは改組前に問題となってい

た定員超過の問題への対応を進めるため，改組を機にコース毎に定員のルールを設けるととも

に進路指導を見直すなど，定員管理を徹底したことによるものであり，むしろ適正化されたも

のと捉えることができる。大学院課程では入学定員充足率を安定的に一定水準に保つことが重

要であり，博士前期課程の入学定員充足率は良好である。博士後期課程の入学定員充足率も，

2020 年度を除き，概ね良好である。 

 ６－３－キ－２） 

②以下のことから，コースワーク及び研究指導が適切に実施されていると判断できる。 

・３つの調査（学生生活実態調査，意識・満足度調査，授業改善・評価アンケート）において，

授業に対する満足度や知識・能力等の修得状況を尋ねる設問に対し，大部分の回答が肯定的

である。 

 ６－３－エ－１），６－６－３ 

・POS-C（Program of Study Committee）の制度のもとで受けた教育及び研究指導に対する評価

が第２期最終年度から一貫して上昇傾向にある。意識・満足度調査においても研究指導に対

する満足度が第２期最終年度から向上している。 

 ６－３－エ－１） 

③以下のことから，成績評価が適切に行われていると判断できる。 
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・「多面的かつ厳格な成績評価のガイドライン」が定められている。また，各科目の成績評価方

法はシラバスに記載されている。ただし，シラバスにおける成績評価方法の記載が不十分な

例が見受けられる。 

 ６－３－オ－１），６－３－ウ－４） 

・アンケート調査において，科目の成績評価基準の適切さを問う設問に対し，修了を控えた学

生の回答の大部分が肯定的であった。 

 ６－３－オ－１） 

・専攻別 GPA分布に極端な分布の偏りは見られない。 

 ６－３－オ－３） 

 ④以下のことから，ステークホルダーの声を教育改善に活かす取組が進んだと判断できる。 

  ・各種アンケート調査が実施されている。 

   ６－３－エ－１），６－４－イ－４），６－４－イ－５），６－６－３）～６－６－６） 

  ・米国の大学視察で得た知見を活かし，学生代表を招いて「未来の工学教育をともに創る学生

と教員の意見交換会」を実施している。 

   ６－６－３），６－６－６） 

・米国 IDEA（Individual Development and Educational Assessment）を参考に，授業改善によ

り役立つよう授業評価アンケートを全面的に見直した。留学生の声を活かすため，英語版の

アンケートも作成した。 

６－６－３） 

 ⑤以下のことから，２つの副専攻「創業型実践大学院工学教育コース」，「産業現場に即応する実

践道場」による実践的能力を備えた人材の育成が進んだと判断できる。 

・２つの副専攻が開講する科目の単位修得者数が，第２期の水準を上回っている。 

・『技術経営カリキュラム修了証』を授与される学生が増え，2018年度に 20名（2015年度の２

倍）となり，2019年度も 19名と高い水準を維持している。また，修了証を授与された学生に

対するアンケート結果が良好である。 

６－３－イ－２） 

 ⑥以下のことから，原子力安全工学に係る人材育成が進んだと判断できる。 

  ・原子力に係る教育資源の敦賀キャンパスへの集約を進め，履修環境が向上している。 

  ・県内の原子力施設を活用した実習等を行う科目の単位修得者が第３期に増加している。 

   ６－３－イ－３） 

⑦以下のことから，学修成果があがっていると判断できる。 

・修了を控えた学生に対する調査では，「職業人として備えるべき社会的責任感」，「グローバル

化社会での活躍を志向する態度」，「課題探求・問題解決能力，自己学習力」，「専門的知識・

能力」，「創造力」，「技術者としての倫理観，社会的責任感」，「幅広い視野」の涵養状況尋ね

る設問に対し，回答の大部分が肯定的であった。 

 ６－６－５） 

・博士前期課程において，国内学会と国際会議をあわせてほぼ１人１件の割合で１年生が対外

発表を行うなど成果発表が活発に行われている。また，大学院生を頭著者とする論文の中に
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はインパクトファクターが高い論文誌に掲載されたものもある。 

 ６－４－ウ－１） 

・博士後期課程において，2019 年度に 30 件の国際会議発表，筆頭著者としての査読付き論文

34 編の出版があった。インパクトファクターが 2.0 以上の論文誌に掲載されたものが第３期

４年間で 29編ある。 

 ６－４－ウ－３） 

・博士前期課程では，標準修業年限内修了率，「標準修業年限×1.5」年内修了率ともに 2015年

度年度認証評価における５年間平均値を上回るとともに，第３期の現況分析で用いられた基

準値（85％）も上回っている。 

 ６－４－ア－１） 

・博士後期課程においても，標準修業年限内修了率，「標準修業年限×1.5」年内修了率ともに

2015 年度年度認証評価における５年間平均値を上回っている。しかし，第３期の現況分析で

設定された基準値（70％）は下回っている。 

 ６－４－ア－２） 

・博士前期課程，博士後期課程ともに，実就職率が非常に高い水準にある。また，修了生の就

職先の業種・職種は，それぞれの専門性を反映している。 

 ６－４－イ－１） 

・修了を控えた学生の進学・就職先に対する満足度が高い水準にある。 

 ６－４－イ－３） 

・就職先に対する調査では，工学研究科修了生の能力等に対する評価が概して第２期を上回る

とともに，採用に満足しているとの回答が第２期を上回っている。 

 ６－４－イ－４），６－４－イ－５） 

⑧コロナ禍で困窮した学生に対する経済支援が有効に働いている。 

 ６－５－３）  

 

（２）優れた点 

  第３期中期目標期間の現況分析において，以下が「優れた点」として高く評価されている。 

・教育実施体制 

  博士前期課程では，学生が座学の科目（多くは専門分野の科目）と非座学の科目（PBL など

の実践系科目）をバランスよく受講するよう，「最低 10 単位は実践系の科目以外から履修する」

というルールを設け学生便覧で周知している。そうした配慮のうえで実践系科目の履修を入学

時オリエンテーションなどで促しており，PBL 科目の単位修得者は 2015 年度 62 名→第３期中

期目標期間４年間 72 名／年と増加した。（原文のまま） 

・教育実施体制 

東日本大震災以降に高まってきた「実践的な原子力専門教育，原子力規制教育，廃止措置教

育」などの社会的要請に応え，原子力・エネルギー安全工学専攻と附属国際原子力工学研究所

が協力し，日本原子力発電敦賀総合研修センターが所有する原子力発電教育用シミュレータな

ど，地元の原子力施設を活用した実習を実施するなど，実践的教育による原子力人材の育成を
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行っている。これらの取組は，文部科学省や原子力規制庁の４件の競争的外部資金（うち「国

際原子力人材育成イニシアティブ事業」「原子力規制人材育成事業」の２件は第３期中期目標期

間に採択）の支援を受けている。上記の実習等は授業科目（原子力 PBL１及び２）に組み込まれ

ている。第３期中期目標期間に原子力に係る教育資源の敦賀キャンパスへの集約を進めて履修

環境を向上させ，これらの科目の単位修得者数（博士前期課程学生）は平成 27 年度３名→令和

元年度 15 名と大きく伸びた。また，「官学連携による原子力人材育成（福井モデル）」で整備し

た原子力安全評価・規制に関する E ラーニング教材を，令和２年度の大学院改組に合わせた新

規開講科目「原子力規制」の中で活用することを決定するなど，これまでの支援で整備したリ

ソースを教育プログラムの質の向上に活かす取組みを進めた。（原文のまま） 

 

第３期中期目標期間の現況分析において，以下が「特色ある点」として評価されている。 

・教育実施体制 

これまで「創業型実践大学院工学教育コース」（副専攻）が技術経営マインドを持った人材の

育成に成果をあげてきたことを踏まえ，改組後には経営感覚とアントレプレナー精神を備えた

高度専門技術者の育成を副専攻としてではなく主専攻として行う「経営技術革新工学コース」

を産業創成工学専攻の中に設けることとし，社会ニーズに応えた。（原文のまま） 

 

（３）今後の課題及び改善に向けた方策 

・『工学部・工学研究科の「成績に関する申し立て」に関する申合せ』が大学院学生便覧に掲載さ

れていない。学生からの成績評価に関する申立てを受け付ける窓口が教員のみになっている。 

 ６－３－オ－２） 

 ＜改善策＞教務課に窓口を設け，大学院学生便覧にも適切に掲載する（全学対応）。 

・論文発表や学会発表の件数，資格の取得状況などを含め，教育活動に係る様々なデータの収集・

分析を組織的に行う仕組がない。 

 ＜改善策＞ 

工学部・工学研究科の内部質保証体制の中で対応する。論文発表や学会発表の件数について

は，修了時の POSアンケートにおいて収集する。 

・修了後一定期間が経過した者に対するアンケート調査の結果が必ずしも良好ではない。特に，

実践的科目や科学英語にかかわる科目に関して肯定的な回答の割合が高くない。 

 ６－４－ウ－６） 

＜改善策＞ 

2020 年度の博士前期課程改組により新しい教育課程へと移行しており，その修了生に対する

調査を行った上で必要な対応を検討する。新教育課程の人材育成目的に照らしてアンケート

項目を整備することも必要であろう。 

・シラバスについて，15 回に分けた記載，事前学習と事後学習の記載，成績評価方法の記載が必

ずしも十分ではない。 

 ６－３－ウ－４） 

 ＜改善策＞ 
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全学的に対応が検討されており，その中で改善に取組む。 

・博士後期課程の標準修業年限内修了率及び「標準修業年限×1.5」年内修了率が低い状況が続い

ている。 

 ６－４－ア－２） 

 ＜改善策＞ 

これらの指標について周知を進め，問題意識を共有することがまず必要である。第３期４年

目終了時評価においては「長期履修制度の活用を進める」との方針を挙げたが，それだけで

十分なのか検討する必要もある。 
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７．研究 

７－１ 研究目的と特徴 

ア．設立からの経緯とその地域的背景  
1923年に開校した福井高等工業学校を母体に 1949年に設置された福井大学工学部は， 古

くより盛んな地域の繊維産業を背景に繊維工業科に機械科・建築科を加えた３学科で構成

された。その後，繊維製品に加え化学製品・電子材料・金属加工品等で全国の供給連鎖を

担う企業群の地域への集積とグローバル化が進展したことに伴い，学科の増設と大学院設

置，独立専攻設置（ファイバーアメニティー工学専攻（2002年度），原子力・エネルギー安

全工学専攻（2004年度））を進めた。これらを経て現在は，学部５学科（2016 年度に改組），

博士前期課程３専攻（2020 年度に 10専攻から３専攻に改組），博士後期課程１専攻を有す

る，工学分野のほとんどを網羅した，日本で有数規模の工学部・工学研究科となっている。

2016 年度には教員組織と教育組織を分離し，研究は教員組織である工学系部門及び工学領

域に関係する先進部門と基盤部門が担っている。研究開発拠点の形成に向け，電磁波の未

踏領域と呼ばれていた遠赤外領域において独自に高出力光源「ジャイロトロン」を開発し

たことを背景に 1999年度に遠赤外領域開発研究センターを設置し，その後，原子力発電所

の最大集結地であり高速増殖炉も唯一立地する地域の特性を踏まえ，2009 年度に附属国際

原子力工学研究所を，さらに 2019年度には繊維・マテリアル研究センターを全学組織とし

て設置した。一方，産学官共同研究や社会連携を推進する組織として 1992年度に地域共同

研究センターを設置し，その後，同センターはベンチャー・ビジネス・ラボラトリー，知

的財産本部等の関連組織と統合し産学官連携本部として今日に至っている。  

 
イ．目標と研究目的  

本学は，第３期中期目標期間における基本的な目標として「地域特性を踏まえて，ひと

づくり，ものづくり，ことづくりにおける地域の中核的拠点機能を更に発展させ，産学官

連携活動を一層強化して，地域の創生と持続的な発展に貢献する。本学の強みである原子

力安全，遠赤外領域等の重点研究分野における先進的研究を一層推進し，その分野におけ

る国際・国内研究拠点の形成・発展を目指す」を掲げている。この実現に工学分野から貢

献するため，「社会ニーズに応え得る工学技術の創造・開発と，未来産業シーズとなる基礎

工学研究を有機的に結合し，機動的に展開することにより，トップレベルの研究成果を発

信すること」を目的に研究を推進している。 
 

ウ．重点的に取組む研究領域  
国際・国内研究拠点の形成を目指す「遠赤外領域開発・応用研究」と「原子力安全・危

機管理研究」に，ミッションの再定義により本学並びに地域の強みや特色とされた「繊維・

機能性材料工学分野」，持続可能な社会の実現に貢献する「安全・安心の設計工学分野」，

グリーンイノベーションを創出する「窒化物半導体分野」を加えた５分野を重点分野と定
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めた。これらとともに次世代を担う分野の開拓・育成も視野に入れて，工学分野での世界

的に優れた学術基盤研究・発展研究の積極的な推進を図っている。 
 

７－２ 研究活動の状況 

研究活動の全般的な状況を以下に記載する。また，研究成果のうち優れた 32業績を選定し，

その要旨を別途記載する（研究業績説明書）。なお，以下に記載した業績番号は，第３期の４

年目終了時評価で提出した研究業績説明書（資料 7-2-1）に記載した業績番号に対応している。 
ア．研究の実施体制と支援・推進体制 
１）教員数：段階的な教員削減により工学系関連の部門における教員数は 2016 年度に 171名

となったが，その後若干増加し 2019年度には 178名となった（資料 7-2-2）。 

２）効率的な人的資源配分：人事運用を工学系部門人事委員会に一元化し，戦略的・重点的

な人員配置を行った（資料 7-2-3）。活発で多様な研究活動の拡大を図るため若手・女性・

外国人教員の比率を向上させ（2015 年度と 2021年度を比較すると，40歳未満の若手教員：

10.2％→16.2％（14名→23名），女性：2.2％→4.9％（３名→７名），外国人：2.9％→5.6％

（４名→８名）），特色ある研究の推進体制を強化するため重点分野や次期重点分野と期待

される研究分野に助教３名を新規に採用した。2020 年度からの採用人事において国際公募

を開始し，新規採用教員の国際化を進めるとともに，サバティカル制度の実質化で学内教

員の国際化を推進した（2016～2019年度に４名の若手教員の海外研修を実施）。 

３）繊維・マテリアル研究センター：2019年度の概算要求事業により，大学院工学研究科附

属繊維工業研究センターを発展的に廃止のうえ，産業化研究特区の第１号として，繊維・

マテリアル研究センターを全学組織として新設し，専任教員３名（うち教授１名は概算要

求事業による純増）を配置した。兼任教員も 47名から 56名に増加し，この分野で更に活

発な研究活動を遂行し地域の発展に貢献できる体制を整備した（資料 7-2-4）。 

４）総合的支援体制：産学官連携本部では，研究成果の社会還元を推進するため，2016年度

に URA 組織及び研究推進課と統合して教職協働体制を整備し，2017年度に産学官連携・地

域イノベーション推進機構を設置，2018年度に計測・技術支援部を機能拡充してテクニカ

ルイノベーション共創センターを設置した（資料 7-2-5）。また，地元銀行からの出向 URA

が持つ地域ネットワークを活用するとともに実践的技術相談等を実施する T-URA（T は 

Technology，Training，Transfer を意味する）や産学官コンシェルジュを置いて活発なコ

ーディネート活動を展開した（資料 7-2-6）。その結果，2016年度から 2019 年度末までに

874件の共同研究契約を締結し，2012～2015年度（626件）の約 1.4倍に達した（資料 7-2-7）。

また，2018年度の特許の実施許諾一件当たりの金額が第２期末と比較して約３倍に増加し

た。これらの多くに工学系の教員が貢献している。T-URA は国立大学法人評価委員会におい

て 2018 年度の注目する取組として取り上げられた。 

 ※URA（University Research Administrator）：研究者の研究活動の活性化や研究開発マネジメント

の強化等を支える業務に従事する人材 

５）附属国際原子力工学研究所の拠点化：文部科学省の原子力システム研究公募事業や経済
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産業省の公募型研究事業などの採択を受け（3.2億円以上の配分），新規の共同研究の実施

件数は 59件で第２期全体より 18件増加し，また「福島炉の廃止措置にかかわる措置技術

や分析技術に関する基盤研究」や「マイナーアクチニド核変換を目指した固有安全高速炉

の開発」などの優れた研究成果を上げた（業績番号 17，18）（資料 7-2-8～7-2-11）。 

６）遠赤外領域開発研究センターの拠点化：遠赤外領域開発研究センターでは，第３期にお

いて採択された文部科学省の２件の概算要求事業や学内における戦略的予算配分による重

点支援を受けて，国際拠点化を推進した。具体的には，本センターの機能強化を図るため，

2016 年度に基幹研究，国際研究，客員研究，協力研究の４部門に再編し，また第２期より

教員を３名（助教２名，准教授１名）増員した。国内共同研究は４年間で 195 件（公募型

160 件）になり第２期より年平均 46％増加，国際共同研究は４年間で 139件（公募型 15件）

となり第２期より年平均 58％増加するなど遠赤外領域研究を先導した。その結果「更なる

高度化を目指した遠赤外／テラヘルツ帯先進ジャイロトロンの開発」に関する研究では，

より広い周波数帯で高い安定性での発振機 能を有する先進ジャイロトロンを実現した。こ

れらの成果を含め，出原敏孝が K. J. Button 賞を，また斉藤輝雄が 2019年度に「遠赤外

領域高出力光源の開発および応用研究」で日本赤外線学会業績賞を受賞した（業績番号 11，

関連研究業績番号 15）（資料 7-2-12～7-2-15）。 

 

イ．研究活動に関する施策・研究活動の質の向上 

１）不正防止等の取組：教員や研究者の法令遵守や研究者の不正防止を徹底するため，各種

規定の整備や各種委員会を設置し，様々な教育を実施した（資料 7-2-16，7-2-17）。 

２）効果的な研究資源配分：工学系部門研究活動推進委員会及びプロジェクト研究センター

本部において研究戦略の策定と支援を行い（資料 7-2-3（再掲）），メリハリある予算配分を

実施した。具体的にはプロジェクト研究センター本部が，重点分野，次世代プロジェクト

研究，投稿料等，学生海外渡航等に対する助成を行い（資料 7-2-18），その成果を工学系部

門研究活動推進委員会で検証した。また，工学系部門研究活動評価委員会で個々の教員に

ついて研究面の評価を行い，教育面等での評価と総合して処遇等に反映させた（資料 7-2-19，

7-2-20）。2021年度には，研究成果の上がっている教員の教育負担を軽減する目的で，非常

勤講師の雇用を行った。 

３）競争的な経費配分：附属国際原子力工学研究所では，機能強化経費の有効活用を一層進

めるため，研究所所長連絡会で研究者の提案研究を審査し，競争的に配分する制度を設け

た。異分野横断セミナーなどでは外部有識者に講演を依頼し，研究者間の交流を図るとと

もにシーズ・ニーズの探索を行った。これらの施策により異分野との連携が加速し, 原子

力安全に関する土木分野との融合研究で成果が得られるなど具体的な連携の実があがった

（業績番号 17，19）（業績番号 17 の研究は資料 7-2-10（再掲））。 

４）学内横断的異分野融合研究：遠赤外領域開発研究センターでは，複数あった協力研究部

門を 2016年度に統合し，連携研究企画室と協力して，先端融合研究プログラム，研究道場

プログラム，学内マッチングファンドなどを活用し，学内横断的異分野融合研究を主体的

に開拓する体制を構築した。その結果，学内の共同研究が強化され，テラヘルツ波を活用
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したヒト細胞中のアクチンタンパク質の繊維化の促進，テラヘルツ波を可視光に変換し可

視化する手法の開発，ワイヤレス給電回路の開発など，医療，材料，物性，生体科学，通

信等の幅広い分野との融合研究で優れた成果が得られた（業績番号 10）（資料 7-2-21）。 

 

ウ．論文・著書・特許など 
１）査読付き論文数：工学部の査読付き論文数は，2016年度に 307 編（外国語）と 97編（日

本語）（１人当たりの論文数はそれぞれ 2.0 編と 0.6 編，トータル 2.6編）であったのに対

し，減少する傾向にあり，2019 年度は 266編（外国語）と 41編（日本語）（１人当たりの

論文数はそれぞれ 1.6編と 0.25編，トータル 1.9編）になっている（2017 年度：外国語

249 編（1.6編/人），日本語 63編（0.39編/人），2018 年度：外国語 275編（1.7編/人），

日本語 55編（0.35編/人））（資料 7-2-22）。 
２）質が高い専門誌への論文掲載数及び受賞の増加：国際的機関が公表している分野別論文

誌ランキングで上位 10％に入る雑誌（Q0）及び専攻の推薦に基づいて工学系部門研究活動

推進委員会で選定した質の高い雑誌（専攻推薦誌）への論文掲載を推奨し，プロジェクト

研究センター本部から投稿料， 英文校閲料等の助成を行った（資料 7-2-18（再掲））。その

結果，推薦誌（Q0+専攻推薦誌）への掲載数が第２期最終年（2015年）の 64編に対して 2016

～2019 年の合計は 260編になり年換算で２％増加した。また，第３期の受賞（学会発表賞

は除く）は 46件となり，第２期最終年（10件）に比べて年換算で 15％増加した（資料 7-2-23）。 
３）拠点化を進めている研究分野での論文数：附属国際原子力工学研究所では論文数が第２

期６年間の 109編（年平均 18.1編）に対し第３期４年目終了時点の 105編（年平均 26.2

編）となり年換算 40％増加，遠赤外領域開発研究センターでは第２期６年間の 102編（年

平均 17 編）に対し第３期４年目終了時点の 101編（年平均 25.2 編）となり年換算 48％増

加し，第２期を上回る成果を上げた。 

４）特許：第３期においては，出願数 127件（年平均 32件），取得数 59件（年平均 15件）

であり，第２期の出願数 704件（年平均 117件），取得数 396 件（年平均 66件）に比較し

て，出願数と取得数は低下している。 

 

エ．研究資金 
１）外部資金の獲得：工学系での外部資金（科研費・寄附金・受託研究費・共同研究費）獲

得状況は以下の通りである（資料 3-2-1（再掲））。 

第３期４年間における１年間での教員１人あたりの外部資金獲得金額（単位：千円） 

 年平均獲得額 工学系平均額* 

科学研究費助成事業** 799 1041 

寄附金 383 529 

受託研究 1030 1669 

共同研究 1054 1724 

ライセンス収入 8.8 38 

合計額 3275 5001 

*国立大学法人の工学系の部署 

での平均額 

 

**科研費内定金額 

（間接経費含む） 
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＜各項目の分析＞ 
※いずれも，第３期４年間（2016～2019年度）における 1年間での教員１人あたりの額 

・科研費：獲得額は 699～1032千円（年平均 799千円）であり，年平均額は第２期最終年度

の額（782千円）を上回っている。 

・寄附金：獲得額は 305～528千円（年平均 383千円）であり，年平均額は第２期最終年度の

額（339千円）を上回っている。 

・受託研究費：獲得額は 682～1918千円（年平均 1030 千円）であり，年平均額は第２期最終

年度の額（1171千円）をやや下回っている。 

・共同研究費：獲得額は 883～1214千円（年平均 1054 千円）であり，年平均額は第２期最終

年度の額（1512千円）を下回っている。 

・ライセンス収入：獲得額は年平均で 8.8千円であり，第２期最終年度の額（2.7 千円）の３

倍以上に増加した。 

・合計額：年平均で 327.5万円であり，第２期最終年度である 2015 年度の 380万円より低下

した。上の表に示したように，外部資金獲得金額については，国立大学法人の工学系学部・

施設の平均金額（500万円）と比較しその額は低くなっている。しかし，平均額は限られた

大学の大規模資金獲得により高くなる傾向があり，工学部の外部資金獲得金額は，国立大

学法人の工学系の大規模な研究施設や学部・研究科において 43施設中 31位であり，地方

国立大学の平均程度に位置している。 

 

工学系の重点研究分野および産学官連携に関係した外部資金獲得状況は２）～６）の通

りである。 

２）原子力安全・危機管理研究：附属国際原子力工学研究所では，文部科学省の原子力シス

テム研究開発事業や廃止措置等基盤研究・人材育成プログラム，経済産業省の公募型研究

事業などの外部資金の導入を図り，2016年度に 1.1億円，2017年度に 1.2億円，2018年度

に 0.9億円以上の配分を受け，本務教員あたりの競争的資金受入金額は 1,036万円となり，

全国の工学系で第５位であった。 

３）遠赤外領域開発・応用研究：遠赤外領域開発研究センターでは，２件の文部科学省概算

要求事業及び学内における重点配分により４年間で 1.4 億円以上の資金を確保し，拠点化

を推進した（資料 7-2-13（再掲））。 

４）窒化物半導体分野：科研費基盤研究(Ａ)１件，(Ｂ)１件，(Ｃ)２件のほか，新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構（NEDO）戦略的イノベーション創造プログラム「GaN 縦型パワー

デバイスの基盤技術開発」ほか２件，環境省技術イノベーション事業，JSTスーパークラス

タープログラムなど総額 5.4億円の外部資金を獲得し，高品質 GaN 基板を用いた超高効率

GaN パワー・光デバイスの技術開発に関する研究を推進した（業績番号９）（資料 7-2-24）。 

５）繊維・機能性材料工学分野：繊維・機能性材料工学分野の中核をなす繊維・高分子化学

分野の科研費の獲得が第２期の５件 3,562万円から，10件 7,215万円へと倍増した。 

６）産学官連携：産学官連携本部の本務教員あたりの競争的資金受入金額と外部研究資金の

金額は，それぞれ 2,393万円と 1,976万円であり全国の工学系で第１位と第３位であった。 
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オ．その他 
１）地域連携による研究活動 
ａ．地域と連携した都市再生と持続可能な都市づくりに関する実践的研究を通して，都市・

交通・居住・まちづくり設計などに貢献し，以下に例を示すように多くの賞を受けた。

また，地域のコミュニティ拠点や低未利用地の活用に関する研究で，まちづくりガイド

ライン(福井市)や，法制度(2018年施行)策定のモデル事例となっている。 

・2017年 ふるさとづくり大賞団体表彰（総務大臣賞）：異世代ホームシェア事業「たす

かりす。」 

・2017年 日本建築学会賞（論文）：地方都市における自律性に依拠した市街地整備に関

する一連の研究 

・2018年 EST交通環境大賞（環境大臣賞）：福井県クルマに頼り過ぎない社会づくり推進

県民会議（本会議のメンバーとして） 

・2018年 交通関係環境保全優良事業者等大臣表彰（国土交通省）：福井県クルマに頼り

過ぎない社会づくり推進県民会議（本会議のメンバーとして） 

・2019年 都市計画法・建築基準法 100 周年記念 国土交通大臣表彰：都市計画の決定・

推進に関する顕著な功績（業績番号 13）（資料 7-2-25）。 

ｂ．2019年度文部科学省「科学技術イノベーションによる地域社会課題解決 DESIGN-i）」

の助成（申請 45件中４件の採択）を受けて，鯖江市との連携事業「若者×地場産業で共

創する地域未来文化『SABAE とは？』」を実施している。本プロジェクトの推進により，

地場産業に直結する新たな研究テーマを鯖江市とともに創出している（業績番号 16）（資

料 7-2-26）。  
ｃ．産学官連携本部では人工衛星の開発に携わる特命准教授を雇用し，福井県と覚書を締

結し協力して超小型人工衛星の製造・開発・運用を進め（中日新聞 2020年２月 20日），

また，福井県とのクロスポジションで炭素繊維複合材料に関する研究を担う特命教員１

名を配置し，地域企業の技術と融合する共同研究を推進した。一方，地域企業との連携

では，組織対組織の連携による継続的な共同研究を推進するため，包括連携協定を地域

有力企業２社と締結，学内にジョイントラボを設置した。これらは第３期の産学官連携

における新たな取組である（資料 7-2-27）。 
ｄ．2016年度総務省戦略的情報通信研究開発推進事業(SCOPE)地域 ICT 振興型研究開発，及

び 2017年度総務省若年層プログラミング普及推進事業の助成を受けて，地域の療育・医

療機関と連携して発達障害児者が苦手とする対人スキル向上を目指したプログラムや教

育支援システムを開発し，2020 年３月から発達障害の分野の専門療育・医療機関での実

運用を開始した（業績番号 32）。 
ｅ．原子力発電所廃止措置で発生する有価物の再利用のビジネスモデルの構築など廃炉に

係る中長期的な課題について検討する「廃止措置に伴う再生利用研究会」を 2018 年度に

本学の産学官連携本部協力会の原子力技術研究部会内に設置した。ふくいオープンイノ

ベーション機構の協力を得るなどして，2019 年度までに計５回の交流会等を開催した。

また産学官による共同研究等の検討を継続し，JAEA 成果展開事業への地域企業の応募・
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採択につなぐ等の成果を得ている（業績番号 17）（資料 7-2-28，7-2-10（再掲））。 
ｆ．繊維・マテリアル研究センターでは，前身の大学院工学研究科附属繊維工業研究セン

ター時代から年報の発行，研究発表会，研究者交流会等を実施している。特に近年は，

福井県工業技術センターと共同で公開講演会を行うことで地域企業や公的機関の研究

者・技術者に研究成果を発信し（資料 7-2-29），県内企業や福井県工業技術センターとの

共同研究や社会人ドクターの受入れに繋げた。 
２）産官学連携による社会実装 

ａ．産学官連携本部では，福井県産業労働部と共同し，「ふくいオープンイノベーション推

進機構（FOIP）」の中核拠点として国及び県の補助を受けて年平均５件のプロジェクト型

共同研究を開始して 30％を超える事業化率を達成し，ふくいオープンイノベーション推

進機構の「全国イノベーション推進機関ネットワーク会長賞」受賞（2018年度）に貢献

した（資料 7-2-30，7-2-31）。 

ｂ．産学官連携本部を中心に次に示す社会実装への取組を行った。 

・試作・試販売の実践を通して研究シーズの社会実装の可能性を見定めるインキュベー

ションラボファクトリー（ILF）事業では，2017年度からは卒業生からの寄附金を用い

て学生からの公募提案制度を開始した。 

・2019 年度に URAを中心とする「産学官連携コンシェルジュ」を置き，多様な層からの

学術相談を受け付けた（資料 7-2-6（再掲））。 

・フッ素ガスを用いた新規樹脂材料等作製技術ほか２件の特許について（資料 7-2-32），

外部技術移転機関（TLO）と連携した技術移転のための営業を推進し，URA 人材の OJT

とあわせて利用する仕組を始めた。 

・T-URAの配置により，計測・評価の現場における産学連携が飛躍的に進み，品質管理デ

ータ等企業が事業推進において必要とするデータを迅速かつ正確に取得，提供できる

仕組の構築・定着を進め，企業へのサービス提供を始めた。  

・研究成果の社会実装について，大学発ベンチャーを起こして実践，売上を管理すると

ともに，産学連携の一部機能に関する外部化等と合わせて，迅速な研究開発と大学の

収入増を両立させる取組を始めた。 

ｃ．上記の施策，並びに研究シーズの中で投資効果の高いものを選定するなど，適切に社

会実装に取組み，以下の成果が得られた。 

・福井大学発ベンチャー企業株式会社アイスペック・インスツルメンツ（第２期（2013

年）設立）が「テラヘルツ波長板」を理化学研究所に納入するなど，本学発ベンチャー

企業２社が第３期に計 11品（2016年度：３，2017年度：３，2018年度：３，2019年

度：１，2020年度：１）を研究機関等に納めた（業績番号 15，11）（資料 7-2-14（再

掲））。 
・超小型高性能光学エンジン（Integrated RGB Engine®）の開発に成功し，2018 年に設

立した大学発ベンチャー企業と地域企業の協業により製品化し，2,500万円を売上げた

（業績番号 16）（資料 7-2-33）。 

・「マイクロスラリージェットエロージョン(MSE)法」の特許が「平成 28年（2016年）度
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関東地方発明表彰発明奨励賞」を共同研究企業とともに受賞した（業績番号３）（資料

7-2-34）。 

・高速・高精度な３次元計測手法が，半導体製品の外観検査装置として実用化され，2016

年度以降に安定した販売が実現し，年１～２億円の販売実績を有する。また，本研究は 

JST の権利化支援制度に採択され，米国，ドイツ，イギリスへの移行を行った。（業績

番号７）（資料 7-2-35）。 

・繊維の改質に関する知見を活かしてヘアケア製品の研究開発を指導し，ヒット商品「リ

ーゼプリティア髪色サプリ」（ヘアケア・スタイリング カラーリングその他部門の楽天

ランキング（2017 年３月 27日）で１位）を含む，５種の商品に必要な技術要素の開発

に貢献した（業績番号 26）。 

・高齢者向け住環境の整備に関する研究が認められ，2020年２月に福井市，株式会社ケ

ア・フレンズと共同して「空き家を活用して高齢者向けの住居と生活支援サービスを提

供するためのシステムの運営」を開始し，空き家と高齢者住居の問題の解決に繋がる事

業と期待されていると報道された（朝日新聞，地方紙２紙 2020年２月 18日）。 

３）学術コミュニティへの貢献 

ａ．工学部では，教員１人当たり延べ 1.5 件／年以上の学会役員を務めており，第２期よ

り４％増加している。 

ｂ．遠赤外領域開発研究センターでは，2016，2018 年度に遠赤外技術に関する国際ワーク

ショップ，2016年度に高出力テラヘルツジャイロトロンの開発応用に関する国際シンポ

ジウムを開催した。また，2016，2019 年度にフィリピン日本テラヘルツ研究ワークショ

ップを神戸大学と共催した（国際会議開催：第２期合計３件，第３期４年間５件と単年

度当たり 2.5倍に増加）。2019年に日本赤外線学会研究発表会を開催し，学術コミュニテ

ィに貢献している（資料 7-2-36）。 

ｃ．附属国際原子力工学研究所では，原子力安全推進協会や若狭湾エネルギー研究センタ

ーなどからの短期派遣受入や，欧州原子力教育ネットワーク（ENEN： European Nuclear 

Education Network）を通したヨーロッパからの大学院生受入が第２期より増加した。ま

た，福島県を含め多数の地域で国際シンポジウム等を第２期（開催数１回）に比べて大

幅増の９回開催し，学術コミュニティに貢献した。その結果，第２期の新規国内・国際

共同研究実施件数の合計 41件／６年に対して，第３期は 59件／４年に倍増した（資料

7-2-9（再掲））。 

 

７－３ 研究成果の状況 

ア．研究業績 
「遠赤外領域域開発・応用研究」，「原子力安全・危機管理研究」と，地域・社会へ貢献す

る「繊維・機能性材料に関する研究」，さらに持続可能な社会の実現に貢献する「安全・安

心の設計工学分野」，グリーンイノベーションを創出する「窒化物半導体分野」を加えた５

分野を重点分野と定めた。これら５分野とともに次世代の新規プロジェクトの開拓も視野に
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入れ，専門分野において評価が高い雑誌に掲載された研究，学会等において招待講演や学会

賞・論文賞などの受賞に繋がった研究，独創性があり学術的に重要な意義をもたらした研究，

並びに，社会，産業や豊かな暮らしに関わる研究，グローバルに訴求力のある知的財産を継

続的に創出し得る特色ある研究を行い，業績をあげている。そのうち，特に優れたものを次

に示す。 

 

イ．特記事項 
１）学術的に優れた研究成果：第３期の４年目終了時評価に係る現況分析において，重点５

分野及び次世代重点分野の優れた研究成果として，以下の業績を選出した。  
a．遠赤外領域研究分野：①幅広い学術分野における遠赤外／テラヘルツ帯ジャイロトロン

を用いた応用研究（業績番号 10）（資料 7-2-21（再掲））②更なる高度化を目指した遠赤

外／テラヘルツ帯先進ジャイロトロンの開発（業績番号 11）（資料 7-2-14（再掲）） 
b．原子力・エネルギー安全工学分野：①福島炉の廃止措置にかかわる措置技術や分析技術

に関する基盤研究（業績番号 17）（資料 7-2-10（再掲））②「もんじゅ」データを活用し

たマイナーアクチニド核変換の研究及び MA含有ブランケット燃料を活用した固有安全高

速炉の開発（業績番号 18）（資料 7-2-11（再掲）） 
c．繊維・機能性材料工学分野：①新規用途開発のための高性能・高機能ファイバーの創製

に関する研究（業績番号 25）（資料 7-2-37）②高分子の精密制御重合並びに精密構造解

析（業績番号 24）（資料 7-2-38） 
d．安全・安心の設計工学分野：①トライボロジーに基づく機械しゅう動面の省エネルギー・

長寿命設計に関する研究・開発（業績番号３）（資料 7-2-34（再掲））②工具回転機構を

有する高機能バニシング加工法の開発（業績番号２）（資料 7-2-39）③地方都市の都市再

生と持続可能な都市づくりに関する実践的研究（業績番号 13）（資料 7-2-25（再掲））④

確率・統計的手法による情報科学の基礎研究（業績番号 29）（資料 7-2-40） 
e．窒化物半導体分野：①窒化物半導体トランジスタの研究（業績番号９）（資料 7-2-24（再

掲））②界面顕微光応答法の開発とそのナノカーボン材料系への応用（業績番号８）（資

料 7-2-41） 
f．次世代重点分野の候補となる研究プロジェクト：①エピジェネティクスメカニズム解明

と創薬への応用（業績番号 28）（資料 7-2-42）②位相解析手法による高速かつ高精度な

３次元形状計測・変形計測・欠陥検出手法の研究（業績番号７）（資料 7-2-35（再掲）） 
 

【自己評価】 

（１）総評 

以下の分析の通り，重点５分野を中心に学術的に優れた研究水準を保っており，次世代重点分

野の優れた研究成果も得られていると判断できる。また，産学官や地域連携を志向した研究では，

連携を行うための様々な方策・取組を実施しており，その結果，共同研究による外部資金獲得や

地域に貢献できる研究成果は，高い水準を維持していると判断できる。 
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今後は，教員１人当たりの査読付き論文数や外部資金獲得額の増加に向けた一層の方策が必要

である。 
 

＜実施状況の分析＞ 

 ①重点５分野を中心に，次世代を担う分野の開拓・育成も視野に入れ，工学分野での世界的に優

れた学術基盤研究・発展研究の積極的な推進を図っている。 

  ７－１ 

 ②工学系部門人事委員会において，若手・女性・外国人教員の増加，重点分野や次期重点分野と

期待される分野への助教採用など，戦略的・重点的な人員配置を行っている。 

  ７－２－ア－２） 

③工学系部門研究活動推進委員会とプロジェクト研究センター本部が協力して研究戦略の策定と

支援を行い，質の高い論文誌への掲載を進めるための助成など，メリハリある研究予算の配分

を行っている。 

 ７－２－イ－２），７－２－ウ－２） 

 ④産業化研究特区の第１号となる繊維・マテリアル研究センターを全学組織として新設している。 

  ７－２－ア－３） 

⑤テクニカルイノベーション共創センターを設置するとともに，実践的技術相談等を実施する

T-URA や産学官コンシェルジュを置いて活発なコーディネート活動を行っている。 

 ７－２－ア－４） 

⑥附属国際原子力工学研究所及び遠赤外領域開発研究センターでは，外部資金も活用して拠点化

を推進している。 

 ７－２－ア－５），７－２－ア－６） 

⑦地域連携による研究活動，産官学連携による社会実装，学術コミュニティへの貢献が多様に行

われている。 

 ７－２－オ，７－２－ア－４） 

 

＜成果の分析＞ 

 ①T-URA や産学官コンシェルジュによるコーディネート活動の結果，第３期４年間に第２期後半４

年間の約 1.4倍に達する 874件の共同研究契約を締結している。 

  ７－２－ア－４） 

②拠点化を進めている附属国際原子力工学研究所と遠赤外領域開発研究センターにおいて競争的

資金の獲得が進み，共同研究が拡大し，論文数が増加している。附属国際原子力工学研究所で

は，文部科学省や経済産業省の事業への採択により 2016～2018 年度に 3.2億円以上の外部資金

を受入れ，新規の共同研究は 59 件と第２期６年間より 18 件増加し，その結果，論文数が第２

期と比べ年換算で 40％増加している。遠赤外領域開発研究センターでは，２件の概算要求事業

及び学内重点配分により４年間で 1.4 億円以上の資金を確保し，第２期と比べ国内共同研究は

年平均で 46％増加，国際共同研究は年平均で 58％増加し，その結果，論文数が第２期と比べ年

換算で 48％増加している。また，附属国際原子力工学研究所と遠赤外領域開発研究センターで
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は，第２期の実績を超える回数の国際会議を開催し，学術コミュニティに貢献している。 

 ７－２－エ－２），７－２－エ－３）７－２－ウ－３），７－２－オ－３） 

③重点分野の「窒化物半導体分野」では，科研費基盤研究(Ａ)１件，(Ｂ)１件，(Ｃ)２件の採択，

NEDO 戦略的イノベーション創造プログラムへの採択などにより総額 5.4 億円の外部資金を獲得

している。「繊維・機能性材料工学分野」では，繊維・高分子化学分野の科研費の獲得額が第２

期の２倍を超えている。 

 ７－２－エ－４），７－２－エ－５） 

④まちづくりに関する研究において，総務大臣賞，環境大臣賞を受賞するなど，地域連携による

研究が高い評価を得ている。また，産学官連携による研究成果の社会実装が進んでいる。 

 ７－２－オ－１），７－２－オ－２） 

⑤2017～2019年度の教員１人当たりの査読付き論文数は各年度とも２編程度であり，2016 年度の

2.6 編からは減少している。2016～2019 年に質の高い論文誌に掲載された論文の数は年換算で

第２期最終年度から２％増加している。第３期４年間の受賞件数は年換算で第２期最終年から

15％増加している。 

 ７－２－ウ－１） 

⑥第３期４年間の教員１人当たりの外部資金獲得額は，年平均で 327.5 万円と地方国立大学の平

均程度ではあるが，第２期最終年の 380万円からは低下している。 

 ７－２－エ－１） 

⑦産学官連携本部は，超小型人工衛星の製造・開発・運用，炭素繊維複合材料に関する研究を，

県及び地域企業と協力して進めている。また，「ふくいオープンイノベーション推進機構（FOIP）」

の中核拠点として年平均５件のプロジェクト型共同研究を開始して 30％を超える事業化率を達

成している。 

 ７－２－オ－１）－ｃ，７－２－オ－２）－ａ 

⑧７－３－イ－１）に示された優れた研究成果が重点５分野及び次世代重点分野においてあがっ

ている。 

 

（２）優れた点 

第３期中期目標期間の現況分析において，以下が「優れた点」や「特色ある点」として高く評

価された。 
〔優れた点〕  
・ 地元銀行からの出向 URAが持つ地域ネットワークを活用するとともに実践的技術相談等を実施

する T-URA（T Technology，Training，Transferを意味する）や産学官コンシェルジュを置い

て活発なコーディネート活動を展開した。その結果，第３期中期目標期間は４年目終了時まで

に 874 件の共同研究契約を締結し，平成 24年度から平成 27年度（626 件）の約 1.4倍に達した。

（原文のまま） 

〔特色ある点〕  

・ 産学官連携本部では人工衛星の開発に携わる特命准教授を雇用し，福井県と覚書を締結し協力

して超小型人工衛星の製造・開発・運用を進め（中日新聞令和２年２月 20日報道），また，福
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井県とのクロスポジションで炭素繊維複合材料に関する研究を担う特命教員１名を配置し，地

域企業の技術と融合する共同研究を推進した。（原文のまま） 

・ 素粒子及び原子核物理学において，米国フェルミ国立加速器研究所やテキサス A&M大学（米国）

等との大規模な国際共同研究に取組み，トップクォークの発見，宇宙暗黒物質や宇宙背景ニュ

ートリノなどの次世代測定装置の開発等の成果を挙げ，教員が欧州物理学会令和元年高エネル

ギー素粒子物理学賞を受賞した。（原文のまま） 

・ 国際協力機構草の根技術協力事業「バングラデシュ国のパイガサ地域の水・保健環境改善プロ

ジェクト」を現地 NGOとクルナ科学技術大学（バングラデシュ），並びに福井大学医学部と共同

で推進し，飲料水確保とその利用による健康改善を実現した。（原文のまま） 

 

第３期中期目標期間の達成状況に関する評価において，以下が「優れた点」や「特色ある点」

として高く評価された。 

〔優れた点〕 

・ 高調波発振及びその安定化，より広い周波数帯での発振等の機能を有する先進ジャイロトロン

を開発している。開発したジャイロトロンをはじめとする光源を利用して，電磁波照射による

癌成長の抑制，サゴ廃棄物灰の電磁波焼結による新規材料作製をはじめ，医療，材料，物性，

生体科学，通信等の幅広い分野において新たな知見を獲得している。なお，先進ジャイロトロ

ンの一連の研究等により複数の賞を受けている。（原文のまま） 

〔特色ある点〕 

・ 高速炉での格納容器破損防止対策の有効性評価技術の開拓，超高温熱物性測定装置の開発，原

子力発電所等における停止時未臨界監視手法の開発等を行っている。その成果により，事業事

後評価総合所見では A判定，また関連研究で日本原子力学会材料部会功績賞を受賞している。

また，原子力に関する研究では，複数の原子力システム研究開発事業等に取り組み，いずれも

着実に実施していることが評価されている。（原文のまま） 

・ オープンイノベーション推進機構（FOIP）への参画を通して，持続的かつ質の高い産学官金連

携活動を主導し，FOIPのイノベーションネットアワード 2019の全国イノベーション推進機関ネ

ットワーク会長賞獲得に大いに貢献している。（原文のまま） 

・ 投資・回収を意識した会社様組織を地域産学官金が共同して構成し，文部科学省の地域イノベ

ーション・エコシステム形成プログラム等の採択を得て，社会ニーズと連動した研究開発を推

進し，大学発ベンチャーを設立するなどの社会実装まで実践している。（原文のまま） 

・ 共同研究件数が第２期中期目標期間に比較して年率 10％程度増加しているほか，特許の実施許

諾一件当たりの金額も第２期中期目標期間と比較して約３倍に増加し，社会のニーズを踏まえ，

特色を生かした研究成果の社会還元が進んでいる。（原文のまま） 

・ T-URA（Tは Technology，Training 及び Transfer）を配置して，研究成果の社会実装を伴走

支援して得たリソースを活用し，知的創造サイクルを回す仕組（機器分析の現場から産学官の

情報集積を行うことで，成果となる社会実装を念頭においた研究課題創造が可能となる仕組）

を構築している。（原文のまま） 
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（３）今後の課題及び改善に向けた方策 

・研究成果の量的ならびに質的向上を図る。 

 ７－２－ウ 

 ＜改善策＞ 

- 現在でも発表論文数に応じた研究費の補助を行っているが，その増額を検討する（全学対応）。 

- 新規採用教員に対する研究費の助成を 2021年度に開始したが，その増額を検討する。 

- 教員の研究，教育，地域貢献，管理運営などの業務割合（エフォート）の設定範囲を変更す

ることによる時間の確保・有効活用について議論する。 

- 年度単位で実施してきた重点研究分野への支援を, 今後は複数年で行うことを検討する。 

- 重点研究分野の見直しと再構築を実施する。 

- 学長賞（論文）（仮題）の設置を検討中である（全学対応）。 

- 工学部内で教員の研究内容の紹介を行うなど，新たな研究領域への挑戦や開拓につながる異

分野交流を促進する。 

 ・外部資金の獲得，大型資金の獲得・科研費の獲得を進める。 

  ７－２－エ 

  ＜改善策＞ 

- 大型資金の獲得：分野横断型の研究に大型の資金の応募が見られることより，プロジェクト

研究を推進することを考えている。現在もプロジェクト研究の推進は実施しているが，今後

は分野横断型のプロジェクト研究に対する助成等を検討する。 

- 科研費の獲得：若手研究者に対する申請書作成支援として，関連分野の教員による査読を行

ってきたが，さらに査読を行う非常勤の教員を確保し，支援強化を始めたところである。 
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８．社会連携・貢献 

８－１ 社会連携・貢献の目的と特徴 

「地域社会との連携を強化」「地域社会を志向した教育・研究を推進」「地域の教育研究拠

点としての機能強化」に取組むことにより，「地域の知の拠点として地域の人材養成と課題解

決に寄与」し「地域・社会の持続的発展に貢献」することを目標としている。その目標達成

のため「地（知）の拠点整備事業」（COC事業）及び「地（知）の拠点大学による地方創生推

進事業」（C0C+事業）を基軸として，その全学的な推進体制を確立し，「地域志向教育による

地域が求める人材の養成と定着」「地域の教育力向上」「地域医療の向上」「地域社会を志向し

た研究による地域課題の課題解決と雇用創出」等にかかる取組を，自治体，県内の全高等教

育機関，地域社会・住民との連携を重視つつ実施している（資料 8-1-1, 8-1-2）。COC+事業は

文部科学省の中間・最終評価でともに「S」評価を得て，その成果が計画以上であることが高

く評価された（資料 8-1-3）。COC+事業は 2019 年度に終了したが，終了半年前には，事業の成

果を発展的に引き継ぐため，県内のすべての高等教育機関が参加する「ふくいアカデミック

アライアンス(FAA)」が設立された。本学はこれを福井県の支援のもと主導し，地域の持続的

発展に貢献する取組を着実に継続している（資料 8-1-4）。COC事業，COC+事業，FAAの取組は，

研究・産学連携・社会貢献担当理事の下，地域創生推進本部および工学系部門の教授が中心

となって牽引している。 

工学部・工学研究科では，COC+事業の「ふくい地域創生士」の認定対象科目として，学際

実験・実習やインターンシップ等の専門基礎科目ならびに学科ごと専門科目を選定し，専門

知識を活用しながら課題設定・グループワーク・実践力等の育成を重視する教育を実施した。

また，COC, COC+, FAAなどの全学的な取組への貢献に加え，地域の重要課題であり大学の強

みを持つ分野として設定された「原子力技術」「まちづくり」「バイオ・六次産業化」「ふくい

ブランド」などの分野において，地域の産業界・自治体との共同研究・連携活動を推進する

とともに，学生・地域住民が一体となった草の根活動を推進している。 

   ※COC 事業と COC+事業については５－１参照。FAA については４－２－７）参照 

 

８－２ 社会連携・貢献活動の状況 

ア．学生による社会貢献 
１）人材の育成：COC+事業を通して地域に貢献できる人材の育成を進めた。2020年度までに

42 名の学生が「ふくい地域創生士」に認定されるとともに，地域の公民館の役割を検証

し，その新しい役割を卒業論文で提案するなど，地域の課題解決につながる顕著な業績を

上げたとして 2018～2020年度に毎年度２名の学生が「ふくい地域創生アワード」の表彰

を受けた。また，本学部の学生が学生代表を務めた「和田 de路地祭 2019」では，COC+事

業のまちづくりプロジェクトとして，高浜町和田地区の「和田 de路地祭！」の実施に県

内他大学の学生と共同で取組むなど，COC+事業の支援のもとで学生の社会貢献が進んだ。 
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２）学部生の地域貢献：学科の特性等に応じた地域貢献を学生に促しており，地域交流やイ

ベント開催への貢献，地域企業の魅力ある商品を集約して扱う仮想店舗への貢献など，

専門知識を活かした社会貢献活動が行われた（資料 8-2-1）。小中学生を対象にしたワー

クショップや講座など，初等中等教育にも専門性を活かして貢献した。 
３）大学院生の地域貢献：専攻の特性等に応じた地域貢献を大学院生に促しており，地域交

流やイベント開催，初等中等教育でのデモ実験などに専門性を活かして貢献した様々な

事例がある。また，2019年度に留学生１名が県の友好大使を委嘱され，国際交流促進や，

福井の観光・文化の情報発信などに貢献した（資料 8-2-2）。 
４）国際学会学生支部による地域貢献：学生の主体的な学術活動とそれを通した社会貢献活

動を活性化するため，国際学会の学生支部の設立を進めた。2016年度に国際電気電子学

会（IEEE）の学生支部が設立され，第２期に設立された国際光学会（OSA）と国際光工学

会（SPIE）の学生支部とあわせ，工学系部門の教員の支援のもと設立された３つの学生

支部が，幅広い年齢層を対象とした公開講座や実習，福井刑務所の矯正展における教示

実験などの地域貢献活動を行った（資料 8-2-3）。学生支部の学生は学部生と大学院生を

あわせて毎年 20名程度である（７割程度が学部生）。第３期４年間に３つの学生支部の

学生により行われた地域貢献活動は，2016年度３件 10日，2017年度３件 11日，2018年

度４件 15日，2019年度５件６日間と大変活発である。本学部の積極的な国際学会学生支

部設置状況は全国的に見ても珍しく，それを基盤とした活発な社会貢献活動は特色であ

る。 

 
イ．教員による社会連携・貢献 
１）教員の地域貢献：工学系部門の教授が県の原子力安全専門委員会の委員長を務めるなど，

教員が各種学会ならびに国・自治体等の専門審議会等の活動・提言を通し，地域・社会

の発展や安全・安心の向上に貢献している。さらに，地域の地(知)の拠点として「地域

の持続的発展に貢献する」ため，COC事業から COC+事業を通し，「地域を志向し地域が求

める人材の養成と定着」に資する教育を強化するともに，県内の全高等教育機関とのの

連携により，地域の特色を活かす「原子力技術」「まちづくり」「バイオ・六次産業化」「ふ

くいブランド」「国際・地域」「看護福祉」の各分野で地域社会・企業との連携活動・共

同研究を推進し，その総合的達成指標として「地域貢献に関わる教員の割合を 2018年度

までに 90％以上とする」を設定した。工学系部門では地域貢献に関わる教員の割合は 2016，

2017 年度では 85.6，82.7％であったが，2018年度に 94.2％と目標をクリアし，その後

91.9％，91.7％と目標以上の貢献を維持している。COC+事業は，文部科学省の中間・最

終評価でともに「S」評価を得た。 

２）特筆すべき成果：まちづくり分野に関する連携研究の成果が，福井駅・城址周辺地区ま

ちづくりガイドライン等へ活用され，社会福祉協議会と連携した異世代ホームシェア事

業「たすかりす」に結び付くなど社会実装されており，「平成 29年度ふるさとづくり大

賞（総務大臣賞）」，「第９回 ＥＳＴ交通環境大賞（環境大臣賞）」（2018 年１月）等，多

くの賞を受けている（資料 8-2-4）。 
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３）リカレント教育：2021年度に，福井県の支援のもと，福井大学同窓経営者の会と工学研

究科が協働して「デジタル化・DX実践講座」（２コース）を開講し，企業ニーズに応えた

リカレント教育を実施している（資料 8-2-5）。また，本学では 2021年度に文部科学省事

業「就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業」への採択を受け，10 月から

「私の職業再構築支援プログラム」を福井県の支援も受け実施しており，工学系部門の

教員が同プログラムの必修科目の１つを担当して 31名が受講するなど，時代のニーズを

捉えたリカレント教育を通して地域社会に貢献している（資料 8-2-6）。 

 

【自己評価】 

（１）総評 

以下の分析のとおり，COC+事業等を実施し，県内高等教育機関，自治体，地域社会・住民等と

連携して，地域を志向し地域の課題解決に貢献できる人材の養成を進め，「ふくい地域創生士」の

認定など成果があがり，COC+事業も「S」評価を得ている。学生の社会連携・貢献活動は COC+事業

の内外で行われており，教員も自治体の委員等を務めるなど社会に貢献している。教員の社会連

携・貢献活動を一層進めるための指標が導入され，目標を達成するとともに，まちづくり分野に

おける優れた研究成果があがり，総務大臣賞や環境大臣賞が授与されている。また，COC+事業及

びその後の県内連携の仕組の構築に工学系部門の教員が中心的な役割を果たしている。これらを

総合的に勘案し，社会連携・貢献活動が適切に実施され，成果があがっていると判断できる。 

今後は，COC+事業を中心に挙がった成果を FAAなどを活用しながら継承・発展させ，社会連携・

貢献活動を一層進めるとともに，その取組を教育の質のさらなる向上に活かすことが求められる。 

 

＜実施状況の分析＞ 
 ①COC及び COC+事業による，「地域を志向し地域の課題解決に貢献できる人材養成」を目的とした

「地域コア科目」「PBL・実践系科目」を重視した教育，ならびに「地域の持続的発展に繋がる

地域の特色を活かす連携活動・研究」を推進した｡COC+事業の「ふくい地域創生士」の認定対象

科目として，学際実験・実習やインターンシップ等の専門基礎科目ならびに学科ごと専門科目

を選定し，専門知識を活用しながら課題設定・グループワーク・実践力等の育成を重視する教

育を継続している。COC+事業終了後は，福井県の支援の下，本学は県内のすべての高等教育機

関が参加する「ふくいアカデミックアライアンス(FAA)」を主導しており，そのもとで工学部・

工学研究科も地域の持続的発展にかかる取組を継続している。 

  ８－１ 

 ②「原子力技術」，「まちづくり」，「バイオ・六次産業化」，「ふくいブランド」などの分野におい

て，共同研究・連携活動を推進している。また，学生・地域住民が一体となった活動を推進し

ている。 

  ８－１，８－２ 

 ③地域貢献に関わる教員の増加を図るため，指標を導入し目標値を設定している。 

  ８－２－イ－１） 
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 ④地域社会のニーズに応えたリカレント教育を実施している。 

  ８－２－イ－３） 

 

＜成果の分析＞ 

 ①COC+事業を通して地域に貢献できる人材の育成を進め，2020 年度までに 42名の学生が「ふくい

地域創生士」に認定され，６名の学生が「ふくい地域創生アワード」の表彰を受けている。 

  ８－２－ア－１） 

 ②COC+事業の取組や国際学会の学生支部の活動のもと，学生の社会貢献が進んでいる。 

  ８－２－ア 

 ③「地域貢献に関わる教員を 2018年度までに 90％以上」とする目標を達成している。 

  ８－２－イ－１） 

 ④工学系部門の教授が県の原子力安全専門委員会の委員長を務めるなど，学会や国・自治体等の

委員としての活動を通し，教員が地域・社会の発展や安全・安心の向上を支援している。 

  ８－２－イ－１） 

 ⑤まちづくり分野における連携研究の成果があがり，工学系部門の教員が総務大臣賞，環境大臣

賞を受賞している。 

  ８－２－イ－２） 

 ⑥工学系部門の教授が中心となり，県内のすべての高等教育機関が参加する「ふくいアカデミッ

クアライアンス(FAA)」が本学主導のもと設立され，地域の持続的発展に貢献する取組が COC+

事業終了後も継続されている。 

  ８－１ 

 

（２）優れた点 

・学生による社会貢献 
  第３期中期目標期間の現況分析において，以下が「優れた点」として高く評価された。 

COC+事業を通して地域に貢献できる人材の育成を進めた。これまでに 41名の学生が「ふくい

地域創生士」に認定されるとともに，地域の公民館の役割を検証し，その新しい役割を卒業論

文で提案するなど，地域の課題解決につながる顕著な業績を上げたとして，平成 30年度に２名，

令和元年度に２名の学生が「ふくい地域創生アワード」の表彰を受けた。また，工学部の学生

が学生代表を務めた「和田 de 路地祭 2019」では，COC+事業のまちづくりプロジェクトとして，

高浜町和田地区の「和田 de 路地祭！」の実施に県内他大学の学生と共同で取組むなど，COC+

事業の支援のもとで学生の社会貢献が進んだ。（原文のまま） 

・教員による社会連携・貢献活動 
 第３期中期目標期間の達成状況に関する評価において，以下が「優れた点」や「特色ある点」

として高く評価された。 

〔優れた点〕 

まちづくりに関する研究の推進：COC+事業に係るまちづくり分野に関する連携研究は，福井

駅・城址周辺地区まちづくりガイドライン等への活用，社会福祉協議会と連携した異世代ホー
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ムシェア事業「たすかりす」の運営など社会実装されている。また，平成 29 年度日本建築学会

賞，平成 29 年度ふるさとづくり大賞（総務大臣賞），平成 30 年度環境的に持続可能な交通(EST)

交通環境大賞（環境大臣賞）を受賞している。（原文のまま）。 

〔特色ある点〕 

全県的な地域貢献推進体制の構築：COC 事業を基盤に地域の地（知）の拠点作りを進め，次

いで COC＋事業の責任大学として県内他４大学との協働体制を整備し，令和元年には県内８高等

教育機関全てと福井県が参加するふくいアカデミックアライアンスへと移行させ，地域貢献推

進体制を学内及び全県的に整備している。（原文のまま） 

地域に貢献する人材育成：地域貢献に資する人材をふくい地域創生士として認定する制度（平

成 29 年度開始），更にその中で顕著な地域貢献活動を行った者をふくい地域創生アワード（平

成 30 年度開始）として表彰する制度は，外部評価委員から「地域の持続的発展に貢献する人材

の育成を目指すオリジナルな取組で，効果が期待される」と評価されている。（原文のまま）。 

 

（３）今後の課題及び改善に向けた方策 

・「ふくい地域創生士」の認定を受けた工学部生の割合が，他学部に比較して低い傾向にある。 
 ＜改善策＞ 
  ふくい地域創生士認定については，地域連携推進課と教務課の協力を得て，地域連携推進本

部運営委員会が選考し FAAに推薦する形式で実行しているが，同委員会は部局からの推薦者

の追認に近い形式で実態を伴っていなかった。これを受け，学務担当の副学長主導で，各部

局と全学の教務学生委員会の所掌事項として実施する方向で改善を検討している。また，「ふ

くい地域創生士」の認定に係る科目の拡大も検討している。 

・地域住民を対象とした公開講座ならびに高校生等への入学前教育などを実施しているが，地域

社会からはデータサイエンス・AI・ビッグデータならびにグローバル化に対応できる実践的な

キャリアアップ教育への要望・意見が寄せられている。 

  ＜改善策＞ 

   2021年度に「デジタル化・DX実践講座」を開始するとともに,「私の職業再構築支援プログ

ラム」への教員派遣も行うなど対応を始めたところであるが，今後は福井大学産学官連携本

部協力会や国際地域マネジメント研究科との協働も視野に入れ，地域企業を対象としたオン

ラインセミナーや，実践的キャリアアップ講座等の強化を図る。 
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９．グローバル化 

９－１ 教育のグローバル化（工学部） 

ア．学生の留学及び留学生の受入れ支援の状況 
１）部局間協定の拡大：交換留学を促進するため，海外大学等との間で部局間学術交流協定

の拡大（2015年度 20件→2019年度 25件）を行った。 
２）マレーシア・ツイニング・プログラム：質の高い留学生（正規生）の受入を進めるため，

2014 年度からマレーシア政府との協定に基づくマレーシア・ツイニング・プログラムに参

加している。３年次編入学試験に「マレーシア・ツイニング・プログラム」の枠を設け，

毎年入学者を得ている。 

３）学生の留学支援： 
・海外留学に必要な英語力の育成強化のため，2018 年度に TOEIC特別クラスを正規の授業

とは別に設けた。24名について平均で約 78点のスコア向上が見られ（480.65点→558.33

点），うち６名は 160点以上（最大 225点）向上した。 
・海外派遣プログラム参加者に対する経済的支援を第２期末の水準で維持し，日本学生支

援機構（JASSO）奨学金と「福井大学学生海外派遣支援金」により毎年約 100 名の工学部

学生を支援した。 

４）留学生の受入れ支援：2018 年度に福井県の支援も受け大学構内に整備した留学生用宿舎

「牧島ハウス」（全 20室）に工学部への留学生９名を受入れた（2019 年度）。 

 
イ．学生の留学及び留学生の受入れの状況 
１）日本人学生の派遣：協定等に基づく工学部日本人学生の派遣の状況は以下の通りである。

2016～2019年度は平均 125名／年であり，2017年度を除き 2015年度（第２期最終年度）

の 111名を８％～28％上回った。派遣先の国・地域の数も 2015 年度 10→2018 年度 14→2019

年度 13 となり，協定の拡大を進めた成果が第３期中盤にあらわれた。COVID-19の影響は大

きく，2020年度は全学方針のもと日本人学生の派遣は停止され，2021年度も（少なくとも

2022 年１月までは）派遣停止が決まっている。年度ごと，派遣先ごとの人数は資料に示す

（資料 9-1-1）。 

  協定等に基づき海外に派遣された日本人学生（工学部生）の人数 

派 遣 年 度  
2015年度 

（第２期最終年度） 
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

派 遣 人 数  111名 142名 110名 128名 120名 

派遣先の国・地域の数 10 9 9 14 13 

  ※2019年度の人数の減少は，COVID-19の影響による 

２）交換留学生の受入れ：工学部に受入れた交換留学生は 2015 年度（第２期最終年度）19名

→2019 年度 34名（第２期６年間 16.3 名／年→第３期４年間 23.5名／年）となり，第２期
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から増加した。2020，2021年度は全学方針のもと COVID-19 への対応として受入れを停止し

たため，0名である。 

  受入れた交換留学生の人数 

受入れ年度 
2015年度 

（第２期最終年度） 
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

受 入 れ 人 数 19名 24名 18名 18名 34名 

 
３）正規留学生：正規留学生の在籍者数は，第２期末と第３期末を比較すると 2015年度 43

名→2021年度 54名と増加したが，第２期６年間と第３期６年間の比較では 57.3 名／年→

50.5 名／年と減少した。年度ごと，国・地域ごとの人数は資料に示す（資料 9-1-2）。 

  正規留学生の在籍者数 

年 度 
2015 年度 

（第２期最終年度） 
2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

在 籍 者 数 43 名 40 名 47 名 59 名 52 名 51 名 54 名 

出身国・地域の数 6 5 6 6 4 5 6 

     正規留学生の確保にはマレーシア・ツイニング・プログラムが貢献した。同プログラム

で受入れた正規留学生は 2015年度から 2021年度にかけ，２名→５名→５名→６名→４名

→３名→２名と推移した。2020 年度以降の減少はコロナ禍の影響による。同プログラムは

2021 年度をもって終了する。 

 

ウ．学生の留学及び留学生の受入れの成果・効果の状況 
１）海外派遣の効果の検証：海外派遣プログラム（留学，研修など）に参加した学生を対象

に，派遣による学修成果を本学独自のルーブリック評価である「福井大学グローバル・コ

ンピテンシー・モデル」を用いて検証した。派遣した学生のコンピテンシーを１～５の５

段階で評価した結果，中位以上（スコア３～５）の学生の割合が，コミュニケーション能

力について 24％→67％，専門的知識・能力について 27％→88％と増加するなど，調査した

７項目すべてについて派遣後の評価が派遣前の評価を大きく上回った。さらに，第２期の

学生と比較した結果，ジェネリックスキルに係る総合スコアの向上幅が 2015年度の 0.59

（派遣前 1.69→派遣後 2.28）から 2019年度には 0.98（派遣前 2.24→派遣後 3.22）に拡大

するなど，全ての項目において第３期の方が第２期よりも派遣によるスコアの向上幅が大

きくなった（資料 9-1-3）。 
２）県内定着：福井県補助事業「県内大学を中心とした産学金連携による外国人留学生の定

着拡大・本県企業のグローバル化戦略推進事業」，文部科学省外国人留学生学習奨励費（就

職支援特別枠）等の支援のもと，留学生への就職支援を強化した結果，毎年１～２名の留

学生が工学部を卒業して県内企業に就職した（2016～2020年度に５名）。 

３）大学院への進学：2019年度に工学部の交換留学プログラム A（下記参照）を修了した 34

名のうち６名が 2021年度に工学研究科博士前期課程に進学しており（進学率 17.6％），交
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換留学生の受入れが博士前期課程の正規留学生確保につながっている。ただし，進学率は

低下傾向にある。 

 
エ．国際的な教育プログラム及び教育環境の構築 
１）交換留学プログラム：本学では，学術交流協定校の学生が半年もしくは１年間福井大学

に在籍し，日本語や日本文化，さらに専門分野の教育を受ける「福井大学交換留学プログ

ラム」（2016年度までは「福井大学短期留学プログラム」）を設けており，工学部は同プロ

グラムに大きく貢献している。交換留学プログラムには，英語による授業を行う Program A

と日本語による授業を行う Program Bが用意されている。Program Aでは，学部生向け専門

教育として６分野（文化・社会系，機械・システム工学，電気電子・情報工学，建築・都

市環境工学，物質・生命化学，応用物理）において約 60科目が提供されており，卒業論文

に相当する科目として「課題研究（Special Research：８単位）」を受講することもできる。 
特に Program Aは本学における国際的なプログラムとして特色を有しているが，教員の

負担を軽減しつつプログラムの質の向上を図ることが課題であったため，留学生の満足度

の向上や質の高い留学生の受入れに資するよう，教員負担の偏りを軽減しつつ工学系の専

門分野が網羅されるようカリキュラムの改善を進めた。 

 

９－２ 教育のグローバル化（工学研究科） 

ア．学生の留学及び留学生の受入れ支援の状況 
１）部局間協定の拡大：交換留学を促進するため，海外大学等との間で部局間学術交流協定

の拡大（2015年度 20件→2019年度 25件）を行った。 
２）日本人学生の留学（派遣）支援：入学時のオリエンテーション及び年２回開催する交換

留学説明会の機会を捉え，成績等が一定の要件を満たせば海外派遣プログラムへの参加者

が日本学生支援機構の奨学金や福井大学独自の海外派遣支援金を受けられる制度を紹介し

て留学を促した。 
３）留学生の受入れ支援： 
・博士後期課程への留学生（正規生）の受入を進めるため，2018年度に同課程の私費外国

人留学生を対象に工学研究科独自の返還を要しない奨学金制度（工学研究科博士後期課

程私費外国人留学生修学支援奨学金）を設けた。また，JSTさくらサイエンスプランを活

用して博士後期課程への進学者確保を図った。さらに，各教員が，学生・研究交流のあ

る中国，ベトナム，タイ等の学術交流協定校を定期的に訪問し，地道なリクルート活動

を行った。 

・2018 年度に福井県の支援も受け大学構内に整備した留学生用宿舎「牧島ハウス」（全 20

室）に，2016年度７名，2017年度９名，2018年度 10名， 2019年度 12名の工学研究科

留学生を受入れた。 
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イ．学生の留学及び留学生の受入れの状況 
１）日本人学生の派遣：協定等に基づく日本人大学院生の海外派遣が 2018年度に 74名と，

2015 年度の約 1.9倍に増えた（博士前期課程と博士後期課程をあわせた人数）。COVID-19

の影響を受け始めた 2019年度も 70名と高い水準を維持し，2016～2019年度の平均は 55.8

名／年である。COVID-19の影響は大きく，2020年度は全学方針のもと日本人学生の派遣は

停止され，2021年度も（少なくとも 2022年１月までは）派遣停止が決まっている。年度ご

と，派遣先ごとの人数は資料に示す（資料 9-2-1）。 

  協定等に基づき海外に派遣された日本人学生（工学研究科大学院生）の人数 

派 遣 年 度  
2015年度 

（第２期最終年度） 
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

派 遣 人 数  39名 34名 45名 74名 70名 

派遣先の国・地域の数 11 9 9 12 12 

   ※2019年度の人数の減少は，COVID-19の影響による 

２）正規留学生：博士前期課程における正規留学生の在籍状況を下の表に示す。第３期の在

籍者数は期間のはじめに第２期最終年度を上回ったものの，期間中盤にかけて減少し，そ

の後回復して最終年度には期首とほぼ同じ水準となった。中盤の減少が響き，第３期６年

間の平均は 36名と，第２期６年間の平均 43.3名を下回った。年度ごと，国・地域ごとの

人数は資料に示す（資料 9-2-2）。 

正規留学生の在籍者数（博士前期課程） 

年 度 
2015 年度 

（第２期最終年度） 
2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

在 籍 者 数 39 名 43 名 45 名 27 名 20 名 39 名 42 名 

出身国・地域の数 8 8 6 6 5 8 8 

博士後期課程における正規留学生の在籍状況を下の表に示す。在籍者数は第３期に一貫

して増加し，2020年度には 26名と第２期最終年度の約 1.6倍となった。なお，第２期６年

間の平均は 29.3名／年であり，それに比べると第３期は低い水準に見えるが，博士後期課

程は 2013年度に改組して入学定員を 40名から 22名に変更しているため，第２期６年間の

平均と比較することは適切ではない。年度ごと，国・地域ごとの人数は資料に示す（資料

9-2-3）。 

  正規留学生の在籍者数（博士後期課程） 

年 度 
2015 年度 

（第２期最終年度） 
2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

在 籍 者 数 16 名 11 名 12 名 14 名 22 名 23 名 26 名 

出身国・地域の数 8 3 3 5 9 9 9 
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ウ．学生の留学及び留学生の受入れの成果・効果の状況 
１）海外派遣の効果の検証：海外派遣プログラム（留学，研修など）に参加した大学院生（大

部分が博士前期課程の学生）を対象に，派遣による学修成果を「福井大学グローバル・コ

ンピテンシー・モデル」（本学独自のルーブリック評価）を用いて検証した。派遣前と派遣

後のコンピテンシーを１～５の５段階で評価した結果，中位以上（スコア３～５）の学生

の割合が，専門的知識・能力について 53％→77％，自己学習力・問題解決能力について 66％

→93％と増大するなど，調査した７項目すべてについて派遣後の評価が派遣前の評価を大

きく上回った。さらに，第２期の学生と比較した結果，ジェネリックスキルに係る総合ス

コアの向上幅が 2015年度の 0.69（派遣前 1.84→派遣後 2.53）から 2019年度には 0.83（派

遣前 2.67→派遣後 3.50）に拡大するなど，全ての項目において第３期の方が第２期よりも

派遣によるスコアの向上幅が大きくなり（資料 9-2-4），海外派遣による学生の能力・資質

向上が進んだことが確認できた。 
２）県内定着：福井県補助事業「県内大学を中心とした産学金連携による外国人留学生の定

着拡大・本県企業のグローバル化戦略推進事業」，文部科学省外国人留学生学習奨励費（就

職支援特別枠）等の支援のもと，留学生への就職支援を強化した結果，毎年１～２名の留

学生が工学研究科を修了して県内企業に就職した（2016～2020 年度に博士前期課程修了者

３名，博士後期課程修了者２名）。  
 

エ．国際的な教育プログラム及び教育環境の構築 
１）英語による教育プログラム：外国人留学生（正規生）を対象とした英語で授業や研究指

導を行う国際的な教育プログラムとして，博士前期課程に「国際総合工学特別コース

（GEPIS）」，博士後期課程に「国際技術研究者育成コース(GEP for R&D)」を設けている。

入学時期は４月と 10月である。 

GEPIS について，留学生の満足度の向上や質の高い留学生の受入れに資するよう，2020

年度の博士前期課程改組にあわせ，教員負担の偏りを軽減しつつ工学系の専門分野が網羅

されるようカリキュラムを再構築した。また，留学生の授業の理解度を高めてオンライン

授業にも対応できるよう英語教材を充実した。さらに，「アフリカの若者のための産業人材

育成イニシアティブ（ABE イニシアティブ）」による GEPISコースへの留学生の受入を進め

るとともに，2019年度入試から本学ホームページに出願書類の電子データを掲載し，海外

居住者でも容易に出願できるよう利便性の向上を図った。これらの結果，６－３―キ－５）

で述べたように，第３期における GEPISコースへの入学者数は第２期より増加した。 

GEP for R&Dについても，６－３―キ－５）で述べたように第３期の入学者数が第２期よ

り増加し，両コースは大学院課程への正規留学生の受入に貢献した。 

２）スプリングプログラム：中国の学術交流協定校に留学し科目を履修する「スプリングプ

ログラム」を春季休業期間の約２週間を利用して実施している。履修した授業科目は，博

士前期課程又は博士後期課程の授業科目に読み替えて単位を認定することができる。 
上海理工大学（中国），本学留学生同窓会，工学研究科の３者での協議に基づき担当講師

の選任や日程を調整しながらプログラムを実施し，参加学生数は，2016年度 20名，2017
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年度 18 名，2018年度６名であった。参加学生から「カリキュラムが充実していて課題レポ

ート作成は大変であったが，海外で働くことの重要性を認識でき，中国の製造業に対する

見方が変わった」，「上海理工大学のスタッフ対応が素晴らしく，中国イメージが変わった」

など好評を得た。2019年度も参加予定学生 13名を対象に 2020年１月下旬にオリエンテー

ションを実施したが，COVID-19の拡大を受け中止した。2020 年度と 2021年度も同様の理

由により中止した。 

2020 年度の博士前期課程改組をふまえ，本プログラムのカリキュラムを 2019 年度に一部

改定した。本プログラムへの参加費（渡航費・宿泊費を含む）は約 10万円であり，参加学

生は日本学生支援機構の留学生交流支援制度奨学金６万円あるいは本学学生海外派遣支援

金５万円を受給できる。現時点では，本プログラムの受講学生は福井大学学生に限られて

いるが，上海理工大学の学生も受講し単位認定されるよう検討中である。 
   

オ．その他 
１）グローバル市場探索演習：グローバル社会における技術者の役割を理解し，企業の海外

展開を推進する技術者としてのマインドを育成するため，東南アジア等を中心とした日本

企業の展開地域において産業や起業に関する調査を行う科目「グローバル市場探索演習」

を 2016 年度から開講し，単位修得者は 2016 年度３名，2017 年度 12名，2018 年度 21名，

2019 年度 10名と，学生に好評である。参加した学生からは「具体的な調査の方法について

指導いただきながら学べた事は何よりも成長に繋がっていると感じる。トライアンドエラ

ーの繰り返しであったが，それをどう修正していくかが大事であると身をもって学んだ」

など高く評価する声が寄せられた。なお，2020，2021 年度はコロナ禍により同科目は実施

できていない。 
 

９－３ 国際交流 

ア．国際交流の状況 
１）ジョイントプログラム：中国の西安理工大学と 1980 年代より学術交流協定を結び交流を

深めてきた。現在，副学長及び学院長を含め西安理工大学の約 40名の教員が本学への留学

経験者である。毎年２～３名の学生を受け入る状況が続いた後，近年では交流が拡大して

いる。短期派遣プログラムである西安オータムプログラムには，2012年度から 2019年度ま

での８年間に 10名／年の日本人学生が参加しており，2017年度からは新たに日中シンポジ

ウムを含む短期受入れプログラムも開始して 10名／年の中国人学生を受入れた（日本人学

生，中国人学生とも主に大学院生）。こうした実績のもと，短期プログラムを 2019年度か

ら双方の大学が単位認定を行うジョイントプログラムに格上げした。これは，工学部・工

学研究科で初めてとなるジョイントプログラムであり，これを契機として上海理工大学と

の間でもジョイントプログラムの検討が始まるなど，教育プログラムのグローバル化を牽

引している。また，2016年度には協定締結 30周年記念事業の一環として，学生のみでなく

役員及び教職員のレベルでも交流を深めるとする補足協定を締結した。コロナ禍によりこ
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こ２年間の往来が中断しているものの，今後交流の再開・拡大が期待される。 

２）２つの国際交流プログラム：タイのシーナカリンウィロート大学（SWU）との双方向イン

ターンシップ，および日中韓三大学交流機械・エネルギー工学シンポジウム（ISAMPE）に

参加した工学部学生が第３期４年間では7.5名／年と，2015年度の２名を大きく上回った。

工学研究科学生の参加人数も 2019年度に 24名と，2015年度の 14名を大きく上回った。SWU

との双方向インターンシップについては，毎年更新していた交流覚書を 2017年度に学術交

流協定に格上げして交流の定着を実現した。ISAMPE については，釜慶大学校，上海理工大

学，福井大学に加えて 2020年度からマレーシア国立サバ大学も参加する四大学交流へと規

模を拡大することを 2019年度に決定した。 

2020，2021 年度は，２つの国際交流プログラムともコロナ禍のため中止となった。どち

らのプログラムも学生同士の対面交流を重視していることから，オンライン形式での実施

は選択しなかった。SWUとの双方向インターンシップは 2023 年度以降の再開を検討中であ

る。ISAMPEは 2022年秋に４大学が参加してサバ大学で開催する予定である。 

 

イ．教員の国際活動の状況 
国際的な連携から共同研究に発展した成果である国際共著論文数は 2016年の 39件から

増加傾向にあり，2020年には 58件に達し，５年間で合計 243件に上った（資料 9-3-1）。

以下，特筆すべき成果を記載する。 

１）優れた成果をもとに国際的に連携することで，更に優れた学術研究に展開した事例： 
a．素粒子及び原子核物理学において，米国フェルミ国立加速器研究所やテキサス A&M 大学

等との大規模な国際共同研究に取組み，トップクォークの発見，宇宙暗黒物質や宇宙背

景ニュートリノなどの次世代測定装置の開発等の成果を挙げ，吉田拓生らが欧州物理学

会 2019年高エネルギー素粒子物理学賞を受賞した。 

ｂ．独国デュースブルク・エッセン大学やカールスルーエ工科大学と共同し，理論化学に

基づくガソリンなどの燃焼反応モデルを開発した。効率的な燃焼技術の基礎になると期

待され，酒井康行がドイツ研究振興協会の Mercator Fellowに選出された。 

ｃ．２件の科研費国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）の助成を受け，豪州ヴィク

トリア大学との共同で建築火災やトンネル火災に対する排煙装置や消火装置の有効性に

関し調査研究し，評価の高い国際共著論文（被引用数 20 回，論文指標 2.74％（Safety, 

Risk, Reliability and Quality 分野））を発表するなどの成果を挙げた。 

２）異分野との融合研究を海外研究機関等と共同で実施し，優れた成果に繋がった事例： 

a．仮想現実を利用した医用検査に関する研究において，米国 Arthrex 社や神戸大学と共

同で医療検査機器「JIMI Kobe」を開発し，本機器がアメリカ食品医薬品局（FDA）の認

証を受け国際的な普及が進められている。 

ｂ．国際協力機構（JICA）草の根技術協力事業「バングラデシュ国のパイガサ地域の水・

保健環境改善プロジェクト」を現地 NGOとクルナ科学技術大学，並びに本学医学部と共

同で推進し，飲料水確保とその利用による健康改善を実現した。本プロジェクトは，経

済産業省レポート「新興国等のヘルスケア市場環境に関する基本情報バングラデシュ編」
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で JICAの主な医療国際化関連事業 10例として評価された（資料 9-3-2）。 

３）附属国際原子力工学研究所：海外研究機関との研究者・学生の相互派遣を積極的に進め

（資料 9-3-3），外国人留学生等の受入 54名（外国人留学生は延べ 26名，外国人研究者・

研修生は 28名），海外への日本人学生の派遣 13名，クロス・アポイントメント制による教

員招聘２名などの派遣実績をあげた。また，国際ワークショップ等を９件開催して前倒し

で第３期の目標(主催２件)を達成した（資料 7-2-9（再掲））。このように，第２期（外国人

受入 51 名，海外への日本人学生派遣 11名，クロアポ教員招聘０名，国際ワークショップ

開催１件）を超える多くの国際連携による研究を活発に推進した。 

４）遠赤外領域開発研究センター：下記の施策により国際的な研究交流・人材交流を強化し

た。その結果，第２期と比較し40％増加となる139件の国際共同研究を第３期に実施し（2015

年度比で 51％増加），新たに５件の海外研究機関との共同研究覚書締結及び２件の国際学術

交流協定締結に繋げた（資料 7-2-15（再掲），9-3-4）。 

・国際コンソーシアム機能を強化するため，News Letter を年３回発行し，国際シンポジ

ウム・ワークショップを５件開催した（資料 9-3-5）。  

・ロシア，ブルガリア，及びウクライナの研究機関とのクロス・アポイントメント制度に

より延べ 14名の外国人教員（特命教員）を雇用した（資料 9-3-6）。また，学長裁量経費

により外国人特命教授１名及び外国人招聘教員延べ 21名を雇用した。 

・2016 年度より若手海外研修・招聘プログラムを開始し，2019年度末までに海外から 16

名の若手研究員を招聘するとともに，本学から 23名を海外へ派遣した。 

５）グローバル化活動数：本学では，グローバル化活動の意義と目標を周知共有するものと

して，教員の国際通用性を表すとともに国際活動の活性度と国際化の意識の指標となる「グ

ローバル化活動数」を導入し，教員の国際活動の活性化を図っている。この指標は，サバ

ティカル制度等を活用した海外機関での研究活動，海外機関へのベンチマーキング視察，

国際会議での発表などの実績に基づき，教員の国際活動を定量化したものである（資料

9-3-7）。グローバル化活動数は，2018 年度 517件と 2015年度（第２期最終年度）の 462

件の 1.2倍に増えた。COVID-19の影響を受け始めた 2019 年度も 486件と高い水準を維持し

た。教員の国際活動が活発化していることを示している。 

 

【自己評価】 

（１）総評 

部局間の学術交流協定の増加や，英語による授業で修了できるコースの設置などにより留学生

の確保に努め，交換留学生の受入れ・送り出しが第２期より向上している。学部，大学院とも第

３期末の正規留学生の在籍者数が第２期末を上回っている（ただし，学部と博士前期課程におい

ては，第３期６年間の平均は第２期６年間の平均を下回っている）。日本人学生の海外派遣の効果

をルーブリック評価により検証し，第２期を上回る結果が得られている。部局独自のプログラム

は第２期を上回る交流実績を上げ，ジョイントプログラムへの格上げも見られる。教員のグロー

バル化活動を測る指標が導入され，国際共同研究の件数や国際共著論文の数が増加している。こ
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れらを総合的に勘案し，グローバル化活動が適切に実施され，成果があがっていると判断できる。 

今後は，コロナ後を視野に，正規留学生の獲得や卒業後の県内定着を図る取組をさらに進める

とともに，それに資するよう教育プログラムの質を一層向上させることが求められる。 

 

＜実施状況の分析＞ 
 ①学部および大学院において国際的な教育プログラムが実施されている。 
  ９－１－エ－１），９－２－エ，９－２－オ－１） 

②部局間の学術交流協定を拡大するとともに，マレーシア・ツイニング・プログラムへの参加や，

GEPIS コース，GEP for R&Dコースなどの実施を通して正規留学生の確保を進めている。GEPIS

コースでは，2020年度の改組にあわせてプログラムを再整備している。 

 ９－１－ア－１），９－１－ア－２），９－１－ウ－３），９－２－ア－１），９－２－ア－３）， 

 ９－２－エ－１） 

③海外派遣によるコンピテンシーの変化を本学独自のルーブリック「福井大学グローバル・コン

ピテンシー・モデル」を用いて評価している。 

 ９－１－ウ－１），９－２－ウ－１） 

④海外に派遣する日本人学生への支援として，TOEIC特別クラスによる英語力強化，奨学金の支給

を行っている。来日する留学生に留学生用宿舎「牧島ハウス」を提供している。県と連携し文

部科学省の支援も受け留学生に対する就職支援を行っている。 

 ９－１－ア－３），９－１－ア－４），９－１－ウ－２），９－２－ア－３），９－２－ウ－２） 

⑤部局レベルの複数の国際交流プログラムを実施している。 

 ９－２－エ－２），９－３－ア 

⑥研究をベースにした教員の国際活動が多様に行われており，グローバル化活動数の導入により

国際活動の一層の活性化を促している。 

 ９－３－イ 

 

＜成果の分析＞ 

①工学部，工学研究科とも「協定等に基づく日本人学生の派遣」が第２期よりも進んでいる。特

に，工学研究科においては，2018年度の派遣人数が 74名と 2015年度の約 1.9 倍に増え，2019

年度もほぼ同じ水準を維持している。「交換留学生の受入れ」も工学部で進み，2019 年度の受入

れ人数は第２期最終年度の約 1.8倍となっている。正規留学生については，学部，大学院とも

第３期末の在籍者数が第２期末を上回っている（ただし，学部と博士前期課程においては，第

３期６年間の平均は第２期６年間の平均を下回っている）。 

 ９－１－イ，９－２－イ 

②「福井大学グローバル・コンピテンシー・モデル」を用いて海外派遣の効果を検証した結果，

調査した７項目すべてについて派遣後の評価が派遣前の評価を大きく上回るとともに，第３期

の方が第２期よりも派遣によるスコアの向上幅が大きいことを確認している。これは，質の高

い海外派遣が実施されていることの証左である。 

 ９－１－ウ－１），９－２－ウ－１） 
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③工学部を卒業または工学研究科を修了して県内企業に就職した者が 10名いる（2016～2020年

度）。これは，留学生に対する就職支援の成果の１つである。 

 ９－１－ウ－２），９－２－ウ－２） 

④国際交流プログラムについては，タイのシーナカリンウィロート大学（SWU）との双方向インタ

ーンシップ，日中韓三大学交流機械・エネルギー工学シンポジウム（ISAMPE）への参加者が第

２期よりも増え，西安理工大学との間では従来のプログラムを発展させ双方で単位を付与する

ジョイントプログラムを整備している。コロナ禍により国際交流は一時的に停止状態にあるが，

今後交流の活性化が期待される。 

 ９－３－ア 

⑤教員の国際共同研究の件数／年が 2015年度に比べ 51％増加し（2016～2019 年度），2020 年の国

際共著論文数も 2016年の約 1.5倍に増加して，グローバル化活動数を導入して活性化を図った

成果があがっている。 

 ９－３－イ 

 

（２）優れた点 

第３期中期目標期間の工学研究科の現況分析において，以下が「特色ある点」として評価され

ており，良好な点として挙げることができる。 

・留学支援 
 オリエンテーション等の機会を捉え，成績等が一定の要件を満たせば海外派遣プログラムへの

参加者が日本学生支援機構の奨学金や福井大学独自の海外派遣支援金を受けられる制度を紹介

して留学を促した。こうした取組の結果，協定等に基づく日本人大学院生の海外派遣が平成 30 

年度に 74 名と，平成 27 年度の約 1.9倍に増加した（博士前期課程と博士後期課程をあわせた

人数）。COVID-19の影響を受けた令和元年度も 65名と高い水準を維持した。（原文のまま） 
 

（３）今後の課題及び改善に向けた方策 

第３期には，交換留学生の受入れ人数が大幅に増加したが，正規留学生数の確保は十分ではな

い。特に，工学部では，正規留学生の受入れに貢献してきたマレーシア・ツイニング・プログラ

ムが 2021年度をもって終了するが，その成果を検証しつつ今後の対応を検討する必要がある。優

秀な正規留学生数を獲得することは，労働人口が減少する中，卒業後に日本に定着する留学生を

増やすためにも重要である。 

９－１－イ－３），９－２－イ－２） 

＜改善策＞ 

英語ホームページの広報，インターネットを介した動画配信，海外の高校生と日本語学校生に

対する留学フェアへの積極的な参加などの取組により，工学系部門の教員が正規留学生数の獲

得を目的とした活動を増やす。ただし，正規留学生は入学定員の枠内であり，その数を大幅に

は増やせないため，これまで学術交流のある協定大学との間でダブルディグリー取得を可能に

するなど，入学定員の枠外で正規留学生を獲得できる制度を構築する。また，工学部で受入れ

た交換留学生の博士前期課程への進学率が低下傾向にあるため，進学を促す取組を強化する。 
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10．附属施設の活動 

10－１ 附属超低温物性実験施設 

本施設は,寒剤（液体ヘリウム及び液体窒素）を製造・供給し，これらの寒剤を必要とする

教育研究を進展させるため 1971年度に設立された。本施設の目的は, ①学内の教育研究に必

要な寒剤の供給，②超低温における物性の研究及び強磁場を応用した教育・研究の支援であ

る。 
①の目的のため，液体窒素タンクとヘリウム液化機を設置し，遠赤外領域開発研究センタ

ー寒剤供給セクションならびに技術部と連携して供給業務を行っている。寒剤の利用者は工

学部及び工学研究科，教育地域科学専攻，各センターなど文京キャンパス全体にわたり，2017

～2019 年度は，１年当たり，液体ヘリウムを約 6,000L，液体窒素を約 15,000L供給している。

寒剤ユーザーの安全性のため, 文京キャンパスで利用する予定の教職員・学生を対象とした

高圧ガス保安教育講習会を毎年行っている(参加者数は平均して 200 名弱)。加えて，高圧ガ

ス保安法に則った定期的な保安検査（毎年度）や大規模災害に対応するための規程改正（2020

年 7月）を行っている。 
②の目的のため，学内の兼任教員とも協力し，磁性体やイオン結晶の NMR（核磁気共鳴）や

ESR（電子スピン共鳴) ，光物性，レーザー分光等の物性実験，高周波電磁波源であるジャイ

ロトロンの開発などの強磁場応用実験，繊維・材料, 化学,バイオ研究に必須の高分解能 NMR

装置に対する液体ヘリウム供給などを通して，本学の教育・研究に貢献している。2019 年度

には本施設が支援した物性研究の成果「3He-4He希釈冷凍機を用いたミリ波帯超低温 ESR/NMR

測定装置の開発」に対して，日本赤外線学会から研究奨励賞が授与された事が特筆される。 
 

10－２ 先端科学技術育成センター 

創造する力を育成するセンターとして 2006年度に設置し，英語名に基づき「創成 CIRCLE」

(Center for Innovative Research and Creative Leading Education)を愛称として活動を行

っている。工学部・工学研究科の理念である「Imagineer」の育成を実践する組織として，も

のづくり／創造力育成に関する教育研究を支援することをミッションとしている。センター

には，以下の３部門があり，それぞれ 10名の兼任教員により運営している。 

創成教育部門：工学部の創成教育を牽引する。具体的には，①学科・学年の枠を越えた学生

グループによる活動を教員グループがアドバイザーとして支援するプロジェクト型アクティ

ブ・ラーニング授業である工学部共通科目「学際実験・実習Ⅰ，Ⅱ」の運営を担う。②創成

型の学習を知識面から支援する工学部共通科目「ものづくり基礎工学」の企画・運営を行う。

③学生主体の活動である「創成教育活動」（単位なし）を統括する。毎年 10程度の学生グル

ープを支援しており，80名程度の学生が年間を通じて活動している。④工学部での創成教育

の普及に努め，各学科の専門教育における創成教育を支援する。 

精密工作部門：機械工場の運営と工作機械を用いた教育研究支援を行う。機械工場は真心（マ
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シン）創造ラボを愛称とし，旋盤，ボール盤といった汎用工作機械のほか，立形５軸マシニ

ングセンタ，２次元／３次元レーザー加工機，複合加工 CNC旋盤，ワイヤカット放電加工機，

ハイブリッド ACサーボプレスといった高度な工作機械を有する。教職員・学生を対象とした

工作機械安全講習の実施及び各種機器／部品の製作支援を通じて，ものづくりに関する教育

研究支援を担う。 

地域連携部門：先端科学技術育成センターと地域を結ぶ架け橋としての役割を担う。具体的

には，センターの広報紙である CIRCLE Newsの制作／発行（年１回）及び HPの運営を行うほ

か，地域の商店街や NPOと連携した教育の企画，創成教育部門と連携した教育実践を行って

いる。また，創成教育に関連した公開講座，大学開放行事である「福井大学きてみてフェア」

やオープンキャンパスの際の創成教育関連企画のとりまとめを行う。 

先端科学技術育成センターが担う創成教育は，「夢を形にする技術者育成プログラム」とい

う題目のもと，2008年度から３年間「質の高い大学教育推進プログラム」として採択された。

その後，工学部から予算措置を受けるほか，学内の「教育改善のための重点配分経費」に継

続的に採択され，工夫と改善を重ねて工学部におけるプロジェクト型アクティブ・ラーニン

グを推進してきた。 

工学部における創成教育の普及をめざし，工学部内の公募事業「Imagineerを育む創成教育

経費」を実施し，各学科／教員のプロジェクト型アクティブ・ラーニングに関するプロジェ

クトを毎年 10件程度選定して支援し，その成果は CIRCLE Newsを通じて情報共有してきた。

こうした活動を通じて，本学が中期計画で掲げたアクティブ・ラーニング授業の割合を 60%

以上にする目標の実現に貢献した。 

 中期計画での教育におけるもう一つの数値目標であった「１週間の授業外学修時間」につ

いても，工学部平均が 6.5時間であった 2018年度の時点において，学際実験・実習受講者の

平均値は 10時間を越えており，そうした積極的な学生による他の学生への波及効果を通じて，

工学部学生の授業外学修時間の増大にも寄与したと考えている。 

 突然のコロナ禍に見舞われた 2020年度には，さっそく ICT（情報通信技術）の活用を骨子

とした「福井大学発の ICTを活用したプロジェクト型アクティブ・ラーニング技法（FICTPAL: 

Fukui university ICT-enhanced Project-based Active Learning）の開発と実践」と題した

プロジェクトを開始し，コロナ後を睨んだ新しい教育方法の開発に取組み，工学部のアクテ

ィブ・ラーニングの推進を牽引している。 

近年の具体的な成果例を下記に示す。 

1. 学際実験・実習の受講者は，2016年度の 62名から 2019 年度の 91名へと増加した。2019

年度の授業後アンケートでは，向上を目指す 10の能力項目のいずれの項目においても 80%

以上という高い達成度を示した。（2019年度：自主性：96%，問題発見能力：93%，問題解

決能力：91%，実践力：96%，コミュニケーション能力：96%，多元的・学際的な評価能力：

82%，創造力：87%，情報スキル：89%，プレゼンテーション能力：89%，倫理的判断能力：

93%） 

2. 創成教育活動では，国内外の大会への参加を推奨しており，各種の大会で成果を発表して

いる。2018年度にはサンディエゴで開催された Optics Outreach Games 大会において３
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位の成績（学生投票では１位）を収めた学生グループもある。こうした活躍については，

広報紙 CIRCLE Newsを通じて情報共有している。 

3. 各学科での専門教育にも創成教育が取り込まれており，物質・生命化学科にて実施された

創成教育（必修科目）では，学生が提案したアイデアが，福井大学のビジネスプランコン

テストで最優秀賞を受賞し，その後京都大学にて開催された全国大会「テクノ愛」におい

て準グランプリを受賞した。（2019 年度） 

4. センターが推進する創成活動を継続して指導してきた教員（鈴木啓悟准教授）が，その業

績をもとに，第 23回工学教育賞（業績部門，2019年度）を受賞するなど，教員の教育技

法向上にも寄与している。 

5. コロナ禍が始まった直後から，コロナ後の教育改善を睨んだ「FICTPAL」を開始した。従

来のポスター発表会／プレゼンテーションに替えて，学生の制作した発表ビデオを積極的

に公開し，学生・教職員による評価に供した。ビデオ作成では，作成自体を通じた学生自

身の振り返り効果も見られ，授業に対する学生の評価がコロナ禍前よりも向上した取組も

見られた。例えば，物質・生命化学科の創成実験にて，コロナ禍前と同じアンケートを取

ったところ，「専門分野への興味が増した(2019年度[コロナ前]：74%=>2020年度：91%)」

と向上し，具体的な能力育成についても，「協調性(59%=>82%)」，「計画性(38%=>69%)」，「多

面的思考(38%=>55%)」，「デザイン能力(39%=>53%)」，「技術者倫理(13%=>45%)」と向上した。

危惧された「コミュニケーション能力」についても，47%=>53%と若干ながら向上した。ビ

デオ作成についても 93%の学生が能力育成に役立ったと回答するなど，従来以上の教育効

果が見られた。 

6. コロナ禍においても，2021年３月には国内大会「Japan Steel Bridge Competition 2020」

を開催し，対面参加（４大学６チーム）とオンライン参加（２大学３チーム）の両方を含

む大会運営のノウハウを蓄積した。 

 

【自己評価（附属超低温物性実験施設）】 

（１）総評 

本施設は地方国立大としては初めて液体ヘリウム液化・回収装置を導入し，超低温領域の教

育・研究の拠点として機能してきた。設置以来，寒剤供給を通して学内の研究インフラの一翼

を担うとともに，超低温分野の教育・研究に貢献してきた。 
今後は，本施設の学内における重要性を顕在化させ，予算の確保に繋げることが求められる。 

 

（２）優れた点 

・液体窒素自動充塡システムを導入するなど，寒剤供給に対する不断の改善を行っている。 
・液体ヘリウム供給を通して，多くの大学院生・学生の教育・研究に貢献している。 

 

（３）今後の課題及び改善に向けた方策 

・施設建屋及び液化システムの老朽化により，種々のトラブルが発生している。 
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・構造的な予算不足のため，最終的にユーザーの経済的負担が増加している。 
 ＜改善策＞ 
  本施設の学内における重要性を顕在化するとともに, 予算措置を要請する。 

 

【自己評価（先端科学技術育成センター）】 

（１）総評 

工学部におけるプロジェクト型アクティブ・ラーニングの開発・実践・普及活動を通じて，工

学部のアクティブ・ラーニングの推進を牽引し，工学部の理念である Imagineerの育成に貢献し

ている。 

  今後は，創成教育に係る予算の減少に対応するため， 活動資金をより広く集める方策の検討も

必要であろう。 

 

（２）優れた点 

・学際実験・実習や創成教育活動の実践及び学科教育への普及を通じて，座学では修得困難な能

力向上に成果を挙げている。 

・第 23 回工学教育賞（業績部門，2019年度）を受賞する教員を生み出すなど，教員の FD活動と

しての成果も挙げている。 

・コロナ禍という困難な状況の中でも，新たな教育方法の創出に率先して取組み，従来以上の教

育成果を挙げつつある。 

 

（３）今後の課題及び改善に向けた方策 

・これまで学部における創成教育支援を中心に実施してきたが，プロジェクト型アクティブ・ラ

ーニングは大学院教教育でも重要性を増しており，今後は学部との一貫した教育システムの構

築が望まれる。 

 ＜改善策＞ 

  大学院での PBLと連携した一貫した運営体制を構築する。 

・創成教育予算が，2016年度の 625万円から 2021年度の 292万円と毎年削減されており，創成教

育活動の支援や公募事業の実施が困難になりつつある。 

  ＜改善策＞ 

   学外からの資金調達の可能性について検討する。 
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11．前回の外部評価で抽出された課題への対応状況 

前回の外部評価（2012年 11月）の結果抽出された主な課題とそれに対する対応状況は以下の

通りであり，課題への対応状況は良好である。 

 

抽出された課題 対応状況 

①工学部・工学研究科の理念と目的及びディプ

ロマ・ポリシー（DP），カリキュラム・ポリシ

ー（CP）の再確認・見直しにおいて，学生と教

員が一丸となった「IMAGINEER」に直結する理

念と目的と DP，CP の検討 

2019 年度に，工学部及び工学研究科のディプ

ロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーを改

正した。改正にあたっては「IMAGINEER」の考

え方を踏まえるとともに，社会的要請である第

３巡目の認証評価の基準を満たすようにした。

学生を巻き込む点は今後の課題であるが，策定

中の第４期中期計画の中に，ステークホルダー

の声を教育課程の改善に活かすことを趣旨と

するものがあり，その一環として対応すること

になると思われる。なお，「IMAGINEER」に込め

られた理念・目的を学生により一層周知するた

めの掲示を 2021年度に行った。 

②アドミッション・ポリシーをもっと受験生や

父兄を意識した記述にする 

2019 年度に，工学部及び工学研究科のアドミ

ッション・ポリシーを改正し，2020 年度から

適用している。特に，工学部のアドミッショ

ン・ポリシーについては，「工学部で養成する

人材像」と「求める学生像」を高校生や保護者

に分かりやすい内容に改めた。 

③学生の能動的な学習をさらに促す工夫 アクティブ・ラーニング（A・L）を取入れた科

目を 6割以上にすることが第３期中期目標期

間の計画に掲げられ，積極的な FD活動を通し

てその普及に取組んだ結果，工学部ではその割

合は 2018年度に６割を超え，2019年度には

69.4%，2020年度には 78.2%に達した。 

カリキュラム評価アンケート（2019 年度）で

は，64％がディプロマ・ポリシーに掲げる能力

の向上に A・L は有用と回答するなど，A・L に

対する学生の評価は良好であった。A・L の普

及などに伴い，１週間の授業外学修時間も

2013 年度 5.8 時間→2016 年度 6.9 時間→

2019 年度 11.6 時間と第３期に高い伸びを示

し，第３期の目標(9.75 時間)を超えた。 
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④国際的感覚を涵養するための留学生の活用

や TOEIC受験の義務化 

(1) 本学では，2017年度に語学学習サポートコ

ミュニティ(U-PASS:University Peer 

Academic Support Services）が設立された。

U-PASS は学生チューターが主体となり，留学

生を含めて，学生同士で一緒に学び合い，言

語能力に自信をつけることを目的としてい

る。留学生による日本人学生向けの英語学習

支援（TOEIC，TOEFL試験対策を含む）と日本

人学生による留学生向けの日本語学習支援を

実施しており，語学力向上に寄与している。

この取組に，工学研究科の留学生１名が 2020

年度から参加している。 
(2) 英語によるコミュニケーション能力を有

していることを条件に，留学生と日本人学生

の橋渡しをするスチューデント・コーディネ

ーター(SC)を選出している。SC は，海外経験

豊富な教職員の体験を聞くブラウンバックセ

ミナー，国際的に活躍する社会人の体験を聞

くグローバル人材育成セミナー，クリスマス

等の季節のイベント等を企画・開催している。

このような活動により，SCは，外国人留学生

と日本人学生の交流，日本人学生の国際通用

性向上に対する意欲の涵養に貢献している。

工学部・大学院工学研究科の学生（非正規生

を含む）の貢献は大きく，SC参加登録者数の

４割弱～６割弱を占めている（2016 年度９

名， 2017年度 18名，2018年度 13名， 2019

年度９名，2020年度 15名）。 

(3) TOEIC：博士前期課程では，2016年度実施

の一般入試から一部の専攻で英語に係る外部

テスト（TOEIC または TOEFL）のスコアの提出

を必須化し，さらに 2019年度実施の入試から

全専攻に拡大して，学部生の主体的な英語学

習を促した。2019 年度に実施した一般入試受

験者の TOEICスコアの平均は，2016年度の同

様な状況下の学生の平均を 63点上回り，入試

における英語外部テストの活用が英語の学習

意欲向上策として有効に機能した。 
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なお，海外留学に必要な英語力の育成強化

のため，2018年度に TOEIC 特別クラスを正規

の授業とは別に設けたところ，24名について

平均で約 78点のスコア向上が見られ（480.65

点→558.33点），うち６名は 160点以上（最

大 225 点）向上した。 

⑤学部と大学院の専門教育のシームレス化 (1) 早期に高度な専門知識を学ぶ機会を提供

するとともに博士前期課程への進学を促すた

め，大学院授業科目の早期履修制度を設けて

いる。2013年度から，大学院授業科目の早期

履修制度に参加する学科を５学科から７学科

に拡大し，シームレス化を進めた。制度を利

用して 2018年度に博士前期課程の授業を受

講した４年生は156名であり（2015年度の132

名から増加），その88％にあたる137名が2019

年度に同課程に進学し，厳格な成績評価によ

り 134 名に単位が認定された。このように，

学部と大学院の教育をつなぐ早期履修制度の

活用が第２期よりも進んだ。 

(2) 2016年度の工学部改組により，原子力と繊

維に関わるコースが学部に設けられ，両分野

の教育について大学院の専門教育と接続する

学部教育が整備された。 

⑥教育 GP の取組の再整理・統一などによる効

率化 

 

※文部科学省は，国公私立大学を通じて，教育の質

向上に向けた大学教育改革の優れた取組（Good 

Practice（GP））を選定し，財政的なサポートを行

う一連の事業を実施した。教育 GP はそうした事業

の１つである。  

これまで，教育 GPに加え，学士力 GP，大学院

GP，GGJ 事業，COC 事業，COC+事業などの文部

科学省の事業に採択されてきた。これらの事業

の取組全てを財政支援期間終了後にそのまま

継続することは難しいが，競争的学長裁量経費

や福井県の補助事業などに応募して財源を確

保しつつ，特に高い評価を受けた教育内容や手

法については教育課程に取り込んで教育の質

を向上させている。教育 GP の成果は「学際実

験・実習」や「ものづくり基礎工学」といった

授業科目が定着したことであり，補習授業「微

分積分ステップアップ演習１～３」は学士力

GPの成果を引き継いでいる。英語の e-ラーニ

ング教材の導入は GGJ事業の影響を受けてい

る。大学院 GPによって始まった Program of 
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Study-Committeeによるカリキュラムのオー

ダーメード化や PBL 科目の実施は，2020年度

に改組された博士前期課程においても引き継

がれている。COC 事業や COC+事業の主要な取

組は FAAに引き継がれている。 

なお，工学部の実践教育と工学研究科の実践

教育を一体的・効率的に進めるため，2020年

度に工学研究科の高度人材育成センターを発

展的に解消し，その主要な機能を工学部の先端

科学技術育成センターに統合した。 

⑦留年率の精査及び対策 (1) 教務学生委員会を中心に長期欠席学生の

調査等を行うとともに，学生総合相談室と連

携して対応にあたっている。 

(2) 2013年 10月から，半年ごとに保護者に成

績表を送付し，保護者とも協力して学生サポ

ートに取組んでいる。また，長期欠席学生，

未履修登録学生については，教職員が連携し

てサポートする体制を整えた。 

(3) 留年の大きな原因は学修に対するモチベ

ーションの低下であり，それは学生にとって

学修成果が見えにくいことが一因となってい

る。工学部では2016年度にGPAを導入し，2018

年度から学生がオンラインで自分の GPAを確

認できる仕組を整えた。さらに，一部の学科

で先行実施していた学科内 GPA 分布の公開を

2019 年度から全学科で実施した。アンケート

では，GPA 分布の公開が「自身の学修成果・

状況を客観的に把握するうえで有用だった

か」「それ以降の学修への取組み方や学習の計

画を考える上で有効だったか」に対する肯定

的な回答がそれぞれ 86％，76％であり，GPA

を活用した学修成果の可視化がモチベーショ

ンの向上に役立っていることが確認できた。

また，2016年度の改組によるコース制の導入

に伴い，コースごとに進級・卒業要件を細か

く厳格に設定するとともに，きめ細かい履修

指導，A・Lの拡大などをあわせて行った。こ

うした取組の結果，改組後の新課程で学んだ
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学生が初めて卒業研究に着手した 2019 年度

の現役生の留年率は 12.1％であった。これ

は，過去 10年以上の中でも最も低い留年率で

あり，様々な取組の相乗効果が留年率の低下

となって現れていると考えられる。 

⑧学生のメンタルケア等の更なる充実 

 

 

(1) 教務学生委員会を中心に長期欠席学生の

調査等を行うとともに，学生総合相談室と連

携して対応にあたっている。工学部執行部，

学生総合相談室，保健管理センターが定期的

に懇談を持つことによる相互の協力体制をつ

くった。また，教授会においてメンタルヘル

スに関する定例的な講演会を開催するように

した。2014年度と 2015年度は年１回，それ

以降は年２回開催している。 

(2) 増加傾向にある障害のある学生等への支

援を充実させるため，2016年度に「障害のあ

る学生及び教職員のための相談室」を設置し

て 2017 年度には専任教員を配置し，合理的配

慮を必要とする学生等への組織的な支援を実

施している。（全学対応） 

(3) 2018年度に，敦賀キャンパスにカウンセ

リング室を設置し，同キャンパスで学ぶ学生

への支援体制を整備した。（全学対応） 

(4) 2018年度に，大学生活への適応に支障を

抱える学生の早期発見・対応のため,初年次学

生に実施するアンケート調査を２回から３回

に増やした。（全学対応） 

(5) 新たに開発した「単位修得状況確認表」を

活用した履修指導を行い，教務課窓口での問

合せ件数がそれまでの５％に激減する等，好

評を得た。この取組は学内で高く評価され，

国際地域学部でも同様な取組が始まった。 

(6) 外国人留学生のメンタル面について，各外

国人留学生に対して日本人学生 1名をチュー

ターに付けて日常生活について相談できる体

制を整備するとともに，国際センター副セン

ター長が留学生との定期面談を行う等の支援

体制を整えている。（全学対応） 
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⑨学生の海外留学促進のための環境整備なら

びに留学生の受入れ地域の多様化 

 

 

 

(1) 学生の海外留学促進 

・交換留学の促進のため，海外大学等との部局

間学術交流協定の拡大（2015 年度 20件→

2019 年度 25件）を行った。 

・オリエンテーション等の機会を捉え，成績等

に関する一定の要件のもと海外派遣プログ

ラムへの参加者が日本学生支援機構の奨学

金や福井大学独自の海外派遣支援金を受け

られる制度を紹介し，留学を促した。こうし

た取組の結果，協定等に基づく日本人学生の

海外派遣が，工学部においては 2015年度 111

名→2018年度 128名（2016～2018年度平均

は 127 名／年）となり，工学研究科において

も 2018年度に 74名と 2015年度の約 1.9 倍

に増えた（博士前期課程と博士後期課程をあ

わせた人数）。COVID-19 の影響を受けた

2019 年度も 70名と高い水準を維持した。 

(2) 留学生受入れ地域の多様化 

・2014 年度入試からマレーシア政府との協定

に基づくマレーシア・ツイニング・プログラ

ム入試の導入を行い，同プログラムによる正

規生の受入が 2015年度２名→５名／年

（2016～2019年度）と増加した。 

・新しい入学層の開拓を目的に海外での入試広

報を強化し，2019年８月にタイの「留学フ

ェア」（JASSO主催）に参加して志願者確保

に努めた。その結果，2019 年度実施の入試

において志願者１名を得た（2020年４月に

博士前期課程に入学）。 

・JSTさくらサイエンスプランで学術交流協定

校から優秀な修士の学生を研修に受入れ，博

士後期課程の魅力をアピールした。その結

果，2018年 10月と 2019年４月に１名ずつ

博士後期課程への入学者を確保できた。 

・留学生同窓会を介した国際交流の促進のた

め，既存同窓会との連携強化とともに，現役

留学生が現地の卒業生に働きかけて同窓会

支部の新設を進めている。その結果，2016
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年度にメキシコ支部とフィリピン支部，2018

年度にブータン支部とタンザニア支部を新

設し，2015年度の 13支部から 17支部に拡

大した。さらに，留学生同窓会の海外支部交

流会（2016年度）や中国４支部代表者会合

（2017 年度）の開催も一助となり，2018年

度に支部推薦留学生３名を受入れ，今後の優

秀な正規留学生獲得の道筋を得ることがで

きた。 

⑩研究論文等の研究成果の量的ならびに質的

向上 

分野別論文誌ランキングで上位 10％に入る雑

誌（Q0）及び専攻推薦誌への論文掲載数が第２

期最終年（2015年）の 64編に対して第３期

（2016～2019年）の合計は 260編になり年換

算で２％増加していることより，論文の質は向

上している。一方で論文数に関しては，工学部

の査読付き論文数は，2016年に 307編（外国

語），97編（日本語）であったのに対し，2019

年は 269編（外国語），41 編（日本語）となり，

減少した。 

⑪産学官連携本部などの研究支援施設・設備と

工学研究科との関係及び教員の研究成果・産学

官連携・共同研究などの相関性に関する点検・

評価 

(1)研究成果の社会還元を推進するため，2016

年度に産学官連携本部，URA オフィス，研究

推進課等の関係部局の改編統合を行い，研究

に関連する知識・技能を有する専門人材を有

機的に再配置した。2017年度には，地域産業

戦略と連携した共同研究の推進体制を構築す

るとともに，地域のニーズと大学のシーズの

効果的なマッチングを図り地域の課題解決に

向けた取組みを推進するため「産学官連携・

地域イノベーション推進機構」を設置した。

2018 年度には，同推進機構の機能強化を図る

ため，産学官連携本部の計測・技術支援部を

機能拡充して「附属テクニカルイノベーショ

ン共創センター」を設置した。 

(2) 地元銀行からの出向 URA が持つ地域ネッ

トワークを活用するとともに，実践的技術相

談等を実施する T-URA（Tは Technology，

Training，Transfer を意味する）や産学官コ

ンシェルジュを置いて活発なコーディネート
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活動を展開した。 

(3) 以上の取組は，産学官連携本部長を務める

工学部教授のリーダーシップのもと実現した

ものである。取組の成果は第３期４年目終了

時評価において検証した。その結果，第３期

４年間の共同研究契約の締結数は 2012～

2015 年度（626件）の約 1.4 倍にあたる 874

件に達し，また 2018年度の特許の実施許諾一

件当たりの金額は第２期末と比較して約３倍

に増加するなど，成果が挙がったことが確認

できた。T-URAは，国立大学法人評価委員会

において 2018 年度の注目する取組として取

り上げられた。 

⑫大型研究費獲得のためのさらなる支援体制

の構築 

(1) 工学部のプロジェクト研究センター本部

が，重点分野の研究促進並びに次世代プロジ

ェクト研究の推進のため研究費の助成を行っ

ており，その成果は研究活動推進委員会で検

証している。2020年度には新規に 1つの重点

分野を選定した。 

(2) 産学官連携本部では，ワンチップ光制御デ

バイスの成果に着目し，地域のオプト産業の

創出のためのプロジェクトを立ち上げた。文

科省地域イノベーションエコシステム形成プ

ログラム(2017～21年度，総額約６億円予定)

に申請し採択された（中間評価で総合評価

Ａ）。また，共同研究企業が福井県研究開発支

援事業等(２千万円)，文科省 Design-i事業

(2019 年度 1.5千万円)にも採択された。 

⑬教育研究環境として面積充足率の改善に対

する全学的取組の検討 

2014 年に工学系実験棟が竣工し，教育研究環

境に係る面積が充足された。今後はキャンパス

マスタープランによる施設整備計画に基づい

た全学的なスペースマネジメント等により，建

物の老朽化解消を図っていく。併せて寄附金に

よる 100周年記念館の建設も予定しており，さ

らなる教育研究環境の面積の充実を図る。 

⑭女性教員や外国人教員の採用を検討すると

共に，長期的な視点に基づく若手教員の積極的

な採用策，負担軽減を含めた若手教員の育成環

(1) 工学部では，効率的な人的資源配分のた

め，人事運用を工学系部門人事委員会に一元

化しており，重点分野や次期重点分野と期待
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境の構築 される研究分野に助教３名を新規に採用する

など，戦略的・重点的な人員配置を行ってい

る。また，2016年度以降，教授等の退職に伴

う新規採用の際は准教授以下の若手教員の採

用を優先して人員計画を策定している。 

(2) 女性研究者の採用をはかるため，応募者が

同等の評価の場合は女性を登用する旨公募書

類に明記する取組を従来から実施している。

これに加えて，2020年度に女性研究者に限定

した新規採用２名の国際公募を実施し，2021

年度に２名が着任した。 

(3) 外国人への応募支援の一環として，2020

年度から全ての公募案件について英文で公募

情報を公開しており，その結果 2021年４月に

２名の外国人教員を採用することとなった。 

以上の取組により，若手・女性・外国人教

員の人数が向上している（第２期最終年度と

2021 年度との比較では 40歳未満の若手教

員：14名→23 名，女性：３名→７名，外国人：

４名→８名）となり，いずれも倍増かほぼ倍

増している。なお，採用後は以下のようなサ

ポートを行っている。 

(4) 任期付き助教の採用後は，所属講座を通し

て定期的に業績等の状況確認及び正規ポスト

への再任審査基準を確認する機会を設定し，

任期満了までに再任できるようフォローを行

っている。 

(5) 2021年度には，赴任してから研究成果が

出始めるまでの期間を短縮することを目的と

して，直近３年以内に着任した若手教員を対

象に研究環境整備助成の公募を行い，計５名

に総額 510千円の助成を行った。 

(6)サバティカル制度の実質化で学内教員の国

際化を推進した（2016～2019 年度に４名の若

手教員の海外研修を実施）。 

⑮技術部の教育研究への強力な支援体制の構

築及び若手職員育成や能力向上 

・工学部長の裁量により技術部への支援経費と

して毎年度約 200万円を配分するとともに，

技術部職員１名あたり約２万円の旅費を予算
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措置し，技術部の教育研究に資することとし

ている。 

・若手職員の能力向上の一環として，教育研究

活動のために必要と認められる免許資格の取

得にかかる経費を工学部予算で助成してい

る。 

⑯効率的な管理運営体制の検討及び事務部で

の組織の簡素化と効率化 

・工学部長の職務を補佐する副工学部長（運営

担当）ポストを 2020 年度より新設し，ガバナ

ンス体制を強化するとともに，各種委員会や

教育 GP等の採択と共に設置されたセンター

等の業務を見直して発展的に解消・統合する

ことで，委員会数や委員会構成人数の削減を

行い，教員の業務負担軽減を図った。（2021

年度委員会数：2019 年度比△18％，2021年度

教員 1人当たりの委員担当数：2019 年度比△

27％） 

・事務部では，人に業務をつけるのではなく業

務に人をつける発想のもと業務担当制を導入

し，組織の縦割り意識や業務の属人化を防ぐ

ことで，円滑な情報共有と業務の効率化を行

っている。 

⑰国際的な研究ネットワークの形成や交流校

の地域の多様化 

・遠赤外領域開発研究センターでは，クロス・

アポイントメント制度を活用してロシア，ブ

ルガリア，及びウクライナの研究機関から延

べ 14名の外国人教員（特命教員）を雇用す

るなど国際的な人材交流を進めるとともに，

News Letter を年３回発行し，国際シンポジ

ウム・ワークショップを５件開催するなど，

国際コンソーシアム機能を強化した。附属国

際原子力工学研究所においても，クロス・ア

ポイントメント制度を活用して教員２名を

海外から招聘するなど，海外研究機関との研

究者交流を積極的に行うとともに，外部資金

も活用して拠点化を進めた。 

・交換留学を促進するため，海外大学等との間

で部局間学術交流協定を拡大した（2015年

度 20件→2019年度 25件）。その結果，協定

等に基づき海外派遣される学生について，派
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遣先の国・地域の数が 2015 年度 10→2018

年度 14→2019 年度 13（工学部），2015年度

11→2018年度12→2019年度12（工学研究科）

と推移して多様化が見られ，派遣人数も

2015年度 111名→2018年度 128名→2019年

120 名（工学部）， 2015年度 39名→2018年

度 74名→2019年 70名（工学研究科）と増

加した。このように，第２期最終年度を上回

る水準で海外派遣が進んだ。  

⑱将来の学部再編成への取組の開始。（コース

制のような緩い形の方がこれからの技術者養

成には適するという意見を踏まえた，既存の枠

にとらわれない再編） 

工学分野のミッションの再定義を踏まえ，高度

情報化やグローバル化，社会システムの変革が

進行する中で，安全・安心な社会を実現するた

めの学びを深める「モノづくり，コトづくり，

ヒトづくり」をコンセプトに，2016年度に工

学部を従来の８学科から５学科に再編する改

組を行った。改組後は，応用物理学科を除く４

学科でコース制を採り，計 11のコースを設け

ている。コース制の導入により，入学時に専門

分野を決定するスタイルから，学年進行に伴っ

て自らの専門分野を絞り込むスタイル（Late 

Specialization）へと移行した。2019 年度に

「未来の工学教育をともに創る学生と教員の

座談会」を実施して４年生学生代表への意見聴

取を行ったところ，７割の学生代表から Late 

Specialization は学習意欲向上に効果があっ

たとの回答を得た。新しい教育課程での専門の

教育全般に対する満足度も良好であった（2019

年度「学生生活実態調査」では，専門の教育全

般に対する満足度が良好とする回答が 93％）。 
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12．COVID-19 に係る対応状況 

新型コロナウイルス感染症の拡大に対し，オンライン授業に関する工夫等，全学で対応してい

る事項も含め以下のような取組を行っている。 

 

（１）学生の通信環境への配慮や感染防止の工夫 

2020 年度前期は，学生の安全・安心と感染防止を第一とし，原則，全て遠隔授業とした。授

業開始前に全学生に対し通信環境に関する Webアンケートを実施し，通信環境がない学生には

教務課において Webカメラ付ノートパソコンを貸し出すとともに，学内のパソコンルームや講

義室での受講を認める措置を講じ，特段の混乱もなく遠隔授業を開始できた（2020～2021年度

前期の貸出件数：工学部・工学研究科学生対象 74件）。2020年度後期は，遠隔授業を基本とし

つつ，必要なもの，可能なものについては，感染防止の徹底を図った上で，面接授業の実施又

は遠隔授業と面接授業の併用も可とした。その際，３密を回避するため，１つの授業クラスを

２教室に分割し，一方の教室は面接授業，他方の教室はリアルタイムで配信授業を行うなどの

工夫も行った。 

主として遠隔授業となった 2020年度における学生からの意見等も踏まえ，2021 年度は原則面

接授業としている。あわせて，感染症対策及び教育効果を踏まえ，遠隔授業も併用している。 

（２）遠隔授業システムの利用 

授業は，リアルタイム型，オンデマンド型又は両者の併用で行うこととし，LMS（学習支援シ

ステム）として WebClasと G-Suiteの２つを用意した結果，アクセスの負荷やリスクが分散さ

れ，特段の障害もなく遠隔授業が実施できている。 

（３）学生からの遠隔授業に対する意見聴取 

2020 年度前期の遠隔授業に関する学生へのアンケート結果（工学部・工学研究科学生 1,140

名が回答）では，移動が不要で効率がよい（同 944名），自分のペースで学習ができる（同 894

名），繰り返し学習ができ理解しやすい（同 626名）（以上，複数回答可），新型コロナウイルス

感染が怖いので後期も継続してほしいなど，肯定的意見が多かった。一方で，課題等の提出物

が多く負担が大きい，学生間の交流ができないなどの意見もあったため，改善を図り，授業を

進めている。 

（４）経済的支援 

福井大学基金を活用して，アルバイトの収入が減少し経済的に修学が困難となった学部生・

大学院生を対象に給付型奨学金（基金修学等奨学金）を設立し 2020年４月から支援を実施した。

2021 年６月までの工学部・工学研究科学生に係る支援実績（延べ）は 1,134件，2,835万円で

ある（資料 5-5-1（再掲），6-5-2（再掲））。その他，全学として，交換留学中止学生への代替オ

ンラインプログラム受講支援（62万円），感染予防・拡大防止対策（603万円），生理用品支給

（50万円）による生活支援を行っている。 

（５）食の支援 

   本学では，学長裁量経費及び，独立法人日本学生支援機構の助成を受け，新型コロナウイル

ス感染症の拡大に起因する学生生活や修学環境の変化により経済的に困窮した学生に対し「食
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の支援」を実施した（2021 年 10月上旬，11月下旬）。前期授業料免除の学部生，大学院生，留

学生を対象に食料品セットが提供され，工学部・工学研究科では 327 名（延べ）の学生が受け

取った。 

（６）メンタル相談 

・コロナ禍での履修，学生生活，健康相談等に関する相談について，学生や保護者等が気軽に

何でも相談できる総合窓口「よろず相談窓口」を設置した。 

・連絡や相談の場として，学生同士のオンライン交流の場を設定した。 

（７）教職員に対するサポート 

遠隔授業を実施するにあたり，教員向けに LMSや Web 会議システム等の使用方法，遠隔授業

実施に係るガイドラインを取りまとめて全学共通のポータルサイトに掲載し周知を図った。ま

た，情報教育担当教員が授業用資料作成に係る説明会等を実施して教員の理解を深め，遠隔授

業実施の円滑化を図った。 

さらに，遠隔授業の改善に資するため，各学部代表教員と教務担当事務職員が遠隔授業の現

況・課題等を報告し，全教職員が参加可能な討論会を行うオンライン方式のシンポジウム「み

んなで考えるオンライン授業～より良い大学教育を目指して～」を９月に開催し，好評を得た。 

（８）国際交流 

2020 年度は，入試を経て入学する正規課程の外国人留学生と国費外国人留学生は受入れたも

のの，入試を課さない学術交流協定校からの交換留学生の受入れ及び本学からの日本人学生の

派遣ができない状況であった。10月 1日より外国人留学生の入国が順次可能となったため，2021

年４月の交換留学生の受入れ準備を開始したが，現在までのところ 2021年度も交換留学生の受

入れ及び日本人学生の派遣は中止となっている。2022 年 1月以降の日本人学生の派遣，2022年

４月以降の交換留学生の受入れについては，これまで同様，原則として，外務省発出の感染症

危険情報においてレベル 1以上が発出されている国・地域との交流を中止とするが，教育的効

果を考慮し，安全・危機管理を徹底する場合において条件付きで交換留学等の学生交流（受入・

派遣）等を認めることとなった（国際センター運営委員会において承認・決定）。 

※国際交流のプログラム等への具体的な影響については ９．グローバル化 を参照。 

（９）教職員の就業形態 

2020 年５月から在宅勤務制度を導入。VPN（バーチャル・プライベート・ネットワーク）接続

を利用し，在宅でも学内と同じネット環境で業務を行うことを可能とした。 
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福井大学工学部・工学研究科自己点検評価及び外部評価準備委員会 
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     櫻井 明彦 副研究科長（研究担当） 

     永井 二郎 副研究科長（運営担当） 
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     本田 知己 工学部及び大学院工学研究科自己点検・評価委員会委員長 
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委員   藤元 美俊 副研究科長（企画担当） 

     本田 知己 自己点検評価委員会委員長 

     小高 知宏 教育委員会委員長 

     徳永 雄次 現況調査表（研究）作成メンバー 
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（１１）創業型実践大学院工学教育コースの履修について

本学では，大学が保有するシーズ（特許，研究シーズ集記載等）を産・学・官・民が連携して育成研究を実施し，
成果の技術移転を意識した「物づくり」を実践する場として，インキュべーションラボファクトリ（ILF）を整備
して，この中で，創業型実践大学院工学教育を実施するものである。
工学研究科博士前期課程の学生が，このコースを履修する場合のカリキュラムを次に示す。所属する専攻の修了

要件とは別に，本カリキュラムの修了要件を満たした者には，副専攻として『技術経営カリキュラム修了証』を学
長名で発行する。製品開発と実践を目指す者は，大いなる励みとされたい。

技術経営カリキュラム （２０１９年度）

区 分 授 業 科 目 単位数

毎週授業時間数

備 考１年次及び２年次

前期 後期

工 学 研 究 科
共 通 科 目

技術経営のすすめ ２ ２

経営学概論 ２ ２

技術系のマネジメント基礎 ２ ２

起業化経営論 ２ ２

実 践 道 場
講 義 科 目

企業戦略概論 ２ ２

国際化戦略とオープンイノベーション ２ ２

工学部授業科目
知的財産権の基礎知識 ２ ２

ベンチャービジネス概論 ２ ２

コ ー ス 専 用
実 習 科 目

インターンシップ（企業派遣実習） ３ ６ （６） （注1）

製品・サービスの試作及び試販売 ４ ４

実 践 道 場
実 習 科 目

グローバル市場探索演習 ２ （注1）

OTT（On the Tutorial Training） ２ （注1）

OCT（On the Consulting Training） ２ （注1）

合 計 ２９ ２０ ６

注１：開講時期は，テーマによって異なる。
具体的内容は，担当教員および課題提供企業と相談のうえ，決定する。

《履修上の注意》
１．本カリキュラム修了要件

講義８科目計１６単位中６単位以上，実習５コース１３単位中４単位以上，合計１０単位以上を修得すること。
２．実践道場講義科目，実践道場実習科目は，工学研究科共通科目として取扱う。
３．コース専用実習は，インキュべーションラボファクトリの指導の下に，企業との連携の中で履修する。その
修得単位は，工学研究科の履修科目としては，工学研究科共通として取扱う。実習科目の履修に際しては，POS
コミティ及び ILF担当者との充分な事前協議を行うこと。

４．工学部授業科目は，学部の時に履修したものも認める。新たに大学院の時に履修する場合は，学部課程の履
修単位扱いとし，大学院修了時の必要単位外とする。

５．単位数に○印がついている科目は実践的科目を示す。
６．工学研究科博士前期課程で修得した「大学院海外短期インターンシップⅡ」の単位を「グローバル市場探索
演習」の単位に読み替える場合がある。読み替えのためには，以下の二つの要件が満足されていなければなら
ない。（ｉ）大学院海外短期インターンシップの派遣プログラムが１０日以上であり，レポートが提出されてい
ること（本科目履修認定時に提出しても良い）。（�）大学院海外短期インターンシップの内容が，実習を通し
て国際的な試作・試販売を試みるもの，または産業現場の問題や課題の解決を行うものであること。読み替え
の可否は，学生からの申請に基づき，高度人材育成センター実践大学院工学教育実施委員会において審議の上
決定する。
この措置は，それを用いることによって本カリキュラムを修了できる者のみを対象とする。なお，同措置の

適用を受けても，工学研究科博士前期課程の修了に必要な単位を修得したことにはならない。
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（７）国際総合工学特別コース
Curriculum of the Global Engineering Program for International Students (GEPIS)
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（９）国際技術研究者育成コース
Global Engineering Program for Research and Development (GEP for R&D)

本研究科博士後期課程の国際技術研究者育成コース（GEP for R&D）は，留学生と日本人学生双方に対し，主

に英語により授業及び研究指導を行なうコースである。入学前後の導入教育および入学後の専門教育ならびに実践

教育を通して，専門分野における高度な研究能力に加え，日本の企業力に対する深い知識と理解をもち，日本を含

め世界の産業界をリードできる高度な実践能力を兼ね備えた人材を育成することを目的とする。

本コースのカリキュラムは，次の５つの大区分で構成される。

オープンエデュケーション科目

導入教育を目的とし，指導教員・担当教員の指導の下で公開授業（ビデオやウェブなど）や学会の講習会を受講

するなどの形態で実施される。

実践科目

産業界で必要とされる実践的な能力や，国際的に活躍できる素養を身に付けることを目的とし，以下の科目から

なる。長期インターンシップ，産業現場で研究開発をリードする人材の育成を目的として設けられた『産業現場に

即応する実践道場』プログラムの科目，海外の大学で講義を履修したり海外の国際会議で発表を行うなどの形態で

実施する科目，産業界など実社会の多様なニーズを踏まえた発想や国際的な幅広い視野などを身に付けた人材を養

成し社会に送り出すためのポスドクインターンシップ事業の科目，PBLおよび海外短期インターンシップ。

討論形式科目

学際性とともに，幅広い視野，倫理，社会的責任感を身に付けさせることを目的とし，様々な専門分野の学生が

参加して討論を行う。

専門科目

主専門の教育研究分野の科目と副専門の教育研究分野の科目に分けられる。専門分野に関する高度な知識を修得

するため前者を履修することに加え，学際性を身に付けるため後者も履修する。

研究ゼミナール

論文輪読等を通して研究テーマに関係した内容を深く学ぶ主専門研究ゼミナールと，非専門分野について見識を

広めるための副専門研究ゼミナールからなる。

このコースのカリキュラムを以下に示す。本カリキュラムの修了要件を満たした者には，『工学研究科博士後期

課程（国際技術研究者育成コース）修了証』を研究科長名で発行する。

The Global Engineering Program for Research and Development (GEP for R&D) at the University of Fukui aims to

nurture person or graduates who are equipped with highly developed practical skill and are capable of leading in-

dustry worldwide including Japan. The program prepares international students with advanced research skill in

their specialized field as well as deep understanding and knowledge of Japanese culture and Japanese corporation

through introductory education before and after enrollment, and specialized education and practical education af-

ter enrollment. English is the primary language for instruction in the courses and for research supervision.

This program consists of the following five major course categories;

Open Education Courses

These are introductory courses conducted in the form of video/web classes or workshops at international confer-

ences under the guidance of the student's supervisor.

Practical Training/International Experience Courses

The courses in this category aim to nurture students with practical skills needed in industry and qualifications to

succeed in the global society. We provide following courses: Long-term Internship; Jissen Dojo (Work Integrated

Learning Course for Industry and Technology) which intends to grow person who can lead research development

in industry; Short-term Study Abroad Courses in which students take part in education and research activities at

foreign universities, companies, or international conferences; Post-doctoral Internship Courses which aim to bring

up person equipped with wider global viewpoints and ideas based on various needs of real society and of industry.
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Debate Courses

In this course the students are asked to actively participate in discussion in order to develop their interdisciplinary

understanding, points of view, ethic and social responsibility.

Advanced Courses

Advanced courses are divided into two groups: the courses in students' specialized fields and those in non-special-

ized fields. Students must take two courses from the former to acquire advanced knowledge in their specialized

field, and one course from the latter to acquire interdisciplinary knowledge and skills.

Research Seminar

In "Major Research Seminar," the students will dig in their research theme through reading articles. In "Minor Re-

search Seminar," the students will acquire deeper insights into non-specialized fields.

The table below shows all the courses offered in this program. Those who have successfully fulfilled the completion

requirement of this program will receive a "Certificate of Completion of Global Engineering Program for Research

and Development, Doctoral Program in Graduate School of Engineering" issued by the Dean of the Graduate School

of Engineering.
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（５）原子力安全工学基礎コース（副専攻）の履修について

本学大学院工学研究科には「原子力・エネルギー安全工学専攻」が設置されており，原子力安全工学は福井大学
の教育および研究の重点分野に指定されています。
「原子力安全工学基礎コース（副専攻）」は，原子力・エネルギー安全工学専攻の導入教育となるコースです。

原子力安全工学コース（機械・システム工学科）の学生に対しては，原子力を取り巻く広範な一般的知識を身に付
けることを目的とし，原子力安全工学コース以外の学生に対しては，原子力工学の基礎知識を身に付けることを目
的として，講義内容を平易なレベルに設定しています。本カリキュラムは，原子力・放射線・環境・エネルギー・
技術者倫理などを体系的に学ぶことができるように設計されています。本コースを履修すると，原子力・エネルギ
ー安全工学専攻での専門的学習に備えた，十分な基盤を作ることができます。
原子力安全工学基礎コース（副専攻）のカリキュラムを以下に示します。所属する学科・コースの卒業要件とは

別に，本カリキュラムの修了要件を満たした者には，副専攻として『原子力安全工学基礎コース（副専攻）修了証』
を学長名で発行します。

履修上の注意
１ 本カリキュラム修了要件

上記カリキュラム表から合計２０単位以上を修得すること。
２ 本コースの科目について
◎印の科目は，工学部の卒業に必要な単位数に含めることができない。
○印の科目は，工学部全学科共通の専門基礎科目として，各学科の要件に応じ工学部の卒業に必要な単位数に
含めることができる。

◇印の科目は，共通教育科目（共通教養科目 地域コア科目群 原子力・エネルギー分野）として，工学部の
卒業に必要な単位数に含めることができる。

３ 卒業研究の指導について
工学部の学生は，上記のカリキュラム表から８単位以上を修得した場合，所属する学科またはコースの承認

の下，原子力安全工学コースの教員から卒業研究の指導を受けることができる。
希望する場合は，教務課に申し出ること。ただし，卒業研究配属後の指導体制および卒業研究審査方法等に

ついては，所属する学科またはコースの指示に従うこと。
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※以下は2019年度の事例である。
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2019.3.4  

URL

Directory of Open Access Journals OA https://doaj.org 
Web of Science http://mjl.clarivate.com 
Scopus https://www.elsevier.com/ja-jp/solutions/scopus 

Jefferey Beall https://beallslist.weebly.com 

Quality Open Access Market (OA ) https://www.qoam.eu/journals 
ThinkCheckSubmit

http://thinkchecksubmit.org/translations/japanese/ 

https://www.kulib.kyoto-u.ac.jp/uploads/20190117_predatoryjournals_warning.pdf 

https://www.niigata-u.ac.jp/wp-content/uploads/2018/11/check_list.pdf 

https://poie.kumamoto-u.ac.jp/URA-web/tool/predatory%20journal.htm 
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M. Kuzuhara et al., Japanese Journal of Applied Physics 55(7), 070101 (2016) 
Z. Yatabe et al., Journal of Physics D: Applied Physics 449(39), 393001 (2016) 
S. Ohi et al., Applied Physics Express 111(2), 024101 (2018) 
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（産学官連携本部資料）
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（産学官連携本部資料）
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M. Fujigaki, T. Sakaguchi, Y. Murata, Optics and Lasers in Engineering, 2016, 85, 9. 

S. Suzuki, Y. Akatsuka, W. Jiang, M. Fujigaki, M. Otsu, Applied Sciences (Switzerland), 2019, 9, 4408. 
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(工学部・工学研究科資料）
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S. Sugihara, Y. Kawamoto, Y. Maeda, Macromolecules, 2016, 49, 1563-1574. 

S. Sugihara, M. Sudo, K. Hirogaki, S. Irie, Y. Maeda, Macromolecules, 2018, 51, 1260-1271. 

S. Sugihara, A. Yoshida, T. Kono, T. Takayama, Y. Maeda, J. Am. Chem. Soc., 2019, 141, 13954-13961. 
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ISO/IEC Lesamnta-LW

Lesamnta-LW  

 , 23 , 1-264, 
(2016) 
A. Ohara, Conformal flattening for deformed information geometries on the probability simplex, 
Entropy 20(3), 186 (2018) 
S. Hirose, H. Kuwakado, H. Yoshida, A pseudorandom-function mode based on Lesamnta-LW and 
the MDP domain extension and its applications, IEICE Trans. Fundamentals, E101A(1), 110 (2018) 
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Scanning Internal-Photoemission Microscope : SIPM 

(EG) Multi Functional 2 Dimension 

Structure : MF2DS 
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